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oo この事業は,競 輪の補助金を受けて実施 したものです



は じ め に

データベースサー ビス発展のためには,デ ー タベー スの整備 はも とよ り,流

通体制 の確立 な どを含 め,利 用者の立 場 に立 った総合的 な視点が肝要です。

本調査は,こ うした点 に鑑み,デ ー タベース利用 の現 状及び利用者の問題意

識を明らかにし,さ らにはデー タベースサー ビス業の動向を把握す ることによ

り,わ が 国のデー タベー スの整備促進及び同産業の振興に資することを目的 と

したものです。

本調査はパシフィ ックコンサルタンツ株式会社に委託して実施 し,と りま と

めた ものですが,広 く関係各位 の ご参考 になれ ば幸いです。

最後 に,ア ンケー トに ご回答 いただいた方々をはじめ,経 済産 業省,パ シ フ

ィ ックコ ンサル タ ンツ株 式会社など,本 調査 にご協 力 いただいた関係者の皆様

に,心 よ り感謝 の意 を表 します。

平成16年3月

財団法人 データベース振興セ ンター

理事長 羽 鳥 光 俊
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デー タベースサー ビス実態調査

(大 要)

平成16年5月

財 団法 人 デー タベー ス振興 セ ンター



1.調 査 の概 要

① 調査対 象

ω デ ー タベ ー スサ ー ビス のユー ザー ・ ・・ ・ …4,500機 関

ユ ー ザー にお け る商 用デ ー タベ ー ス の利 用 状 況 と利用 に対 す る意 識 に つ いて 調査 し

た もの(ユ ーザ ー 編)

(B)デ ー タベ ー スサ ー ビス のベ ンダ ー ・ ・ ・・ …179社

わが 国 のデ ー タベ ースサ ー ビス業 の 実情 を把 握 し,同 業界 の振 興 に資す るた め調 査

した もの(ベ ンダー編)

② 回答数 ユ ーザ ー編 …594社(回 収 率13.2%)

ベ ンダー 編 …105社(回 収 率58.7%)

③ 調査期 間2003年10～ll月

④ 委託 先 パ シフ ィ ック コンサル タ ンツ株 式会 社

2.利 用 の 現 状(ユ 一一ーザ ーー一編)

① 回答 企 業 の規模 別 構 成

調 査結 果 の 集計 ・分 析 は,従 業員 数 によ る企 業 規模 別(図 表2-1)の 他,回 答39業 種 を

15グ ルー プ に分 けた業 種別,「 首 都 圏」(東 京 都,千 葉県,埼 玉県,神 奈川 県)と 「そ の他

の地 域」 に二 分 した 地域別 の分析 につ いて も行 って い る。

従業 員 数 によ る企 業規模 別 の構 成 比 は,大 企業 が40.6%,中 小企業 が22.1%,公 共 サ ー

ビスが37.4%と な って いる(図 表2-2)。 公 共サ ー ビス以 外で 業種 別 に見 る と 「そ の他 製 造

業」(9.6%),「 情報 処理 ・情 報提 供 業」(7.6%),「 そ の他 サー ビス 業」(7.6%),「 機i械器

具製造 業 」(6.9%)と 続 いて いる。 また,第2次 産 業 の合 計 は31.1%,第3次 産 業 の合 計

は28.6%で あ った。

② デー タベー ス 利用 率

デ ー タベ ー ス を現在 利用 して い る企 業 は,全 体 の65.7%で あった(図 表2-2)。 規 模別 で

は中小企 業 の51.1%,大 企業 の74.7%,公 共 サ ー ビスの64.4%が 利 用 して い る と回答 し

て いる 。利 用率 の高 い業 種 は,「 石 油 ・化 学 工 業」 「新 聞 ・出版業」 「建 設 業」 「金融 ・保険

業」 「情 報処 理 ・提供 業」 「そ の他 サー ビス業 」 で 、 いずれ も利用 率 は70%以 上 で あ った。

③2002年 度 の商 用デ ー タベ ース の利 用状 況

ユー ザ ー の利 用金 額ベ ー スで のデ ー タベ ー ス利 用実 績 につ いて,.利 用企 業390社 の うち

382社 か ら回答 が あ った(図 表2-3)。2002年 度 の デー タベ ー スの利 用実 績 をそ の前年(2001

年度)と 比 較す る と,全 体 で66.2%の ユ ー ザ ーが 「前 年度並 み」(前 回60.6%)と して お り,

利用が 「増 えた 」 は23.8%(同27.1%),「 減 っ た」 は9.9%(同12.2%)で あ った 。利用 実 績

の構成 比 率 は前 回調 査 とほぼ 同様 に、 「増 え た」 「減 った」 が と もに減 少 し 「前年 度並 」 だ

けが増 加 す る現 象 が続 いて お り、デ ー タベ ー ス の利 用 が企 業 に とって常 態 とな りつ つ ある
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ことを示 している。

企業規模別では,中 小企業め 「増えた」との回答が前回調査 の28.3%か ら今回は24.6%

と減少しているものの,「減った」との回答も前回調査のll.3%か ら今回は9.2%と 減少 し,

データベースの利用抑制 に歯止めがかか った ことがうかがえる。また,産 業別では第2次

産業,第3次 産業とも目立った差 は見 られない。

データベース利用増加の理由は,「利用できる商用データベースサー ビスの契約を増や し

た」が主な理由で前回並 となっている。また、「新 しい業務が始 ま り検索量が拡大 した」は,

前 回調査 よ り8.9ポ イ ン トも減 らしている(図 表2-4)。 一方,デ ータベース利用が減少 し

た理 由では,「無料のホームページ(HP)を 多 く利用す るようになった」に全体の4割 以上

の企業が回答 している(図 表2-5)。 ちなみに,利 用の多い具体的な無料HP名 では,特 許

電子 図書館 など特許関係が大半を占めている。'・

④2003年 度 の商 用デ ー タベ ース の利 用見 通 し

2003年 度 の利用 の見 込 み を前年 度 との比 較で 見 ると,73.5%の ユ ーザ ー が 「前年度 並 み」

と してお り,前 述 の2001～2002年 度 の割 合 よ り高 くな って い る(図 表2-6)。 「増 え る」は

20.1%で,「 減 る」 の6,4%を 大 き く上 回 って いる。ユ ーザ ー規 模 別 で見 る と,中 小企 業 は

「増 え る」 が24.6%で 大企 業(16.5%)よ りも大 き く上回 っ て い る こ とが わ か る。

2003年 度 のデ ータベ ー ス利 用 が 「増 え る」 と回答 した75社 中,そ の理 由に つ いて74社

が 回答 して いる(複 数 回答)。 増 え る理 由の トップは 「利 用で き る商 用 デ ー タベ ース サ ー ビ

ス の契約 を増や す」で39.2%,2位 は 「パ ソコ ン,端 末機 を増や し,検 索 が増 加 す る」(32.4%),

3位 に は 「新規 業 務 を開始 す るの で,利 用 は拡 大す る」(28.4%)が 挙 が って い る(図 表2-7)。

これ に対 して,減 る理 由を回 答 した ユ ーザ ー は24社 で,そ の66.7%に あた る16社 は 「無

料 のHPを 多 く利 用 す る」 と答 え て い る(図 表2-8)。

⑤ 部 門別 利 用状 況

金 額 ベ ース で見 た部 門別 の デ ー タベ ー ス利用 比率 につ いて,全 業 種 の合 計 で利 用率 の多

い部 門は,「 調 査部 門」(20.1%),「 研 究 部 門」(20.1%),「 企 画 部 門」(12.5%),「 営 業部 門」

(12.4%),「 特許 部 門」(9.7%)と 続 く(図 表2-9)。 この5位 以 内 の順位 と割 合 で は,前 回

調査 の結 果 と比べ て,「 研 究部 門」が3.7ポ イ ン ト伸ば して 「調査 部 門 」 と並 ん だほか は前

回 と同様 の傾 向 を示 してお り,利 用 す る部 門 に大 きな変 化 は見 られ な い。

⑥ 利 用 の多 い商 用デ ー タベ ー スの システ ム とデ ー タベ[ス

利 用 の 多 い サ ー ビ ス シス テ ム は,「JOIS」 「日経テ レ コ ン」 「COSMOSNET」 「PATOLIS」

「G-Search」 の順 で あ った(図 表2-10)。

また,利 用回数 の多 いデ ー タベ ー ス(フ ァイ ル)は,順 に 「COSMOS」 「TSR」 「日経新 聞 記

事 デー タ ベ ース」「PATOLIS特 許 ・実 用 新案 フ ァイ ル」「JSTPIus」 とな って いる(図 表2-ll)。

企業 規模 別 に見 て も,デ ー タベ ー ス利 用順 位 の上位5っ の フ ァイル は中 小企 業,大 企 業 と

、 もに全体 のフ ァイ ル名 と同 じで あ る。 一 方,教 育,研 究 な ど公 的機 関が 多 い公 共サ ー ビス

で は 「JSTPIus」 が1位 で,以 下 「日経 新 聞記 事デ ータベ ー ス」.「朝 日新 聞記 事 デー タ ベー

ス」 「PATOLIS特 許 ・実 用 新案 フ ァイル 」 「CA/CAPIus/CA-SEARCH」 の順 とな って いる。
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⑦ データベースの利用形態

データベースの利用形態 における2002年 度 の実績 を見る と,国 産データベース、海外製

データベース ともに、イ ンターネッ トによる商用オンラインサービスによる利用形態が多

い。(図表2-12)。 また,2003年 度の利用予定 を見る と,国 産,海 外製共 にイ ンターネ ッ ト

による利用が さらに拡大する ことが見込まれ,こ の現象は ここ数年間継続 してお り,イ ン

ターネットでの利用が年々進展 していることが うかがえる。

オフライ ンデー タベースの実績にっいては,国 産,海 外製共 あま り変化はなく,横 ば い

状態であるとみ られ,言 い換えればCD-ROM,DVDな どは今後 もある一定の需要は続 くとみ

られる。

⑧ よく利用するデータベースの分野

ユーザーがよ く利用す るデータベースの対象分野 を見てみ ると,国 産データベースにつ

いては,「企業財務/企 業情報」 「新聞/雑誌/ニ ュース」 「特許」「人物/機 関情報」 と続 き,

上位4種 の構成は,前 回調査4位 の 「特許」と前回調査3位 の 「人物/機 関情報」が順位 を

替えただけである(図 表2-13)。

一方
,海 外製データベースにっいては,「特許」「化学」「医学/薬 学/生 命学/生 物」「電気

/電子/情 報」「新 聞/雑 誌/ニ ュース」の順 に続 く。また,利 用率が高い項 目ほど国産,海 外

製の利用率の格差が顕著になっているといえる。

⑨ インターネ ッ トとデータベース利用

「イ ンターネ ッ トを利用 したデータベースサー ビスで有望 と思われ るもの」 について,

利用者側のユーザーと提供す る側のベンダー との比較 を見 ると,最 も回答率が高かった項

目は 「ウェブを利用 した情報検索サービス」(ユ ーザー側:73.4%,ベ ンダー側:67.9%),

次いで 「ウェブを利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止画等 の情報サー ビス」 「電子 メー

ルを利用 したニュース配信サー ビス」 となって いる(図 表2-20)。 これ らの項 目について

はユーザー側 とベ ンダー側の意向 に大きな差がな く,両 者共 に有望 と考えて いる ことがわ

かる。 この他の項 目については,ユ ーザー側の見方 とベンダー側の意向にずれがあ り,特

に 「インターネ ッ ト電話サー ビス」「ウェブ上での金融取引サービス」 「音楽のネ ッ ト配信

サービス」「ネッ トオー クシ ョン」などは,ユ ーザー側 はある程度の回答が ありなが ら,ベ

ンダー側では5%未 満の回答率であり、両者の意 向に大 きな差があることが分かる。

また,イ ンターネ ッ トを利用する上での問題点につ いて は,「外部か らの侵入な ど、セキ

ュリティー上の心配が ある」(83.1%)が トップで,「 ウイルスの侵入,デ ータ破壊の恐れが

ある」(82.6%)と 合わせた上位2項 目がユーザーにとって重要な課題であるといえる(図 表

2-21)。 続 いて 「個人情報 ・機 密情報な ど,漏 えいの恐れが ある」も61.7%と 依然高 く,プ

ライバシー問題 を含 んだセキュ リティー対策がイ ンターネ ッ ト利用に際 して最 も緊要な課

題であることがわかる。 「認証手続 きなどが確立されていない」(22.2%)が 前回調査か ら

5.0ポ イ ン ト下がったほかは、前回調査に比べて問題点の順位や回答率 に大きな変動はな

く,そ れぞれ改善が図 られてはいるものの,抜 本的,あ るいは大きく改善 され るまで には

至っていないことがわかる。
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図表2-1従 業員数による企業規模別分類基準

業種 中小企業 大企業 公共サービス

建設業,石 油・化学工業,鉄 鋼・非鉄・金属製品製造業,

機械器具製造業,そ の他製造業,そ の他
300人 以 下 300人 より多 い

商業 100人 以 下 100人 より多 い

金融・保険業,情 報処理・情報提供業,新 聞・出版業,

放送・通信業,不 動産業,運 輸・倉庫,電 力・ガス,
その他サ}ビ ス業

50人以下 50人 より多い

公共サービス

図表2-2回 答企業の概要

回答件数
デ ータベースを

現在 使っている

データベースを

以前使っていた

デー タベ ー スを

使 っていない

件数
構 成 比

(%)
件数 構 成 比

(%)
件数 構成比

(%)
件数

構 成比

(%)

企
業
規
模
別

1・ 中 小 企 業
,

131 22.1 67 51.1 、 5 3.8 59 45.0

A

2.大 企 業 241 40.6 180 74.7 9 3.7
F

52 21.6

3.公 共 サー ビス 222 37.4 143 64.4 7 3.2 72 324

業

種

別

1.建 設 業 37 6.2 27 73.0 1 2.7 9 24.3

2.石 油 ・化 学工 業 29 4.9 27 93.1 0 0.0 2 6.9

3.鉄 鋼 ・非 鉄 ・金 属製 品 製 造業 21 3.5 11 52.4 1 4.8 9 42.9

4.機 械器具製造業 41 6.9 23 56.1 1 2.4 17 4L5

5.そ の他 製 造業 57 9.6 38 66.7 1 1.8 18 3L6

6.商 業 14 2.4 7 50.0 1 7.1 6 42.9

7.金 融 ・保 険業 21 3.5 15 71.4 2 9.5 4 19.0

8.情 報 処理 ・情 報提 供 業 45 7.6 32 7L1 2 4.4 11 24.4

9.新 聞 ・出版 業 12 2.0 9 75.0 1 83 2 16.7

10.放 送 ・通 信 業 11 1.9 5 45.5 0 0.0 6 54.5

11.不 動 産業 7 1.2 3 42.9 0 0.0 4 57.1

12.運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス 15 2.5 9 60.0 0 0.0 6 40.0

13.そ の他サ ービス業 45 7.6 32 71.1 4 8.9 9 20.0

14.公 共 サービス 222 37.4 143 64.4 7 3.2 72' 32.4

15.そ の 他 17 2.9 9 52.9 0 0.0 8 47.1

已地域
別

首都圏 22938.6

その他 36561.4

15768.613
-

23363.88

5.75925.8
-

2.212434.0

2002年 度 は,前 年度(2001年)に 比べ て

■ 増えた ロ 前 年度 並 み ロ減 った

全 体(382)

中小 企業(6tt)

大 企 業(179)

公共 サー ビス(138)

2次 産 業(124)

3次 産 業(111)

'

()内 数値は回答ネヒ数

'10㌦ ㌧㌦2ぴ% t/・■40%60%・ 瞬・ ・80%

・/Ll、 い ～ミ・,'ir・];・1:∵

図 表2ご3ぐ2002年 度 商 用 デ ー タ ベ ー ス 利 用 の 状 況'(対 前 年 度 比)

'100%
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利用できる商用DB

サービスの契約を増や

した

パソコン,端末機が増

えて検索が容易になっ

た

新しい業務が始まり,

検索量が拡大した

その他

020406080(%)

図 表2-42002年 度 商 用 デ ー タ ベ ー ス

利 用 増 加 理 由

2003年 度は,前年度(2002年)に 比べて

■増える田前年度並み ロ減る

全体(373)

中小企 業(61)

大 企業(176)

公 共サー ビス(136)

2次 産 業(121)

3次 産 業(108)

無料のHPを多く利用

するようになった

利用してい商用DB

サーヒヌ契約数を整

理した

業務が縮小され利用

が減少した

その他

020406080(%)

図 表2-52002年 度 商 用デ ー タ ベ ー ス

利 用 減 少 理 由

()内 数値は回答社数

0%20%40%60%80%

図表2-6企 業規模別商用データベース利用の見通 し(対 前年度比)

100%

利 用 できる商 用DB

サー ビスの契約 を増や

す

パソコン、端末機 を増

や し、検 索が増加 する

新規 業務を開始 する

ので、利 用は拡大 する

その他

0

図 表2--7

20406080

2003年 度商用 デー タベース

利用 増加理 由
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無料のHPを 多く利用

する

利用している商用DB

サービス契約数を整

理する

業務を縮小する予定

なので、利用が減る

その他

0(%)

図 表2-8

20406080(%)

2003年 度商用デー タベース

利 用減少理 由



全業種計

O% 20% 40% 60% 80% 100%

■企画部門

口システム開発部門

口総務部門

口調査部門

田生産部門

昌法務部門

囚研究部門

辺環境部門

口経理・財務部門

臼特許部門

ロ営業部門

口その他の部門

「

1

,,,
,,ー

」

図表2-9商 用デ ータベース利用部門構成 比(Nニ377)

図表2-10 利用の多 いサー ビス システム

(N=353=複 数 回答)

順位 サー ビスシステム名 回答
件数

回答率

(%)

1 JOIS 131 37.1

2 日経テレコン 128 36.3

3 COSMOSNET 89 25.2

4 PATOLIS 75 2L2

5 G-Search 58 16.4

6 DIALOG 57 16.1

7 @nifty 50 14.2

8 STNIntemational 46 13.0

9 TSR-VAN 35 9.9

10 NACSIS-IR 27 7.6

11
NICHIGAI/WEB

(NICHIGAI-ASSIST)
25 7.1

12 ELNET 16 4.5

12 JACICNET 16 4.5

14 NEEDS 15 4.2

15 QUICK 12 3.4

図表2-11 利 用 回数 の多 いデ ー タベ ース

(N=320:複 数 回答)

順位 デー タベ ース名
回答
件数

回答率
(%)

1
COSMOS

(帝国データバンク企業情報)
138 43.1

2
TSR

(東京商工リサーチ企業情報)
92 28.8

3 日経新聞記事データベース 84 26.3

4
PATOLIS特 許 ・

実用新案ファイル
80 25.0

5 JSTPIus 77 24.1

6
CA/CAplus/
CA-SEARCH

47 14.7

7 朝 日新聞記事データベース 36 11.3

8 MEDLINE 24 7.5

9 WPI 23 7.2

10
日経BP社 雑誌記事
データベース

21 6.6

11 PATOLIS商 標 ファイル 20 6.3

11 日経WHO'SWHO 20 6.3

13 JMEDPIus 19 5.9

14 REGISTRY 18 5.6

15 BIOSIS 15 4.7

15 WHO 15 4.7

図表2-12商 用データベース利用形態の割合平均

2001年 度 実績(%) 2002年 度 実績(%) 2003年 度 予定(%)

国 産

(N=304)

海 外 製

(N=108)

国 産

(Nニ324)

海 外 製

(N=100)

国 産

(Nニ318)

海 外 製

(N=101)

① 商 用オンライン

(インターネットによるものを除く)
27.6 42.0 22.7 37.6 20.6 33.0

② インターネットによる

商用オンライン
53.7 44.3 59.1 49.5 61.8 53.3

③ 商 用オフライン:

CD-ROM,DVD
15.7 12.8 15.0 11.8 14.4 12.7

④ 商 用オフライン1そ の他1

,ls

3.0

、

・0
.9

㌔

'

・3
.2 1. .1 3.2 、1.0
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企業財務/企 業情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

特許

人物/機 関情報

化学

全般(百 科事典/書 誌情報/書 籍案内)

電気/電 子/情 報

医学/薬 学/生 命学/生 物

行政/法 律/政 治

エネルギー/資 源

市場/商 品

金融/証 券/為 替

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等)

自然科学・技術 その他

生活関連情報

社会科学・人文科学

一般 その他

ビジネス その他

その他

020406080(%)

図表2-13よ く利用 するデ ータベースの分野(複 数回答)

図表2-14現 在利用 して いる/今 後 利用 した いデ ータのタ イプ(複 数回答)

現在利用している 今後利用したい・利用を増やしたい

オンライン

(N=348)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(Nニ144)

オ ンライン

(N=226)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=72)

回答件数 割合(%) 回答件数 割 合(%) 回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%)

文 字 データ

(テキスト)・
334 96.0 116 80.6 154 68.1 49 68.1

数値データ 165 47.4 59 41.0 105 46.5 33 45.8

画像(動 画含む) 73 21.0 37 25.7
.

84 37.2 29 40.3

マルチメディア 35 10.1 18 12.5 87 38.5 21 29.2

その他 6 1.7 5 3.5 7 3.1 3 4.2
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情報の更新頻度が少ない

DBの 更新に時間がかかる

フルテキストで収録されていない

求めている情報の存在が不明確

情報が不正確なことがある

情報の件数が少ない

情報のぞ及期間が短い

ヒット件数が少ない

出力項目のパターンが不満

利用したい情報がない

特に不満はない

01020、3040

図表2-15収 録情報に対する感想(複 数回答)

50
(%)

図表2-16商 用データベースの機能 ・操作性等 に関する指摘

(%)

問題点 第2次 産業
ユーザー平均

(N=100)

第3次 産業
ユーザー平均

(N=72)

全 体(N=279) 前回調査

全体

(N=347)
前回比

(ポイント)

コマンドが不統一なので使いにくい 29.0 25.0 31.9 一7
.2 39.1

統一シソーラスが欲しい 24.0 9.7 20.1 一2
.2 22.3

あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能が欲しい 19.0 27.8 17.9 一2 .5 20.4

複数ファイルの横断検索ができない 19.0 8.3
.

15.8 3.8 12.0

ダウンロードができない 21.b 16.7 15.1 0.5 14.6

接続手順が煩わしい 14.0 11.1 14.7 －L7 16.4

Gateway機 能 が 欲 しい 8.0 16.7 14.0 2.0 12.0

通信速度が遅い

(結果の表示、画面の切り替えなど操作全般に時間が

かかる)

22.0 8.3 13.6 一4
.3 17.9

一次情報の入手が困難 10.0 16.7 13.3 一〇.6 13.9

PDFフ ァイル化されていない 13.0 9.7 11.8 一3
.2 15.0

キーワードが不足している 12.0 9.7 11.5 一8
.6 20.1

自然語(フリーターム)を検索言語として使いたい 13.0 11.1 11.5 一3 .5 15.0

概念検索ができない ㈱ 1LO 9.7 10.4 1一 一

検索速度が遅い(検 索している時間がかかりすぎる) 1LO 6.9 9.0 一6 .3 15.3

全文検索の機能がない 3.0 6.9 7.9 一4
.9 12.8

特定キーワードのファイル別,も しくはデータベース別の

出現頻度が参照できる機能が欲しい
9.0 8.3 6.5 一〇

.1 6.6

検索結果のメール配信ができない 5.0 6.9 4.3 一4
.8 9.1

図面や商標の表示ができない r6.0 2.8 3.9 一1 .9 5.8

ウェブでの検索システムがない LO 2.8 3.2 一3 .4 6.6

HTML形 式での出力ができない 4.0 1.4 3.2 一〇
.4

'
3.6

アブストラクト(抄録)が表示できない 1.0 1.4 L8 －L8 3.6

その他 8.0 6.9 7.9 7.5 0.4

(注)「一」は今年度 から新設の設問
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インターネットの無料コンテンツや,よ り低料金

サービスを探 して経費削減を図る

使用方法を工夫して,経 費節減を図る

利用しているDBを見直す

利用できるDBを増やす

現状程度

社内システム(社 内LANな ど)に接続し,

社 員誰もが使 えるようにする

利用の高度化を図る

(データをダウンロードして加工処理するなど)

インターネット対応 のサービスに順次切り替えていく

0 20 40 60(%)

図表2-17今 後進めたいデータベースの利用方法(複 数回答)

図表2--18今 後 利用 した い商 用データベース分野(複 数 回答)

(%)

データベースを デ ータベースを

利 用 中 今後利用したい
(N=289) (N=47)

企業財務/企 業情報 55.0 61.7

新聞/雑 誌/ニ ュース 41.9 46.8

特許 39.1 40.4

人物/機 関情報 31.1 21.3

行政/法 律/政 治 31.1 31.9

全般(百科辞典/書 誌情報/書 籍案内) 28.7 44.7

市場/商 品 24.2 34.0

化学 24.2 12.8

医学/薬 学/生 命学/生 物 23.2 19.1

電気/電 子/情 報 22.8 19.1

エネルギー/資 源 17.3 10.6

マクロ経済(国民所得統計/通 関統計等) 13.8 17.0

金融/証 券/為 替 13.1 19.1

生活関連情報 10.7 23.4

社会科学・人文科学 7.6 6.4

一9一



期

間

別

構

築

デ

ー

タ

ベ
ー

ス

の

割

合

(
全

体

)

幻

50

40

30

20

10

0

100.0

1990年 以 前 1991年 ～

1995年

1996年 ～

2000年

2001年 以降

一 年度別構築 データベ ース数(全 体)

一 ◆ 一構築デー タベース数累計(公 共サー ビス)

・◇'構 築デ ータベース数累 計(大 企業)

-r缶 一一 構築デ ータベース数累 計(中 小企業)

(%)

100

80

累

計

60構

築

デ

1

タ40
べ

[

ス

数
20 の

割

合

0

図表2-19イ ンハウスデータベースの構築年度割合と累計状況

ウェブを利 用した情報検 索サービス

ウェブを利 用した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止画の情報サービス

電 子メールを利用したニュース配信サービス

宿泊 先、交通機 関等の予約サーどス(U)

インター ネ:ソト電話サービス

ASP(.ApplicalivnServiceProvider)(U)

携帯 電話やPDA向 け情報サービス

FTP(フ ァイ'レ転送)、Webな どによるソフトウエアの提供サー・ビス

電 子モー ルなどによる商品一やサービスのオンラインショッピング

ウェブ上での金融取引サービス

音楽 のネソト配信サービス

ネットオークション

インタ・一ーネット広告(U)

ホームページの評価 サービス

デ ータベ ースなどのコンテンツ利 用料課 金代行サービス

ホームペ ージ制 作代行 サービス(U)

中古 車買取 り、自動 車保険等の見積 もりサーどス(じ)

その他

CATVを 利用した情報サ一一ビス(V)

図表2-20

0 20 40 0
.
6

インターネ ットを利用したサービスで有望 と思われるものの

利用と提供の比較(複 数回答)

80 ㈲
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外部からの侵入など,セキュリティー上の心配がある

ウイルスの侵入,デ ータ破壊の恐れがある

個人情報・機密情報など漏えいの恐れがある

公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある

物品購入などの際,料 金の支払い方法によっては

セキュリティー上の不安がある

著作権が確立していないので,不 安だ

ひぼう・中傷・暴言などに使用される恐れがある

有害なコンテンツ情報の排除が難しい

社員の私的な利用をチェックするのが難しい

認証手続きなどが確立されていない

欲しい情報を容易に見つけられない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

その他

0 20 40 60 80 100(%)

図表2-21イ ンターネッ ト利用上の問題点の前回調査との比較(複 数回答)

ウイルスの侵入があった

迷惑メール(ス パムメール)が 送られてきた

ハッカーによる不正アクセスがあった

外部からの侵入があったが実審はなかった

自社のHPが 書 ぎ換えられた

不当な接続料,回 線使用料などを請求された

自社のデータベースが破壊された

/ネ ット上でデータ漏れがあった

自社データを不正にコピーされた

/著f乍 権侵害

物品購入の代金返済でのトラブル

029406080

図表2-22イ ンタrネ ットの利用での被害経験(複 数回答)

100 ⑤

一11一



3.デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス 業 の現 状(ベ ンダ ー 編)

① デ ー タベ ー スサ ー ビス事 業者 の業 態分布

回答105社 の業 態分 布 を見 る と,「 プ ロデ ューサ ー」が37.1%と 最 も多 く,「 プ ロデ ュー

サ ー 兼デ ィス トリビュー ター 」21.0%,「 代行検 索 専業 」8.6%と 続 く(図 表3-1)。 専 業/

兼 業 を含 め て重 複 カ ウ ン トす る と,プ ロデ ューサ ー78社,デ ィス トリビ ュー タ ー45社,代

行 検 索業21社,代 理 店12社,ゲ ー トウ ェイ5社,イ ンター ネ ッ トプ ロバ イ ダ ー3社 とな

って いる。

② データベースサー ビスの売上高比率

総売上高に占めるデータベース売上高比率は,全 体平均で28.0%と 、前回調査 よ り0.8

ポイン ト減 とな った(図 表3-2)。 売上高比率の面か ら見 るとデータベースサー ビス事業の

割合が若干減少 し,売 上高比率の低 い10%未 満 の合計が51.8%と 前回調査よ り2.4ポ イ ン ト

増加 して いるが,ほ ぼ横ばいの傾向となっている。

③ データベース売上高における国産 ・海外製比率

データベース売上高にお ける国産 ・海外製比率は,国 産が85.6%と,前 回調査(84.8%)

と比べてほぼ横ばいである。海外製データベースの売上高比率は14.4%で あるが,そ の提

供事業者を見 ると,売 上高比率が10%未 満であるベ ンダーが76.7%を 占めてお り偏 りが大

きい。

④ デー タ ベー ス の提 供 方法 別 売上高 比率

提 供方 法 別 に よ るデー タベー スの 売上高 比 率 を見 る と,国 産 デ ー タベ ー ス で は前 回調 査

に引 き続 き 「パ ソ コ ン向 け のイ ンター ネ ッ ト」が トップ に立 ち,「 携 帯 電 話,PDA向 け」 と

合わ せ た比 率 で は前 回 の41.7%か ら1.3ポ イ ン ト増 の43.0%と な り,「イ ンタ ー ネ ッ ト」に よ

るデ ー タベ ー ス の提 供 が ほぼ主 流 にな った こと を裏付 けて い る。 海外 製 で は,オ ン ライ ン

比 率がll.7%と 前 回(25.0%)よ りも大 き く減 少 してイ ンター ネ ッ ト(49.3%)と の差 が 広

が った の に対 し,CD-ROMは 前回 の5.8%か ら14.7%へ と増加 して い る。

⑤ データベースサー ビスの売上高伸び率

今回調査の回答78社 におけるデータベース売上高の対前年度伸び率の平均 は17.1%と,

前回調査 の12.7%よ りも増加 している(図 表3-3)。 業態別に伸び率 を見 ると,プ ロデュー

サーが前 回調査 同様 に大 きく伸ばしている一方で,企 業内の経費削減の影響 を受けてか,

代行検索業のマイナス幅 はさ らに大きくなっている。

⑥ 今後3年 間のデータベース売上高伸び率の予測

自社における今後3年 間のデータベース売上高の伸び率を予測 して もらった ところ,回

答企業89社 の うち売上高が増えると答えた企業 は61.8%,年 率20%以 上の伸び を見込ん

だ企業は19.1%で あった(図 表3-4)。 前回,増 えると答えた企業が59.2%,年 率20%以

上増を見込んだ企業が10.7%で あったことを考慮すると,今 後の見通 しにやや期待を抱か
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せ るベンダーも出てきた といえよう。

また,業 界全体の予測では,回 答企業87社 のうち売上高が増えると答えた企業は72.4%

(前回調査69.6%),年 率20%以 上の伸びを見込んだ企業は21.8%(同7.8%)で あ り,

データベースの業界全体 としての売上高は伸びる見通 しとなっている(図 表3-5)。

⑦ 期待す る提供 メデ ィア

今後 最 も成 長 が見込 まれて い るデ ー タベ ー ス の提供 メデ ィア は,普 及 期 が過 ぎ た 「イ ン

ター ネ ッ ト」(93.2%)で あ る(図 表3-6)。 「携 帯電 話」 は前 回調 査 と同様 に2位 にな って

お り,成 長 へ の期待 は大 き い。 一方,「 モバ イ ル コン ピュー タ,PDA」,「 カ ー ナ ビゲー シ ョ

ン利 用 の システ ム」 は前 回調 査 と比 べ共 に減 少 して い る。

⑧ イ ンター ネ ッ トに よるデ ータ ベー スサ ー ビス

イ ンタ ー ネ ッ トによ るサ ー ビス を 「実 施 して い る」ベ ンダー は回答89社 中74社 の83.1%

と8割 を超 え,ベ ンダーが イ ンター ネ ッ トで のデ ー タベー ス 関連事 業 に本 格 的 に参入 して

きて い る こ とが わか る(図 表3-11)。

そ の一 方 で,ベ ンダー企 業 が 抱え る 不安 や 問題 点 も多 く,イ ンタ ーネ ッ トによ るデ ー タ

ベー スサ ー ビス実施 の 問題点 と して,全 体 で 最 も多か った 回答 は 「HPな ど,デ ー タベ ー ス

そ の もの の無料 化 が進 み,有 料 デー タ ベー ス 利 用 の伸 び に影 響が 出て い る」(50.5%)で,

以下 「外 部 か らの不正 ア クセ スや ウイ ル ス によ る被 害な ど,セ キ ュ リテ ィー 上 の不安 が あ

る」(45.6%)と 続 く(図 表3-12)。 また,イ ンター ネ ッ トに よるサ ー ビス を実 施 して い る

ベ ンダ ー73社 で は,「HPな ど……」(49.3%),「 公 的機 関 ……」(45.2%)と 続 き,サ ー ビ

ス未実 施 企業 で は 「HPな ど……」(80.0%),「 デ ー タベー ス の著作 権 … …」(46.7%)と な

って い る。

イ ンター ネ ッ トを介 した料 金徴 収体 制 につ いて 見 る と,料 金徴 収 の対 象者 で は 「ユー ザ

ー を特 定 す る」は84 .7%に 上 り,「ユ ーザ ー を特 定 しない」は23.6%で あ った(図 表3-13)。

課金方 式 にっ いて は,「 定 額 制」 「固 定 ・従 量 制併 用」 「従量 制 」の3方 式 に支 持 が集 ま って

い る。また,料 金 の徴 収 ・決 済 方式 で は,「 請 求 書 ・振 込」が 圧 倒的 に 高 く,2位 以 下 の 「ク

レジ ッ トカ ー ド」 「プ ロバイ ダ ーの 決済 シス テム を利 用」 との差 は依 然 として大 きい。

インター

プロバイ

3件(2

フロテユーサー兼

代行検索業兼

3イ牛(2.9%)

ディストリビューター兼

代理店

4{牛(38%)

プロデューサー兼

ディストリビューター兼

代行検 索業

6f牛(57%)

ティストリヒュー

7f牛(67%)

プロデ ューサー兼

ディストリビューター兼

代理店 その他

3件(29%)6件(57%)

図表3-1回 答企業 のサー ビス業態分布
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全 体(N=85)

(平 均 値:28.0%)

プ ロデ ュー サ ー(N=28)

(平 均 値:19.9%)

プロデ ューサー兼

デ ィストリヒ"ユーター(N=19)

(平 均 値:26.4%)

代 行 検 索 業(N=8)

(平 均 値:9.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■1%未 満 唖1%～5%囚5%～10%ロ10%～15%ロ15%～50%図50%～70%ロ70%～90%ロ90%以 上

図表3-2総 売上高に占めるデータベース売上高比率分布

全 体(N=78)

(平 均 値:17.1%)

プ ロデ ュ ー サ ー(N=28)

(平 均 値:21.0%)

プ ロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=16)

(平 均 値:15.3%)

代 行 検 索 業(N=6)

(平 均 値:-23.3%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

、■減少 酸 化なしSS10%未 満 ロ20%未 満m30%未 満 騒40%未 満 ロ50%未 満 ロ50%以 上1

図 表3-3

全 体(N=89)

プ ロデュー サー(N=31)

プロデ ューサー兼

テ"イストリピューター(N=19)

代 行 検 索 業(N=8)

データベースサービス売上高の対前年比伸び率分布

0%

唖

唖

20%

繋

40% 60% 80%

3.2

100%

⊇ る(20%以 上)'や や増える(20%糊 目横ばい 早⊇ る(20%未 満)ロ 減る(20%以 上)1

図表3-4今 後3年 間のデータベースサー ビス売上高の年間平均伸び率予測分布(自 社 レベル)
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全 体(N=87)

プ ロデュー サ ー(Nニ31)

プロデューサー兼

テ'イストリピューター(N=18)

代 行 検 索 業(1=7)

O%

国

頭

曜

函

卜

璽

;4.li

蟹

■
'

.

5

[56

6一り

8

爵

2

…
.

872

28.6

20% 40% 60% 80% 100%

'

■ 増える(20%以 上)圏 やや増える(20%未 満)圏 横ばい 口やや減る(20%未 満)ロ 減る(20%以 」二)

図表3-5今 後3年 間のデータベースサービス売上高の年間平均伸び率予測分布(業 界 レベル)

インターネット

携 帯電話

DVD

モバ イルコンピューター,PDA

デ ジタル放 送

CD-ROM

現行 のオンラインDBサービス

カーナビゲーション利用のサービス

通信衛星利用のサービス

CATV利 用 のサービス

FAXサ ー ビス

0

図表3-6

20406080

今後最も成長が期待されるメディア(複 数回答)

1社2社

ぎ,㌻i蝦 蟹'

国 難
tt'、+t、 や

(提供 依頼社数平均:8.6社)

3社4社
10～15～

『5～9社14社19社

100(
%)

20

社

以

上

/
-

0%20%'40%'60%80%.L)100%

図 表3-7プ ロ デ ュ ー サ ー が 依 頼 し て い る デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ ー 数(N=27)

1.'.It・'tぐ ∴ ぷ い バ 、㍍.'・,1"tt'i-/tt'・ ・,tt、 ∴.一
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入力コスト高

維持コスト高

初期投資の回収が困難

セキュリティ対策への不安

収支が見通せない

プログラマーの不足

良いソフトの不足

国の助成が不足

標準化の検討が不足

インデクサー不足

その他

図表3-8

020406080

デ ータベース構築上の問題意識(複 数 回答)

100(%)

データが古い

デジタル化されていない

官公庁のHPで 公開済み

提供窓口が複雑

手続きが面倒

料金が高い

データが少ない

窓口が不明

その他

図表3-9

0:20、40

公的データの利用上の問題点,理 由(複 数回答)

60(%)
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図表3--10CD-ROM,DVD化 され たデータベ ースの提供状 況(企 業数)

/

現在提供中

(Nニ52)

今 後 の予 定

(Nニ17)

〔一般 〕 20 7

オー ディオ ・ビジュアル/ゲ ー ム・娯 楽 1 0

サービスガイド・案内情報 0 0

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 4 1

学習教材 0 0

書誌/図 書・刊行物情報 4 1

人 物 情報(Who'sWho) 2 1

新 聞/雑 誌/ニ ュース 9 3

政治・行政 0 1

健 康 ・スポー ツ 0 0

〔ビジネス〕 39 13

金融/証 券/為 替/市 況情報 2 0

規格 2 0

企業 ・財務情報 6 2

経済/ビ ジネス 3 2

商品・製品情報 3 0

パ ー ツカタログ 0 0

地図・マッピング/電 話番 号/住 所コード 13 4

統計 ・人 口 6 2

不動産 0 0

法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報 4 3

〔自然科学・技術〕 17 1

医学・薬学/バ イオ/化 学 8 1

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0 0

エネルギー/資 源/環 境 0 0

気象 ・気候 0 0

科学技術/特 許 5 0

コンピュー ター/ソ フトウエ ア 3 0

建築 ・建設 0 0

数学/農 業・農学 0 0

材料 ・素材 1 0

〔人文・社会科学〕 0 0

教育/宗 教 0 0

芸術 ・文化/文 学 ・歴 史
『0 ・ 0

言語・用語 0 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館 ・情報科学 0 0

地図・地理 0 0

[その他〕 1 0

合計 77 21
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前回調査(N=97)

今 回 調査(i=89)

0% 20% 40% . 60% 80% 100%

■実施している ■計画している 口将来検討したい ロ考えていない

図表3-11イ ンタ ーネ ッ トを介 したデータベー スサー ビスの実施状況

HPな ど,デ ータベースそのものの無料化が進み,

有料データベース利用の伸びに影響が出ている

外部からの不正アクセスやウイルスによる被害など、

セキュリティ上の不安がある

データベースの著作権(知 的財産権)が

どう保護されるか心配

公的機関(政府など)が,自 ら収集したデータ・情報を

原則無料でサ「ビスするなど,民 業圧迫の恐れがある

サービスの充実を図ろうとするが,設 備投資や ,
サービス要因にかかるコスト負担が大きい

個人情報・機密情報など,漏 えいの恐れがある

参入企業が増え,これまで以上に競争が激化している

変化が速すぎてサービス立ち上げタイミングが難しい

料金の徴収方法(課 金)が 面倒である

ユーザー企業が内部でデータベースを構築して,

外部サービスの利用を減らす恐れがある

インタLネ ットが今後どう発展していくか見通せない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

認証手続きなどが確立されていない

従来の提供チャンネル(オ ンラインサービスなど)

との調整が難しい

0204060 .80100(%)

図 表3-12イ ン タ ー ネ ッ トを 介 した デ ー タベ ー ス サ ー ビス な ど の 不 安 と問 題(複 数 回 答)
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対
象

者

課
金
方

法

徴

収

・
決

済

方

式

ユーザーを特 定する

'

(会員制など)
↓

ユーサ'一を特定しない

未定:棚

従量制

定額制

固定・従量制併用

嘉 糎 か左う

広告料とそれ以外の

組み合わせ

無料

具体的な方式は未定

請求書・振込

クレジットカード

電子決済

プロバ'イダーの決済

システムを利用

具体的な方法は未定

図表3-13

5

4

・

・

2

1

、
1

9

5

M
口

上
ゴ

9

8

2

3

236

25.9

4

民
U

1

1

2

2

.279

343

380

414

44.3

0

4

0

9

5

4

7

0

84

84

複数 回答

今 回調査N=72

前 回調査N=81

複数回答

今回調査Nニ70

前回調査N=79

複数回答

今回調査N=62

前 回 調査N=68

■今回調査

ロ前回調査

020、406080

インターネッ トを介 したデータベースサー ビスの利用徴収体制

100

(%)
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1.調 査 の 概 要

1.1調 査 目的

わが国のデータベースサービスの利用の現況 を明らか にし,デ ータベースサー ビス に

対す るユーザーの問題意識を整理す るとともに,デ ータベースサー ビス業 に関す る動向

を把握する ことによ り,デ ータベースサー ビスの整備 ・促進,デ ータベースサー ビス産

業 の振興施策な どに資す る。

1.2調 査 期 間

2003年10月

1.3調 査対象

ユーザー編 については,上 場企業の構成比率 に基づ く一般企業および教育 ・研 究機 関,

調査機関,官 公庁な ど公共サー ビスを合わせた4500機 関,ベ ンダー編 について は 「デ

ー タベース台帳総覧」掲載のベ ンダー企業のうち179社 に調査票 を送付 した
。

1.4調 査方法

郵送 によるアンケー ト調査

1.5回 答 企 業 数

(1)デ ー タ ベー スサ ー ビス実態 調 査(ユ ーザー 編)・ ・ …594社(回 収 率13.2%)

(2)デ ー タ ベー スサ ー ビス実態 調 査(ベ ンダー 編)・ ・ …105社(回 収 率58.7%)

1.6調 査 内容

(1)デ ータベースサー ビス実態調査(ユ ーザー編)

今回の調査で は,会 社概要,デ ータベースの利用状況 と今後 の見通 し,利 用形態,

商用デー タベースの種類 と利用分野,公 的データの利用,料 金や利用上 の問題 点,今

後の利用方向,イ ンハ ウスデータベース と社内情報 システム,イ ンターネ ッ トとデー

タベースの利用,CD・ROM,DVDの 利用 と予定な どについて調査 した。

(2)デ ータ ベ ース サ ー ビス実 態調 査(ベ ンダ ー編)

デー タベ ース サー ビス業 につ いて は,会 社概 要,デ ー タ ベー ス の サー ビス形 態,売

上高 比 率(国 産,海 外 製),伸 び 率 予測,期 待 す る メデ ィア,不 安 ・懸 念 事 項 な ど を調

査 した 。 さ らに,プ ロデ ューサ ー に対 して は,提 供 方法,構 築上 の 問題 点,公 的デ ー
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タの活用等 について も調査 し,ま た,プ ロデューサーあるいはデ ィス トリビューター

に対 しては,画 像などのデータの種類,マ ルチメデ ィアの位置づ け,CD・ROM,DVD

化されたデータベース,イ ンターネ ッ トを使 ったデータベース提供および料金徴収方

式な どを調査 した。

なお,調 査 内容の詳細にっいては,付 属資料の調査票 を参照 されたい。
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2.商 用デ ータベ ースの利 用 と現状

要約

本章では,企 業,公 的機関な どを対象 とした 「データベースサービス実態調査(ユ ー

ザー編)」 の集計結果 を基 に,商 用デー タベースの利用状況 とユーザー の意識につ いて

概説 した。

回答企業 の65.7%が 商用データベースサー ビスを利用 し,2002年 度 に利用が増えた

とす る企業は,前 回調査よ り3.3ポ イ ン ト減少 した。2003年 度 の見通 しも前年度並 みと

する傾向 にあ り,長 引く厳 しい経営環境 の下で費用の節減を図るユーザー も多い。

利用する部門で最 も多いのは調査部門 と研究部門である。利用データベースシステム

では 「JOIS」,デ ータベース ファイルでは,「COSMOS(帝 国データバ ンク企業情報)」

が今 回 トップであった。利用データベースの分野では,ビ ジネス経済 関係が上位 にきて

お り,一 方,政 府関係の公的データの利用も多い。

データベースに対する感想では,更 新頻度と正確さといった質の高 さが要求 され,操

作性,機 能の面か らはコマ ン ド,シ ソー ラスの統一,複 数 ファイルの横断検索などが求

め られている。

2.1調 査 方 法 と概 要

集 計 ・分 析 す る にあた って は,従 業員 数 によ る企業 規模 別 分 類基 準 を図表2-1の と

お り,業 種 グルー プ別 分類 基 準 を図 表2--2の とお り定め て い る。

従 業 員 数 によ る企 業規模 別 の構 成 比 は,大 企 業 が40.6%,中 小企 業 が22.1%,公 共 サ

ー ビス が37 .4%と な って い る 。 公共 サ ー ビス 以外 で業 種 別 に見 る と 「そ の他 製 造 業」

(9.6%),「 情 報処 理 ・情報 提 供業 」(7.6%),「 そ の他サ ー ビス業 」(7.6%),「 機械 器 具

製 造業 」(6.9%)と 続 いて い る。第2次 産 業 の合計 では31.1%,第3次 産 業 の合計 で は

28.6%と な って いる。また地 域別 は首 都 圏(東 京 都,千 葉県,埼 玉県,神 奈 川県)が38.6%,

そ の他 地 域 が61.4%で あ る(図 表2-3)。
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図表2-1従 業員数による企業規模別分類基準

業種 中小企業 大企業 公共サービス

建設業,石 油・化学工業,鉄 鋼 ・非 鉄・金属製 品製 造業,

機 械器 具製造業,そ の他製造業,そ の他
300人 以 下 300人 より多い

商業 100人 以 下 100人 より多い

金融 ・保険業,情 報処理 ・情 報提 供業,新 聞・出版業,

放 送 ・通信業,不 動産業,運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガス,

そ の他サービス業

50人 以 下 50人 より多い

公共サービス

図表2-2業 種グループ別分類基準

業種グループ 含まれる業種(日 本標準産業分類の業種分類)

1 建設業 建設業
第
2

次

2

3

石油・化学工業

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属・金属製品製造業

産 4 機械器具製造業 電気機器・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

業 5 その他製造業 食 品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス・土石製品,印 刷 業,

その他製造業

6 商業 卸売業,小 売業

7 金融・保険業 金融業,証 券業,保 険業

第 8 情報処理・情報提供業 情報処理サービス・ソフトウエア,情 報提供業

3 9 新聞・出版業 新聞業,出 版業
次 10 放送・通信業 放送業,通 信業
産
業

-

り
ム

ー

-

不動産業

運輸 ・倉庫,電 力・ガス

不動産業

運輸 ・倉庫,電 力 ・ガス

13 その他サービス業 飲食 業,宿 泊業,対 事 業所 サー ビス,シ ンクタンク,広 告,

その他サービス業

14 公 共 サービス
学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査・研究機関,
組合・諸団体,政 府・地方公共団体

15 その他 農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他
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図表2-3回 答企業の概要

回答件数
データベースを

現在使っている

データベースを

以前使っていた

データベースを

使っていない

件数 構成比

(%)
件数

構成比

(%)
件数

構成比

(%)
件数

構成比

(%)

企
業
規
模
別

1.中 小 企業 131 22.1 67 51.1 5 3.8 59 45.0

2.大 企 業 241 40.6 180 74.7 9 3.7 52 21.6

3.公 共 サービス 222 37.4 143 64.4 7 3.2 72 32.4

業

種

別

1.建 設 業 37 6.2 27 73.0 1 2.7 9 24.3

2.石 油 ・化学工業 29
'
4.9 27 93.1 0 0.0 2 6.9

3.鉄 鋼 ・非鉄 ・金属製 品製造業 21 3.5 11 52.4 1 4.8 9 42.9

4.機 械器具製造業 41 6.9 23 56.1 1 2.4 17 41.5

5.そ の他製造業 57 9.6 38 66.7 1 1.8 18 31.6

6.商 業 14 2.4 7 50.0 1 7.1 6 42.9

7.金 融 ・保険業 21 3.5 15 71.4 2 9.5 4 19.0

8.情 報 処理 ・情報提供 業 45 7.6 32 71.1 2 4.4 11 24.4

9.新 聞 ・出版 業 12 2.0 9 75.0 1 8.3 2 16.7

10.放 送 ・通信 業 11 1.9 5 45.5 0 0.0 6 54.5

11.不 動 産業 7 L2 3 42.9 0 0.0 4 57.1

12.運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス 15 2.5 9 60.0 0 0.0 6 40.0

13.そ の他サービス業 45 7.6 32 71.1 4 8.9 9 20.0

1

{14・ 公 共 サ ー ビス 222 37.4 143 64.4 7 3.2 72 32.4

15.そ の 他 17 2.9 9 52.9 0 0.0 8 47.1

農
別12.

1.首 都 圏 229 38.6 157 68.6 13 5.7 59 25.8

その他 365 6L4 233 63.8 8 2.2 124 34.0
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2.2利 用実績 と予 定

(1)2002年 度の商用データベースの利用状況

商用データベー スを利用 している企業は全回答企 業のうち65.7%で あり,以 前使っ

ていた企業は3.5%,利 用経験のない企業は30.8%で ある(図 表2-3)。 前回調査 に

比べ,デ ータベースを利用 している企業の割 合は2.2ポ イ ン ト増加 している。対象企業

のおよそ3分 の2が データベースユーザーであ り,増 加傾 向に転 じている。また,利

用していない企業の割合 も前回に比べ減少 し,デ ータベースが企業活動のツールとし

て支持を広げていることは間違いない。

ユーザーの利用金額ベースでのデータベース利用実績につ いて,利 用企業390社 の

うち,382社 か ら回答が あった。これか ら,2002年 度 のデータベースの利用実績をそ

の前年(2001年 度)と 比較す ると,全 体で66.2%の ユーザーが 「前年度並み」(前 回

60.6%)と してお り,「増えた」が23.8%(同27.1%)と これに続 いている。また,利

用が 「減った」とす るユーザーは9.9%(同12.2%)と なって いる。利用実績の構成比

率は前回調査と同様に 「増 えた」 「減 った」が ともに減少 し 「変わ らず」だけが増加す

る現象が続 いてお り,デ ータベースの利用が企業にとって常態 にな りつつあることを

示 している。

企業規模別 に見 ると,中 小企業の 「増えた」との回答が前回調査 の28.3%か ら今回

は24.6%と 減少 しているものの,「 減った」 との回答 も前回調査の11.3%か ら今回は

9.2%と 減少 し,デ ータベースの利用抑制に歯止めがかかった ことが うかがえる。

産業別では,第2次 産業,第3次 産業とも目立 った差はな く,全 体の傾向 と同様に

「前年度並み」の割合が3分 の2を 占め,利 用の変動 は少ないものとみ られる。

公共サー ビスで は,「 増えた」 との回答が前回調査の35.4%か ら今回は28.3%へ と

減少 した ものの,他 産業 に比べて7ポ イ ン ト近 く高い。「前年並み」が前回の55.8%

か ら今回は63.0%と 増加 して いる ことか らも,公 共サー ビスの利用需要は,依 然とし

て他産業 に比べて拡大傾向が強 くなっている ことがわかる(図 表2-4)。

2002年 度は,前 年度(2001年)に 比べて

■増えた ロ前年度並み ロ減った

全 体(382)

中ノ」・企業(65)

大 企業(179)

公 共 サー ビス(138)

2次 産業(124)

3靴欠産 業(111)

()内 数値は回答社数

0%20%409660%80%

図表2-42002年 度商用データベース利用の状況{対 前年度比1

100%
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データベース利用の変化 に対する理 由について,ま ず前出の 「増 えた」 とするユー

ザー91社 にたずねた ところ,88社 か ら回答があった(図 表2-5)。 理 由として最 も

多かったのは,「 利用できる商用データベースサー ビスの契約 を増や した」(44.3%)で

前回並み となって いる。一方で,「 パソコン,端 末機が増 えて検索が容易 になった」

(38.6%)は 前回(43.9%)よ りも減少,「新 しい業務が始 まり,検 索量が拡大 した」(22.7%)

は前回(31.6%)よ り減少 して いる。特に,「新 しい業務が始ま り検 索量が拡大 した」

は前回より8.9ポ イ ン トも減少 している。新規業務の展開が見 られた企業が前年度 よ

りも減少 した ことが,デ ータベースの利用が抑制された大 きな要 因になっていると考

え られる。

一方
,デ ー タベース利用が減少 した理由にっいて前出の 「減った」 とするユーザー

38社 にたずね たところ,38社 か ら回答があった(図 表2-6)。 そ の結果を見ると,

「無料 のホームペー ジ(HP)を 多 く利用するよ うにな った」(44.7%)が 前 回調査 よ り

14.4ポ イ ン トダウ ンした ものの,前 回同様,減 少理由の トップとなっている。また,

「利用 している商用データベースサー ビス契約数を整理 した」(23.7%)も 前回調査よ り

8.1ポ イ ン ト減少 して いる。一方で,「 その他」(31.6%)は 前回調査よ り18.0ポ イ ン

トも増加 してお り,減 少理由が多様化 していることが うかが える。従 って,デ ータベ

ースの利用度 につ いては金額ベースでの変化 と検索内容 ,体 制な ど質的側面も見て い

く必要があろ う。また,「無料のHPを 多く利用」の回答率の高 さは,従 来の有料デー

タベースの代替 と して十分機能 していると思われ,デ ー タベースそのものに対す るア

クセス頻度は依然高 いと考え られる。ちなみに利用の多 い具体的な無料HP名 では,

特許電子 図書館 など特許関係が大半を占めている。

利用できる商用DB

サービスの契約を増やした

パソコン,端 末機が増えて

検索が容易になった

新しい業務が始まり、

検索量が拡大した

その他

　　 る　　

図表2-52002年 度商用デ ータベース利 用増力P`th理由

無料のHPを

多く利用するようになった

利用 している商用DB

サービス契約数を整理した

業務が縮小され

利用が減少した

その他

020406080(%)

図表2-62002年 度商用データベース利用減少 の理 由
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(2)2003年 度 の商用 デ ー タ ベー ス の利 用見 通 し

2003年 度 の利 用 の見 込 み を前 年 度 との比較で 見 る と,73.5%の ユ ー ザ ーは 「前年度

並 み」として お り,前 述 の2001～2002年 度 の割 合 よ りや や 高 くな って いる。「増 え る」

と回答 したユ ーザ ー は20.1%で,前 回 調査(20.4%)と 同 程度 で あ り,「 減 る」の6.4%

を大 き く上 回 って い る。ユ ーザ ー 全 体 の傾 向 と しては,「 前年 度 並 み」が依 然 と して多

い こと も考 え合わ せ る と,景 気 の動 向 に もよるが,2003年 度 の 利用 見 通 しは2001～

2002年 度 よ りもや や 増加 す る もの と見 込 まれ る。

ユー ザー の規模 別 で見 る と,中 小企 業 で は,「 減 る」 と回答 した企 業が3 .3%で 前 回

調 査(7.4%)よ り4.1ポ イ ン ト減 少 して い る。一方で,「 増 え る」 と回 答 した企 業 は,

前 回調査(16.7%)か ら7.9ポ イ ン トも増 えて24.6%と な り,2001～2002年 度 の利

用 実績 と比 較 して 利 用 を拡大 しよ う とす る意 識が見 られ る 。一方,大 企 業で は,「 前年

度 並 み」 と回答 した 企業 が76.1%で 前 回調 査(70.9%)よ り5.2ポ イ ン ト増加 してお

り,今 後 の利用傾 向 は大 き く変 わ らな い もの と思 われ る。

また,公 共サ ー ビス は,利 用増 大 の比 率 が前回調 査 の25.2%に 比べ22.8%と2.4ポ

イ ン トの微 減で は あ るが,2001～2002年 度 の利 用実績 と は対 照 的 に経 費の抑 制傾 向

が 見 られ る(図 表2-7)。

2003年 度 は,前 年度(2002年)に 比べて

■ 増える ロ前 年度並み ロ減る

全体(373)

中小 企業(61)

大 企 業(]76)

公 共 サービス(136)

2次 産業(121)

3次 産 業(108)

()内 数f直は回答ネ土数

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表2-72003年 度 商用 データベース利用の見通 し{対 前年 度比}
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図表2-8は2003年 度のデータベース利用の増える理 由の分布を,図 表2-9は

減る理由の分布 を示 している。 「増える」 と回答 した75社 中,理 由について74社 が

回答 している(複 数回答)。 増える理由の トップは,「 利用できる商用データベースサ

ー ビスの契約数 を増 やす」(39 .2%)で,前 回調査 より減少 しているものの,依 然 として

約4割 の回答があ り,積 極的にデータベースを利用 してい こうとする企業が多い こと

が分かる。次いで,「 パ ソコン,端 末機を増や し,検 索が増加す る」(32.4%)と なって

いる。 「新規業務 を開始するので,利 用は拡大する」(28 .4%)は 前回調査よりも5.1ポ

イ ン ト増加 してお り,デ ータベースの利用が増えると回答 した企業では,新 規業務 を

拡大 しようとする企業が多いことが うかがえる。

これに対 し,減 る理 由を回答 したユーザーは24社 で,そ の66 .7%に あたる16社 は

「無料のHPを 多 く利用す る」 と答えてお り,前 回調査 を2.1ポ イ ン ト下回って いる

ものの,「 無料のHP」 の利用 の比重が高い ことには変わ りない。経費節減とともに

HPを 利用す る,い わ ゆるイ ンターネット関係 のデー タベース利用の状況は引き続き

減少の主要な要因とな っていくであろう。注 目すべ きは,「業務を縮小する予定なので,

利用が減る」が前回調査の6.3%か ら今回20.8%に 急増 して いる ことであろう。今後 の

経済動向が,デ ー タベース利用の状況に大きく影響する ものと推測できる。

利用できる商用DBサ ービスの

契約を増やす

パソコン、端末機を増やし、

検索が増加する

新規業務を開始するので、

利用は拡大する

その他

0204060(
%)

図表2-82003年 度 商用データベース利用 の増加見 通 しの理 由

無料のHPを 多く利用する

利用している商用DB

サービス契約数を整理する

業務を縮小する予定なので、

利用が減る

その他

66.7

68.8

麗̀
暴 ㍍
暴 ■㎜

懸 黒熱 、
020406080(

%)

図表2-92003年 度商用デ ータベース利用の減 少見通 しの理 由
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(3)部 門別 利用状 況

どのよ うな部 門で 商用 デ ー タ ベー スが 利用 され て い るか を見 るため に,業 種 別,産

業 別 に集計 を行 った 。

金 額ベー スで見 た 部 門別 の デ ー タベー ス の利 用 につ いて,上 位3部 門 まで の選 択 方

式 で得た 回答比 率 の結果 は図 表2-10の 通 りで あ る。全 業 種 の合 計で 利 用率 の 多 い

部 門 は,「 調査 部 門」と 「研 究 部 門」が 同率一位 で20.1%,以 下 「企 画 部 門」(12.5%),

「営業部 門」(12.4%),「 特 許 部 門」(9.7%)と 続 く。この5位 以 内 の順位 と割 合 で は,

前回調 査 の結 果 と比 べて 「研 究 」 部 門が3.7ポ イ ン ト伸 ば して 「調 査 」部 門 と並 ん だ

ほか は,前 回 と同様 の傾 向 を示 して お り,利 用す る部 門 に大 きな変 化 は見 られ な い。

商 用デー タベ ー スの利 用 状 況 を産 業別 に見 る と,第2次 産 業 では 「研 究」 「特 許」

がそ れぞ れ全体 の ほ ぼ2割 を 占め,次 いで 「営 業」 「調 査」 「企 画 」が 主 要 な利 用部 門

とな ってい る(図 表2-11)。

さ らに個 々の業 種 につ いて見 る と,第2次 産 業で は石 油 ・化 学 工業 の 「研 究部 門」

(30.4%),建 設 業 の 「営 業 部 門」(27.3%)が 他 の 業種 に比 べ て割 合 が 大 き いの が特

徴 で あ る。第3次 産 業 で は,「 営 業 」(21.9%)と 「調査 」(21.5%)部 門 で の利用 率 が

高 く,「 企画 」(18.1%)「 経 理 ・財務 」(8.1%)部 門が続 いて い る。業 種別 に見 る と,

金融 ・保険 業 の 「営業 部 門 」(33.3%),放 送 ・通 信業 の 「営 業部 門」(33.3%),商 業

の 「営 業部 門」(27.3%)な どが,他 の業種 に比べ て割 合が 大 き いのが 特 徴 とな って い

る。

図表2-10業 種別利用部門

回答
件数
企画

部門
(%)

調査
部門
(%)

研究

部門
(%)

特許
部門

(%)

システム 生産

開発部門
(%)
部門

(%)

環境
部門
(%)

営業

部門
(%)

総務

部門
(%)

法務
部門

(%)

経理 ・

財 務部門

(%)

そ の他

の部 門

(%)

建 設 業 26 12.1 9.1 10.6 9.1 3.0 3.0 0.0 27.3 7.6 1.5 15.2 1.5

石 油 ・ 化 学 工 業 25 8.7 18.8 30.4 23.2 0.0 1.4 1.4 10.1 1.4 0.0 2.9 1.4

鉄鋼 ・非鉄・金属製品製造業 11 17.9 7.1 25.0 17.9 3.6 3.6 3.6 10.7 7.1 0.0 0.0 3.6

機 械 器 具 製 造 業 22 11.3 15.1 24.5 20.8 3.8 1.9 1.9 13.2 3.8 0.0 3.8 0.0

そ の 他 製 造 業 38 8.5 11.7 19.1 22.3 1.1 2.1 1.1 18.1 3.2 1.1 9.6 2.1

商 業 6 9.1 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 27.3 9.1 9.1 9.1 18.2

金 融 ・ 保 険 業 14 16.7 23.3 0.0 0.0 3.3 0.0 0.0 33.3 3.3 0.0 10.0 10.0

情 報 処 理 ・情 報 提 供 業 31 18.8 24.6 4.3 5.8 7.2 1.4 0.0 23.2 7.2 1.4 5.8 0.0

新 聞 ・ 出 版 業 9 19.0 23.8 14.3 0.0 4.8 4.8 0.0 9.5 0.0 0.0 0.0 23.8

放 送 ・ 通 信 業 5 16.7 16.7 0.0 0.0 8.3 0.0 0.0 33.3 8.3 0.0 8.3 8.3

不 動 産 業 3 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 33.3 16.7

運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス 9 26.1 8.7 8.7 0.0 0.0 4.3 0.0 21.7 4.3 8.7 13.0 4.3

そ の 他 サ ー ビ ス 業 32 17.0 22.7 11.4 3.4 4.5 1.1 1.1 18.2 5.7 2.3 8.0 4.5

公 共 サ ー ビ ス 137 10.5 26.1 29.7 6.5 2.3 0.7 2.0 0.3 4.6 LO
■

3.9 12.4

そ の 他 9 0.0 21.1 26.3 5.3 0.0 10.5 5.3 5.3 15.8 0.0

■

10.5 0.0

合 計 ・平 均 377 12.5 20.1 20.1 9.7 2.8 1.7 1.3 12.4 4.9 1.2
`

6.5 6.7

前 年 度 合 計 373 13.8 22.7 16.4 10.9 2.9 1.9 0.7 13.0 4.8 1.9

■

4.7 6.5
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図表2-11第2次 産業,第3次 産業の商用データベース利用部門構成比
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2.3利 用の多 い商 用データベースの種 類 と内容

(1)利 用 の 多 いシス テ ム とデ ータ ベ ース

利 用金 額 の多 いサ ー ビス シス テム とよ く利 用 す るデー タベー ス につ いて 上位5位 ま

で を選択 して も らっ た。そ の ランキ ング は図表2-12,図 表2-13の とお りで あ

る。

サ ー ビス システ ム で最 も利 用 され て い る の は,「JOIS」 で,次 いで 「日経 テ レコン」

「COSMOSNET」 「PATOLIS」 「G・Search」 とな ってお り,前 回調 査 で は12位 で あ

った 「NACSIS・IR」 が 今 回は10位 に 上が った 。図 表2-12以 外 には,「BIGLOBE」

「JOIN」 「DataStar」 な どが 挙 げ られ て い る。

図表2-12利 用の多 いサ ー ビス システム(N=353:複 数 回答)

順位 サービスシステム名
回答
件数

回答率
(%)

1 JOIS 131 37.1

2 日経 テレコン 128 36.3

3 COSMOSNET 89 25.2

4 PATOLIS 75 21.2

5 G-Search 58 16.4

6 DIALOG 57 16.1

7 @nifty 50 14.2

8 STNInternational 46 13.0

9 TSR-VAN 35 9.9

10 NACSIS-IR 27 7.6

11
NICHIGAI/WEB

(NICHIGAI-ASSIST)
25 7.1

12 ELNET 16 4.5

12 JACICNET 16 4.5

14 NEEDS 15 4.2

15 QUICK 12 3.4
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企 業規 模別 に見 て み る と,大 企業 にお いて は 「日経 テ レコ ン」(42.9%)が 前 回 に 引

き続 き トップで,2位 も前 回 と 同 じく 「COSMOSNET」(38.8%)が 入 り,以 下 「JOIS」

(35.3%),「PATOLIS」(27.1%),「G・Search」 「DIALOG」(22.4%)が 続 く。 中小

企 業 で は,1位 が 「COSMOSNET」(31.7%)で あ り,次 いで 「JOIS」(28.3%),「 日

経 テ レコ ン」(26.7%),「PATOLIS」(23.3%),「@nifty」 「TSR-VAN」(13.3%)の

順 とな って いる。 また,公 共 サ ー ビス で は,上 か ら 「JOIS」(43.9%),「 日経 テ レコ

ン」(31.7%)が 他 を大 き く離 して お り,全 体 の利用川頁位 で10位 の 「NACSIS-IR」 が

3位(19.5%),全 体 で11位 の 「NICHIGAI/WEB(NICHIGAI・ASSIST)」 が4位

(16.3%)に ラ ンク されて いる のが特 徴 的で あ る。

業種 別 で は,「 日経テ レコ ン」はほ ぼ全業 種 にわた って満 遍 な く利 用 され て い るが,

「JOIS」 「PATOLIS」 「DIALOG」 は第2次 産 業 にお け る利 用 率 が第3次 産 業 よ り圧

倒 的 に高 く,経 済 関連 のデ ー タベー ス を持 つrCOSMOSNETＬrQuICK」 は逆 に第3

次産 業 の方 が高 い。 なお,「 そ の他 」で の記 述が あ った デ ー タベ ー ス シス テ ム名 で は,

「MAGAZINEPLUS」 「WebofScience」 「CORINS(コ リンズ:工 事 実 績 情報 サ ー

ビス)」 「医学 中央 雑 誌」 な どが 複数 件挙 げ られ ている。

利用 回数 の多 いデ ー タベー ス(フ ァイル)に ついて見 る と,1位 は 前回調 査 と同 じ

く 「COSMOS」 で,以 下 「TSR」 「日経 新 聞記事デ ー タベー ス 」 「PATOLIS特 許 ・実

用新 案 フ ァイル」 の川頁で挙 げ られ て い る。 前回調査 の順 位 と比べ る と,「TSR」(前 回

4位 → 今 回2位),「PATOLIS特 許 ・実用 新案 ファイル 」(前 回5位 → 今 回4位),

「JSTPIus」(前 回2位 → 今 回5位) ,「WPI」(前 回10位 → 今 回9位)と 順位 は入れ 替

わ って いるが,「COSMOS」 は前 回 に 引 き続 き1位 で あ り,回 答 率 も2位 以 下 と大 き

な差 が あ る。

今 回15位 まで に入 った デ ー タベ ー スの分 野 を見て み る と,企 業 ・財 務情 報 や新 聞

記 事 な ど経 済 関係 のデ ー タベ ー スが 多 く,ま た特許,商 標 に 関す る ものや,こ れ に近

い 化 学,医 薬 関 係 の デ ー タ ベ ー ス も多 く挙 げ られて い る。 図表2-13以 外 に は,

「INPADoc(特 許 ・実用 新 案 の書 誌情 報 ,対 応特許 情報)」rQUICK・ISＬrEMBASE

(薬 学 ・生物 医 学文献)」 「読 売新 聞記事 デ ー タベ ース」 「日経 財 務 デ ー タ」な どが挙 げ

られ て い る。
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図表2-13利 用回数の 多いデータベ ース(N=320:複 数 回答)

順位 データベ ース名
回答
件数

回答率
(%)

1
COSMOS

(帝国データバンク企業情報)
138 43.1

2
TSR

(東京商工リサーチ企業情報)
92 28.8

3 日経新 聞記事データベース 84 26.3

4
PATOLIS特 許 ・

実用 新案ファイル
80 25.0

5 JSTPlus 77 24.1

6
CA/CAplus/
CA-SEARCH

47 14.7

7 朝 日新聞記事データベ ース 36 11.3

8 MEDLINE 24 7.5

9 WPI 23 7.2

10
日経BP社 雑誌記事
データベース

21 6.6

11 PATOLIS商 標 ファイル 20 6.3

11 日経WHO'SWHO 20 6.3

13 JMEDPIus 19 5.9

14 REGISTRY 18 5.6

15 BIOSIS 15 4.7
一 一,'一

15 WHO 15 4.7

企業 規模 別 に見 て も,デ ー タベー ス利 用順 位 の 上位5つ の フ ァイ ル は中 小企 業,大

企 業 とも に全 体 の フ ァイル 名 と同 じで あ る。 一方,教 育,研 究 な ど公 的機 関が 多 い公

共 サ ー ビス で は,「JSTPIus」 が1位 で,次 いで 「日経 新 聞記事 デ ー タベー ス」 「朝 日

新 聞 記 事 デ ー タベ ー ス」 「PATOLIS特 許 ・実 用 新 案 フ ァイ ル 」 「CA/CAPIus/

CA-SEARCH」 の 順 とな って いる。
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(2)よ く利用するデータベースの分野

次 に,ユ ーザーがよく利用するデータベースの対象分野につ いて見てみる(図 表2

-14) 。

国産データベース について は,「 企業財務/企 業情報」53.4%,「 新聞/雑 誌/ニ ュ

ース」39 .2%,「 特許」31.3%と 続き,第4位 の 「人物/機 関情報」以下との差が大 き

く開いて いる。上位4種 の構成 は,前 回調査4位 の 「特許」と前回調査3位 の 「人物

/機 関情報」が順位 を替 えただけである。5位 以下での順位では,「電気/電 子/情 報」

が前 回11位 か ら今回7位 と順位を上げている。

企業財務/企 業情報

新聞/雑 誌/ニ ュース

特許

人物/機 関情報

化学

全般(百 科事典/書 誌情報/書 籍案内)

電気/電 子/情 報

医学/薬 学/生 命学/生 物

行政/法 律/政 治

エネルギー/資 源

市場/商 品

金融/証 券/為 替

マクロ経済(国 民所得統計/通 関統計等)

自然科学・技術 その他

生活関連情報

社会科学・人文科学

一般 その他

ビジネス その他

その他

0204060

図表2-14よ く利用するデータベースの分野(複 数回答)

80(%)
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一方
,海 外製データベースについては,「特許」48.1%,「 化学」44.2%,「 医学/薬

学/生 命学/生 物 」35.1%,「 電気/電 子/Jl青報」22.1%,「 新聞/雑 誌/ニ ュース」

20.8%と 続き,前 回4位 の 「企業財務/企 業情報」が今回6位 に順位 を下 げ,「特許」

が前回2位 か ら1位 に上がって いる。

・ 図表2-14に 示すよ うに,利 用率が高い項 目ほ ど国産 ,海 外製の利用率 の格差が

顕著になっている傾向が見てとれる。「企業財務/企 業情報」「新聞/雑 誌/ニ ュース」

「人物/機 関情報」な どは利用者ニーズか らして国産が重用 され,「 特許」や 「化学」

「医学/薬 学/生 命学/生 物」「電気/電 子/情 報」などの 自然科学系のデータベース

では,海 外製 もよく利用されている。企業あるいは公的な研究機 関にとっては,海 外

か らのこの種の研究情報の入手は必要不可欠であ り,ま た海外製のデータベースの内

容が充実 していることもあ り,例 年 この傾向は顕著である。
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(3)利 用 して いるデ ー タの タ イ プ

ユ ーザ ーが 現在 利 用 して い るデー タの タイ プ,今 後 利 用 を増 や した いデ ー タ のタ イ

プ につ いて,オ ンライ ン/オ フ ライ ン別 に集 計 した(図 表2-15)。

現 在利 用 して い るデ ー タ の タイ プは オ ンライ ン,オ フ ライ ンと も 「テ キ ス ト」 「数

値デ ー タ」 「画 像(動 画 含 む)」 「マル チ メデ ィ ア」の 順 とな って お り,こ の傾 向 は この

数年 間変 わ って い な い。 オ ンライ ンでの 「テキ ス ト」 利 用 は96.0%と お おむね 全 社 が

利用 して い る と いって よ い。前 回調査 に比べ,「数 値デ ー タ」(前回50.6%→ 今 回47.4%)

はや や利 用 率 を落 と し,一 方,「 マル チ メデ ィア」(前 回8.6%→ 今 回10.1%)は 若 干 利

用 が伸 びて い る。これ に対 して オ フ ライ ンで は,「テ キス ト」(前回83.0%→ 今 回80.6%),

「マルチ メデ ィア」(前 回15.0%→ 今 回12.5%)が や や 利用 率 を落 と し,一 方,「 数 値 デ

ー タ」(前 回39 .5%→ 今 回41.0%)の 利用 が若干 伸び て い る。

オ ン ライ ン利 用 と,オ フ ライ ン利 用 との差 につ いてみ る と,「 テキ ス ト」 の15.4ポ

イ ン ト差 と 「数 値 デ ー タ」 の6.4ポ イ ン ト差が 目立 つ以 外 あ ま り開 いてお らず,前 回

調査 と同様 の傾 向 で あ る。

オ ン ライ ンにつ い て 今後 利用 した い,あ るいは利 用 を増 や した い とす る回答 を見 る

と,前 回調 査 で は 「テ キ ス ト」 「数値 デー タ」 「画 像デ ー タ」 「マル チ メデ ィ ア」 の順 で

あった が,今 回調 査 で は 「マ ル チ メデ ィア」が 「画像 デ ー タ」 を上 回 って い る。 「マ ル

チ メデ ィ ア」 につ い て は オ ン ライ ン,オ フ ライ ンと も利用 した い との率 が 上昇 して お

り,利 用へ の期 待 感 は 「画 像」 と同様 に高 いと思わ れ る。

図表2-15現 在利用 している/今 後利用 したいデータのタイプ(複 数回答)

現在利用している 今後利用したい・利用を増やしたい

オンライン

(N=348)

オ フライン

(CD-ROMな ど)

(N=144)

オ ンライン

(N=226)

オフライン

(CD-ROMな ど)

(N=72)

回答件数 割合(%〉 回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%) 回答件数 割 合(%)

文 字 データ

(テキスト)
334 96.0 116 80.6 154 68.1 49 68.1

数値データ 165 47.4 59 41.0 105 46.5 33 45.8

画像(動 画含む) 73 21.0 37 25.7
■

84 37.2 29 40.3

マルチメディア 35 10.1 18 12.5 87 38.5 21 29.2

その他 6 1.7 5 3.5
.

7 3.1 3 4.2
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(4)利 用 を望 んで い るデ ー タの タ イ プ別 具体 例

今後 利 用 した い デ ー タ の タ イ プ 別 にそ の 具体 例 を記述 して も らった(図 表2--1

6)。 全 体 で224件 の 回答 が あ り,そ の うちテ キス トデ ー タが95件,数 値 デー タが

91件 を 占めて お り,こ れ らのデ ー タ のニ ーズ が高 い。

個 別 に見 る と,テ キ ス トデ ー タ と して は,「 官 報,発 表 資 料,案 内」 が 最 も多 く,

以下 「政府 の統計,報 告 書,判 例,法 令」 「新 聞,雑 誌,書 籍,事 典 類 」 「企 業情 報,発

表資 料,製 品案 内」「経済,市 場,市 況 」な どが挙 げ られ て い る。数 値 デ ー タ として は,

「政府 の統計,報 告書,判 例,法 令」が最 も多 く,次 いで 「企 業 の 統 計,報 告書,論 文 」

「経済,市 場,市 況 」 の順 で 挙 げ られ て い る。 数値 デー タ で は,公 的 デー タ(46件)

が 企業 業界 団体等(民 間)の デー タ(41件)の ニー ズ を上 回 り,こ れ まで の傾 向 と逆

転 す る結果 とな った 。特 に,「 政府 の統 計,報 告 書,判 例,法 令」 は数 値 デー タ の回答

件 数91件 中41件 を 占めて お り,ニ ー ズが 高 い ことが分 か る。

一方
,画 像 デー タ にお いて は,「TV,映 画,絵 画,コ ン ピ ュー ター,娯 楽,広 告」

が7件 で最 も多 い。マ ル チ メデ ィアデ ー タ と して は全体 で は17件 の コ ンテ ンツの具

体 的記述 が あ り,「TV,映 画,絵 画,コ ン ピュータ ー,娯 楽,広 告」が4件 挙が って い

るのが最 多 で,個 人 向け の コ ンテ ンツの 色彩が 強 い と考 え られ る。

図表2-16 デ ータのタイ プ別,利 用 を望 んでいるデータ ベースの コンテ ンツ

(複数回答,N=109,数 値は回答件数)

文字データ

(テキスト)
数値

画像
(動画を含む)

マルチ

メディア
合計

政

甲府

鍵

統計,報 告書,判 例,法 令 16 41 0 3 60

官 報,発 表資料,案 内 18 4 1 0 23

技 術 ・研究デ ータ 1 1 1 0 3

その他 3 0 0 0 3

小 計 38 46 2 3 89

企
業
、

業
界
団
体
等

統計,報 告書,論 文 7 19 0 2 28

企業情報,発 表資料,製 品案内 13 7 1 3 24

経済,市 場 市況 9 10 0 1 20

技 術 ・研 究データ 3 3 1 0 7

物 質 ・物性データ 1 2 0 0 3

小 計 33 41 2 6 82

特 許,商 標,規 格 3 2 1 0 6

新 聞,雑 誌,書 籍,事 典類 14 1 3 2 20

地 図,地 理 1 1 5 2 9

TV,映 画,絵 画,コ ン ピュー ター,娯 楽,広 告 2 0 7 4 13

人物情報 3 0 0 0 3

医学・医療情報 1 0 1 0 2

合 計 95 91 21 17 224
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(5)公 的 デ ー タの 利用 につ いて

公的 デ ー タ(行 政機 関 な どの公 的機 関が作 成,公 表 して いる デー タ)を 扱 うデ ー タ

ベ ー ス の利 用 につ い て調 査 した(図 表2-17)。 公 的デ ー タ を扱 うデー タベ ー ス を

「利 用 して い る」 企業 は282社 で,商 用 デー タベ ース を使 用 して いる企 業(390社)

の72.3%に 上 ってお り,前 回調査(73.6%)に 比べ1.3ポ イ ン ト減少 した もの の,依

然 と して 高 水 準 で利 用 されて い る。 デー タ の種類 は 「文 字 デ ー タ(テ キス ト)」 と 「数

値 デ ー タ」 とに大 別 して み る と,「 利 用 して いる」,あ る いは 「今 後利 用 した い」 と も

に 「テキ ス ト」 の回 答が 高 い。

現 在利 用 して い る公 的デ ー タの うち,「 テキ ス ト」 の 中で は,「 特 許 情報 」 が58.5%

で最 も多 い。特 に第2次 産 業 の利用率 が80.2%と 高 く,全 体 の利 用 率 を押 し上 げ る結

果 とな っ て いる が,第3次 産 業 にお いて も,「 特 許情 報」 の 利 用 は36.8%と 文字 デ ー

タの 中で は 「政 府 白書,委 員 会,審 議 会 資料」 の47.4%,「 官 報」 の40.8%に 次 いで

高 い利 用 を示 して い る。

「数 値 デ ー タ」 の 中 で は,「 企 業 関連」 デ ー タの利 用 率が43.6%と 最 も高 く,中 で

も第3次 産 業 の利 用 率(56.6%)が 高 くな って いる。 また,「 企 業 関連」 デ ー タの 第2

次産 業 の 利 用率 は49.0%で,前 回調査(43.8%)と 同様 に高水 準 を維 持 し,第2次 産

業 にお いて も経済 面 デ ー タのニ ー ズ は定 着 して きて いる とみ られ る。 な お,2000年

10月 に実 施 した 調査 か らテ キ ス トの グル ー プ に加 えた 「地 方 公共 団体 資 料」は前 回調

査 の28.2%よ りさ らに4.1ポ イ ン ト伸 び,こ のデ ータ の今 後 の利 用 動 向が注 目され る。

次 に,現 在 公 的デ ー タ を利用 して いな いが,今 後 は利 用 した い とす る回答 を見 る と,

「テ キス ト」 で は 「都市 計画 デー タ(地 図情 報含 む)」(41.5%)が トップで,「 数 値 デ

ー タ」 で は
,「 産業 一 般」 が42.6%で トップで あ った 。特 に,「 都 市 計画 デー タ」 につ

いて は,現 在 の利 用 率が13.8%で あ るの に対 し,利 用 した い とす る回答 割 合 は41.5%

もあ り,今 後 は これ らのデー タ の利用 が拡 大 して い く ことが見 込 まれ る。

また,現 在 利 用 して い る 「テ キス ト」 で トップの 「特 許 情報 」 が 今後 の利 用意 向 で

は24.4%と 「政 府 白書,委 員会,審 議 会 資料」 に次 い で低 くな って い るの は,現 在 で

の利 用 が飽 和 状 態 を示 して い るため とみ られ る。
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図表2-17公 的データ ベース を扱 うデータベ ースの利用(複 数 回答)

利用している(N=282) 今 後利 用したい(N=176)

回答件数 割合(%) 回答件数 割合(%)

文
字
デ
ー

タ
(

テ

キ

ス

ト
)

政府白書、委員会、審議会資料 145 51.4 40 22.7

政府記者発表資料 90 31.9 44 25.0

官報 124 44.0 68 38.6

判例集など 86 30.5 59 33.5

都市計画データ(地図情報含む) 39 13.8 73 41.5

特許情報 165 58.5 43 24.4

地方公共団体資料 91 32.3 64 36.4

その他 14 5.0 2 1.1

合 計 268 95.0 154 87.5

数
値
デ
ー

タ

人 口・雇用 ・労働 108 38.3 47 26.7

国 民 経済・景気 ・金融 89 31.6 62 35.2

国際収支・貿易 64 22.7 49 27.8

産業一般 96 34.0 75 42.6

企業関連 123 43.6 67 38.1

その他 5 1.8 3 1.7

合 計 182 64.5 125 71.0
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2.4デ ー タ ベ ー ス の 利 用 形 態

データベースの利用形態を以下の4種 に区分 し,利 用金額をベース とした利用比率 を調

査 した(図 表2-18)。

① イ ンターネ ッ トによるものを除 く,オ ンライ ンデータベースサー ビスの利用

② イ ンターネ ッ トによるデー タベースの利用

③CD・ROM,DVDに よるオ フラインサー ビスの利用

④ そ の他 のオフライ ンサー ビスの利用

利用形態 における2002年 度 の実績を見ると,① では海外製データベース利用が高 く,

逆に② では国産データベース利用が高 くなってお り,海 外製データベースにつ いてはイ

ンターネ ッ ト以外での利用形態が多い。

2001年 度 の実績 と比較すると,① では国産,海 外製 ともに減少 したのに対 し,② では

国産,海 外製 ともに増加 している。

さらに2003年 度の利用予定 を見ると,イ ンターネッ トによる利用が さらに拡大する

ことが見込 まれ,こ の現象 はここ数年 の間継続 してお り,イ ンター ネ ッ トでの利 用が

年々進展 している ことが うかがえる。

オ フライ ンデータベースの実績について は,国 産,海 外製 ともにあま り変化はな く,

横 ばい状態であると見 られ,言 い換えればCD・ROM,DVDな どは今後 もある一定 の需

要 は続 くとみ られる。

図表2-18商 用データベース利用形態の割合平均

2001年 度 実績(%) 2002年 度 実績(%) 2003年 度 予 定(%)

国 産

(N=304)

海 外 製

(N=108)

国 産

(N=324)

海 外 製

(N=100)

国 産

(Nニ318)

海 外 製

(N=101)

① 商 用オンライン

(インターネットによるものを除く)
27.6 42.0 22.7 37.6 20.6 33.0

② インターネットによる

商用オンライン
53.7 44.3 59.1 49.5 61.8 53.3

③ 商 用オフライン:

CD-ROM,DVD
15.7 12.8 15.0 1L8 14.4 12.7

④ 商用オフライン:その他 3.0 0.9 3.2 1.1 3.2 LO
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2.5料 金 問題 と利用上の 問題点

(1)料 金 問題

商 用 デ ー タベー ス全 体 の 利 用 料 金 に っ いて の感 想 は,国 産 デ ー タ ベ ー ス につ いて

「高 い」 と回答 した 企業 が55.5%,「 妥 当」 と回答 した 企業 が43.2%,「 安 い」 と回答

した企 業 が1.3%と い う結 果 にな った。これ に対 し海 外製 デ ー タベー ス につ いて は,「高

い」 「妥 当」 「安 い」 が それ ぞ れ65.9%,31.3%,2.8%で あ り,国 産 に比 べて 海 外 製 の

方 が 高 い と考 えて いる企 業 の方が 多 い よ うで あ る(図 表2-19)。

前 回調 査 と比べ て は国産,海 外 製 と もに 「高 い」 が 減 少す る 一方 で,「 妥 当」 が 増

加 して いる 。特 に,海 外製 デ ー タ ベー ス につ いて は,「 高 い」 の割 合 が前 回調 査 か ら

6.0ポ イ ン ト減 少 して い る。 このよ うに,商 用デ ー タベ ー スの利 用 料金 は,利 用者 か

らみて 妥 当な料 金 に近 づ きつ つあ る ことが うか が え る。

国産 データベース

今回調査(382)
1.3

前 回調査(375)

海外製データベース

今回調査(217)

1.1

2.8

前 回 調査(199)

()内 数値は回答社数

0% 20% 40% 60% 80%

3.0

「 ぞ罰 亘妥当 ロ安い

100%

図表2-19商 用データベース利用料金 に対する全般的な感想
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図表2-20は,商 用 デー タベ ー ス利 用 料金 に対す る感 想 を,対 象 分野 別 に集 計 し

た も ので あ る。 この結 果 を見 る と,利 用料 金が 「高 い」 と感 じ られ て い る もの は,国

産 デー タ ベ ース では 「企 業 財務/企 業 情報 」(64.5%,前 回調 査64.9%),「 医学/薬 学

/生 命 学/生 物」(62.5%,同54.5%),「 化 学」(59.3%,同51.4%),「 市 場/商 品」(51.9%,

同49.5%),「 人物/機 関情 報」(51.8%,同51.5%)の 順 とな って いる 。海外 デ ー タベ

ー ス で は 「特許」(73 .2%,同69.6%),「 化学 」(69.4%,同68.2%),「 新 聞/雑 誌/

ニ ュー ス」(68.2%,同48.8%),「 電 気/電 子/情 報」(67.4%,同63.1%)の 順 であ

った 。

さ らに料 金 につ いて 「高 い」と感 じた ユ ー ザ ー と 「安 い」と感 じた ユ ー ザ ー の割 合 の

差 を見 る と,国 産デ ー タベ ー ス,海 外 製 デー タ ベース と も上位 の 分 野 で は,ほ ぼ 「高

い」割 合 の大 きい順 に 「高 い」一 「安 い」の差 が並 んで いる 。しか し,「 自然 科学 」分 野 の

「化 学」 「特許 」,「ビジネ ス」 分野 の 「マ ク ロ経済(国 民所 得統 計/通 関 統 計等)」 に

つ いて は 国産 デー タベ ー ス と海外 製 デー タベー ス料金へ の見 方 が や や割 れて いるよ う

に見 える。

図表2-20デ ータベース対象分野別利用料金 に対す る感想

データベース利 用料金 を高いと感じているユーザ ー 「高い」一「安い」のポイント差

国産デー タベ ース 海 外製データベ ース 国 産デー タベース 海 外製デ ータベ ース

対象分野 回答件数 割 合(%) 回答件数 割合(%) 順位 ポイント差 順位 ポイント差

企業財務/企 業情報 203 64.5 40 65.0 1 63.5 5 65.0

医学/薬 学/生 命学/生 物 72 62.5 61 54.1 2 61.1 9 52.5

化学 81 59.3 62 69.4 3 58.1 2 69.4

市場/商 品 54 51.9 26 50.0 4 51.9 10 46.2

人物/機 関情報 110 51.8 33 57.6 5 50.0 8 54.6

エネルギー/資 源 57 49.1 31 58.1 6 47.3 7 58.1

電気/電 子/情 報 74 48.6 43 67.4 7 47.2 4 65.1

社会科学・人文科学 27 40.7 23 65.2 8 40.7 3 65.2

一般 その他 18 38.9 11 18.2 9 38.9 16 18.2

ビジネス その他 13 38.5 10 30.0 10 38.5 15 30.0

特許 125 43.2 71 73.2 11 38.4 1 70.4

金融/証 券/為 替 48 39.6 20 40.0 12 37.5 12 40.0

新聞/雑 誌/ニ ュース 173 38.7 44 68.2 13 35.8 6 63.7

自然科学・技術 その他 25 32.0 13 15.4 14 32.0 17 15.4

マクロ経済(国 民所得統計/通 関統計等) 31 35.5 15 20.0 15 29.0 18 13.3
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次にユーザー にとって情報利用料金の望 ましい課金体 系(支 払い方)を 図表2-2

1で 見ると,全 体では 「定額制」が最 も回答割合(45.3%)が 高 くなって いる。 これ

は,特 に公共サー ビス において 「定額制」が望 ましい とする回答が多 い(60.9%)こ

とによるものであ り,予 算等の制約上 この体 系が指示 され るのも容易 に推測できる。

中小企業や大企業では,公 的サー ビス とは異なる結果 とな ってお り,と もに 「定額

制」よ りも 「従量制」が望ましいとす る回答の方が多 くなっている。や は り 「使 った

だけ」 という料金体系が一番納得のい く方法であるとみ られ る。また大企業は当然の

ことなが ら,「大 口利用者割 引」 にも多 く回答(20.6%)を 寄せている。

定額制

従量制

固定料金+従 量制

最低料金制

大口利用者割引

その他

45.3

3UJ

l

i

Ｌ

z
馬∧" 蕗灘、彩=
・・蘂'㌧ 憶}ル 憶隠 タ

羅 鷹 司389
160.9

羅 羅
31.8

融 撒、

一

h8.8
一

趨
23.2

懸
117.4

-

齢1
」4.3
一

_15.1

30

120.6
113.8

「

■全体(N=384)

題 中小企業(N=66)

日 大 企業(N;180)

ロ 公 共サービス(N=138):

0.8

11.5
0.0

コ1.4

0 20 40 60 80(%)

図表2-21望 ま しい情報利用料金の課金体系
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(2)収 録情報に対する感想

図表2-22に よ り,デ ータベースに収録されている情報 に対す る感想 についてみ

ると,国 産データベースでは 「情報 の更新頻度が少ない」が22.1%,次 いで 「元情報

の発表か らデータベースの更新 に時間がかか りすぎる」「フルテキス ト(全 文)で 収録

されていない」が上位 に挙げ られている。 この結果 を見 る と,ユ ーザー側では常に最

新情報の入手や詳 しい内容の情報 に対するニーズが高い ことが推測 され,国 産データ

ベースの場合,情 報 の更新頻度や速さにおいて,ユ ーザーを十分に満足 させ るまで に

は至 っていないようである。

逆 に海外製データベースにお いては,「 情報の更新頻度が少ない」 は筆頭 に挙 げら

れず,前 回調査 と同じく 「情報が不正確な ことがある」(22.3%)が 最 も多 く,次 いで

「求めている情報の存在が不明確」(21 .6%)が 挙げ られて いる。海外製データベース

については,正 確 さの面でユーザーの意向に不満が あるよ うだ(図 表2-22)。 こ

のほか,「 情報の件数が少ない」 「ヒッ ト件数が少ない」 が国産 に比べて回答率が低 く

なっているが,こ れは情報量そのものの違いによるものと思われる。

「特に不満はな い」 とする回答 をみ ると,国 産データベースでは前回調査の35.6%

か ら5.1ポ イン トアップし40.7%と なっている。同様に海外製データベース において

も,前 回の35.0%よ り4.6ポ イ ン トアップし39.6%と なって いる。 このことか ら,海

外製 ・国産共にデータベースの内容や質の向上が進んでいることが うかがえる。

情報の更新頻度が少ない

DBの 更新に時間がかかる

フルテキストで収録されていない

求めている情報の存在が不明確

情報が不正確なことがある

情報の件数が少ない

情報のぞ及期間が短い

ヒット件数が少ない

出力項 目のパターンが不満

利用したい情報がない

特に不満はない

0 10 20 30 40 50
(%)

図表2-22収 録情報に対する感想
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(3)コ マン ド,機 能 ・操作性 に関する問題点

商用データベースサー ビスのコマン ドあるいは機能 ・操作性 に関する問題点につい

て調査 した。図表2-23に 示す通 り,前 回調査同様,「 コマ ン ドが不統一なので使

いにくい」が トップで他 の項 目を大きく引き離 している。次 いで,「統一シソー ラスが

欲 しい」 「あ らか じめ出力内容 の見当がっけ られる機能が欲 しい」 「複数 ファイル の横

断検索ができない」「ダウンロー ドができない」「接続手順 が煩わ しい」と続いている。

「コマ ンドの不統一」は,デ ータベースごとにそれぞれ のコマ ン ドを入 力しなけれ ば

ならないことか らユーザーはかな り煩わ しさを感 じてお り,毎 回問題点の筆頭に挙 げ

られているが,前 回調査よ りも7.2ポ イ ン ト下が ってお り,徐 々に改善されてきて い

るとことがみてとれ る。

前 回調査 と比較する と,「 コマ ン ドの不統一」 のほか に 「キー ワー ドが不足 してい

る」が8.6ポ イ ン ト下が ってお り,す べての項 目の中で最 もポイ ン トが下がって いる。

このほかでは,「検索速度が遅 い」「全文検索の機能がない」がそれぞれ6.3ポ イン ト,

4.9ポ イン ト下がってお り,ソ フ ト面での機能が充実 してきていることが うかがえる。

またハー ド面において も,「通信速度が遅い」が4.3ポ イ ン ト下がってお り,利 用回線

の改善な どデー タベース検索 の外部的な環境 も整ってきているのではないかとみ られ

る。

前回調査 と比べてポイ ン トが増加 した項 目では,「 複数 フ ァイルの横断検索がで き

ない」が3.8ポ イ ン ト,「ゲー トウエー機能が欲 しい」が2.0ポ イ ン ト増加 して いるな

ど,必 要 とされる検索機能が多様化 してきていることが うかがえる。

産業別 に見 ると,第2次 産業では,「 統一 シソー ラスが欲 しい」 「通信速度が遅い」

「ダウンロー ドがで きない」 「複数フ ァイルの横断検索ができない」な どが第3次 産

業 に比べて回答率が高 くなっている。 これ らの項 目を中心 として,第2次 産業で利用

す る割合が多い自然科学 ・技術分野のデータベース機能 ・操作性 に依然として問題が

多いものと推測 される。第3次 産業では,「 あらか じめ出力内容の検討がつけられ る

機能が欲 しい」 「ゲー トウエー機能が欲 しい」「1次情報 の入手が困難」などが第2次

産業 に比べて回答率が高 くなって いる。第3次 産業では,よ り多様で広範な情報 を,

より簡便 に速 く検索できることが重要視されている ことが うかが える。

その他の回答には,「 ウェブではログを確認 しに くい」 「ウェブの検索 システムはセ

キュ リティーが甘い」「ウェブ版のイ ンター フェースは動作が重 い」など,最 近では主

流であるイ ンターネッ トによる検索 システムに関する不満が挙げ られている。
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図表2-23商 用データベースのコマン ドまたは機能 ・操作性に関する指摘
(%)

問題点 第2次 産業
ユーザー平均

(N=100)

第3次 産 業
ユーザー平均

(N=72)

全 体(N=279) 前 回 調査

全体

(N=347)
前 回 比

(ポイント)

コマンドが不統一なので使いにくい 29.0 25.0 31.9 一7
.2 39.1

統 一 シソーラスが欲しい 24.0 9.7 20.1 一2
.2 22.3

あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能が欲しい 19.0 27.8 17.9 一2
.5 20.4

複数ファイルの横断検索ができない 19.0 8.3 15.8 3.8 12.0

ダ ウンロードができない 21.0 16.7 15.1 0.5 14.6

接続手順が煩わしい 14.0 11.1 14.7 ヨ.7 16.4

Gateway機 能 が欲しい 8.0 16.7 14.0 2.0 12.0

通信速度が遅い

(結果の表示、画面の切り替えなど操作全般に時間が
かかる)

22.0 8.3 13.6 一4
.3 17.9

一次情報の入手が困難
10.0 16.7 13.3 一〇

.6 13.9

PDFフ ァイル 化されていない 13.0 9.7 11.8 一3
.2 15.0

キー ワードが不足している 12.0 9.7 11.5 一8
.6 20.1

自然語(フ リーターム)を検索言語として使 いたい 13.0 11.1 11.5 一3
.5 15.0

概念検索ができない(注) 11.0 9.7 10.4 一 一

検索速度が遅い(検索している時間がかかりすぎる) 11.0 6.9 9.0 一6
.3 15.3

全文検索の機能がない 3.0 6.9 7.9 一4 .9 12.8

特 定キーワー ドのファイル別,も しくはデ ータベ ース別の

出現頻 度が参 照できる機能が欲しい
9.0 8.3 6.5 一〇

.1 6.6

検索結果のメール配信ができない 5.0 6.9 4.3 一4
.8 9.1

図面や商標の表示ができない 6.0 2.8 3.9 一1
.9 5.8

ウェブでの検索システムがない 1.0 2.8 3.2 一3 .4 6.6

HTML形 式での出力ができない 4.0 1.4 3.2 一〇
.4 3.6

ア ブストラクト(抄録)が 表示できない 1.0 1.4 1.8 一1 .8 3.6

その他 8.0 6.9 7.9 7.5 0.4

(注)「一」は今年度から新設の設問
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2.6デ ー タ ベ ー ス の 利 用 者

ここでは,社 内でのデータベースの利用方法にっいての調査結果 を見てみる。図表2

-24に 示す通 り
,「情報 を必要 としている人が 自分で検索する」 という回答が最 も多

く71.9%,次 いで 「データベース検索担当部門に依頼する」が27.0%,「 専門的な検索

のみ社内のサーチャー に依頼す る」が16.3%と 続いて いる。 「情報 を必要 としている人

が自分で検索する」 とい う回答率は年々上昇 してお り,ネ ッ トワーク化 によるアクセス

ポイ ントの増加,個 人の検索技術や利用環境 の向上な どが寄与 していると思われる。 こ

れに加えて,個 々人が必要としている情報が多様化 してきて いる ことや,必 要な情報 を

より早 く入手す ることが重要 となってきているとみ られ る。 また 「外部の代行業者に依

頼す る」は3.7%と 最 も低 くほぼ横ばいか,減 少傾向にある。

企業規模別 にみ ると,大 企業は中小企業に比べ 「データベース検索担 当部に依頼」「専

門的検索のみ社内サーチャーに依頼」の回答率が高 く,専 門の部署にサーチ ャーを配 し

ている企業が多いとみ られ る大企業の特徴が出ている。

産業別に見ると,第3次 産業では,「 情報を必要 として いる人が 自分で検索する」が

71.8%で,多 くの企業が個人単位で情報の検索 を行っている ことが分か る。 これに比べ

て第2次 産業では,「 データベース検索担 当部門に依頼す る」あるいは 「専門的検索は

社内のサーチ ャーに依頼 し,簡 単な検索は自分で行 う」の回答率 も高 くなっている。第

2次 産業ではデータベース検索 を専門化(分 業化)し ている企業が多 いとみ られ る。

図表2-24社 内でのデータベースの利用方法

情報を必要として
いる人が自分で

検索する

同じ部門内の担

当者に依頼する

データベース検

索担当部門に依

頼する

専門的な検索は
社内のサーチャーに

依頼し、簡単な

検索は自分で行
う

以上の組み合わ

せで、どれが主と
はいえない

外部の代行業者
に依頼する

その他

件数 割合

(%)

件数 割合

(%)

件数 割 合

(%)

件数 割合

(%)

件数 割 合

(%)

件数 割 合

(%)

件数 割 合

(%)

規
模
別

中小企 業(N=63) 41 65.1 8 12.7 15 23.8 6 9.5 7 11.1 1 1.6 0 0

大企業(N=179) 114 63.7 22 12.3 52 29.1 44 24.6 32 17.9 13 7.3 4 2.2

公共 サービス(N=139) 119 85.6 13 9.4 36 25.9 12 8.6 8 5.8 0 0.0 3 2.2

業 第2次 産 業(N=123)

種

別 第3次 産 業(N=110)

7056.91915.44032.53730.12520.3108、121.6

7971.8109.12320.9131L81311.843.62L8

合 計(N=38127471.g4311.310327.06216.34712.3143.771.8

前 回 調査 合計(N=37826870.95113.59525.16316.75314.0143.741.1
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2.7イ ンタ ー ネ ッ トとデ ー タ ベ ー ス 利 用

(1)期 待 されるサ ー ビス

イ ンターネ ッ トを利用 したデータベースサー ビス にユーザーは どのよ うな もの を

期待す るのか,ま たベ ンダーはどのようなサー ビスの市場を有望 だと考えているのか

について,ほ ぼ同様の内容で調査を行い,サ ー ビスを受 けるユーザー と提供するベン

ダーの比較を見た ものが図表2-25で ある。

ウェブ を利 用 した情 報 検 索サ ー ビス

ウェブ を利 用 した 文 字 ・数 値 ・音 声 ・動 画 ・静 止 画 の情 報 サ ー ビス

電 子 メール を利 用 した ニ ュー ス配 信サ ー ビス

宿 泊 先 、交 通 機 関 等 の 予 約 サー ビス(U)

インター ネ ソト電 話 サ ー ビス

ASP(ApplicationSenricePr(,videi')(し)

携 帯 電 話 やPDA向 け情 報 サ ー ビス

FTP(フ ァイル 転送)、Webな どによるソフトウエア の提 供 サー ビス

電 子 モー ルなどによる商 品 や サー ビスのオ ンラインショッピン グ

ウェブ 上 での 金 融 取 引サー ビス

音 楽 の ネット配 信サー ビス

ネ ットオー クション

イン ター ネ ット広 告(U)

ホ ーム ペ ー ジ の評 価 サー ビス

デ ー タベ ースな どのコンテ ンツ利 用 料 課 金 代 行 サー ビス

ホ ーム ペ ーーーージ 制 作 代 行サ ー ビス(U)

中 古 車 買 取 り、自動 車1泉険 等 の 見積 もりサ ー ビス(U)

その他

CATVを 利 用 した情 報 サー ビス(V)

G 20 40 60 80(
%)

図表2-25イ ンターネットを利用したサービスで有望と思われるものの利用と提供の比較
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最 も回答率が高かった項 目は 「ウェブを利用 した情報検索サー ビス」(ユーザー側:

73.4%,ベ ンダー側:67.9%)で,次 いで,「 ウェブを利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動

画 ・静止画等の情報サー ビス」「電子 メール を利用 したニュース配 信サー ビス」が続い

ている。 これ らの項目についてはユーザー側とベンダー側 の意向 に大きな差がな く,

両者共に有望 と考えて いる ことがわかる。このほか,「携帯やPDA向 け情報サー ビス」

「電子モールな どによる商品やサー ビスのオ ンライ ンショッピング」な ども両者の差

が小さくな っている。

このほかの項 目については,ユ ーザー側の見方 とベ ンダー側 の意 向にずれがあり,

特 に,「インターネッ ト電話サ ー ビス」「ウェブ上での金融取 引サー ビス」「音楽のネッ

ト配信サー ビス」「ネ ッ トオークシ ョン」な どは,ユ ーザー側 にはある程度の回答があ

るが,ベ ンダー側では5%未 満の回答率であ り,両 者の意向に大きな差があることが

わかる。ただ,こ れ らのサー ビス はすでにかな り利用者 に浸透 して いるものが多い。

今回の調査で得 られた格差か らはベ ンダー側の調査対象であるデータベース事業者は,

これまでのところ,こ うした事業 に進出す る意向をあま り持って いな い,す なわち別

の事業 との認識であるといえそ うだ。

しかしなが ら,変 化の速 いイ ンターネ ッ ト関連のサービスでは,ユ ーザーの期待や

ニーズを的確 につかんで素早 く事 業化す ることも考えられ るため,今 後 もこの指標に

っいては継続的にとることが必要である。
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(2)利 用上の問題点

インターネ ットを利用する上での問題点について調査 した結果は,図 表2-26に

示す とお りになっている。今回調査では 「外部か らの侵入な ど,セ キ ュリティー上の

心配が ある(83.1%)」 が トップで,前 回1位 の 「ウイルスの侵入,デ ータ破壊の恐れが

ある(82.6%)」 と入れ替わった ものの共 に非常に高い回答率 となってお り,こ の上位2

項 目がユーザーにとって重要な問題点であるといえる。次 いで,「個人情報 ・機密情報

な ど,漏 えいの恐れがある」も61.7%と 依然高 く,プ ライバ シー問題 を含 んだセキュ

リティー対策がイ ンターネッ ト利用に際して最 も緊要な課題 である ことがわかる。

「認証手続きな どが確立 されていない」(22 .2%)が 前回調査 か ら5.0ポ イン ト下が

ったほか は,前 回調査 に比べて問題点の順位 に大きな変動はな く,そ れぞれ改善が図

られてはいるものの,抜 本的なあるいは大き く改善 され るまでには至 っていな いこと

が分かる。

外部からの侵入など,セキュリティー上の心配がある

ウイルスの侵入,デ ータ破壊の恐れがある

個人情報・機密情報など漏えいの恐れがある

公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある

物品購入などの際,料 金の支払い方法によっては

セキュリティー上の不安がある

著作権が確立していないので,不 安だ

ひぼう・中傷・暴言などに使用される恐れがある

有害なコンテンツ情報の排除が難しい

社員の私的な利用をチェックするのが難しい

認証手続きなどが確立されていない

欲しい情報を容易に見つけられない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

変化が速すぎて今後どうなるか見通せない

その他

020406080

図表2-26イ ンターネ ッ ト利用上の問題点の前回調査との比較

100(%)
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ちなみにデータベースの利用いかんを問わず,イ ンターネッ ト利用での実際の被害

経験 について聞いた結果 を図表2-27に 示 している。 この中で最 も多か ったのが,

前回調査 と同様 に 「ウイルスの侵入」が78.2%と 大多数のユーザーが回答 している。

次いで,「 迷惑 メール(ス パムメール)が 送 られてきた」が64.0%と,こ ち らは前回

(57.3%)を 上回る回答率で あった。 「外部か らの侵入があったが,実 害はなか った」 は

13.3%と な ってお り,ウ イルスをはじめ,デ ー タベースの破壊まで も含 めた外部か ら

の脅威に対 して被った実害 は考え方 にもよるが,侵 入そのものも 「実害」 とす るな ら

ば,依 然としてかな り多 くの被害が発生 して いる もの とみ られる。「自社 のHPが 書き

換え られた」は2.9%,「 自社データを不正 にコ ピー された/著 作権侵害」は0.6%,「 自

社のデータベースが破壊 された/ネ ッ ト上でデータ漏れがあった」は1.5%で,こ れ ら

の甚だ しい被害をもた らす項 目への回答率は前回調査 と同様に少なか ったが,ほ ぼ同

程度の比率で毎年発生 している点は注意 を要する。

ウイルスの侵入があった

迷惑メール(ス パムメール)が 送られてきた

ハッカーによる不正アクセスがあった

外部からの侵入があったが実害はなかった

自社のHPが 書き換えられた

不当な接続料,回 線使用料などを請求された

自社のデータベースが破壊された

/ネ ット上でデータ漏れがあった

自社データを不正にコピーされた

/著 作権侵害

物品購入の代金返済でのトラブル

0 20 40 60 80 100(%)

図表2-27イ ンターネ ットの利用での被害経験
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2.8CD-ROM,DVDの 利 用 につ い て

商用 デ ー タ ベー ス のオ フ ライ ン利用 で の代表 的 な媒体 の1つ がCD・ROMで あ る。 ま

た,近 年 大 容 量 メ デ ィ アの なか で もDVDの 製 品が普 及 し始 め て き た こ と も考 慮 し,

CD-ROMと 同一 グル ー プ の媒体 と して 取 り上 げ,調 査 項 目に加 えて いる 。CD-ROM,

ある い はDVD化 され た商 用 デー タ ベー ス を利用 して い る企 業 は,回 答364社 の うち約

4割 に あた る150社 とな って い る。

企 業規 模 別 に見 る と,大 企業 が38.7%と 中小企 業 の28.1%を 大 き く上 回 って い る。産

業別 の利 用 率 で は,公 共 サー ビス50.8%,第2次 産 業38.3%,第3次 産業33.0%の 順 と

な って い る。前 回調 査 と比 較す る と,第2次 産 業 と公共 サ ー ビス の利 用 率が わ ず か に減

少 し,第3次 産 業 は微 増 とな って い る。また,業 種別 で は,「 石 油 ・化 学 工業 」の58.3%

が 最 も高 く,次 いで 回答 数が 少な いが 「そ の他 サ ー ビス業 」(53.1%),「 そ の他 製 造 業」

(47.2%),「 商 業」(37.5%),「 運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガス」(37.5%)と 続 いて いる。

(1)利 用 している情報の分野

CD・ROM,DVD化 されたデータベースで利用率の高 い分野を示 したのが図表2-

28で ある。最 も利用率が高 いのが 「辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー」(24.6%)で,

次 いで 「科学技術/特 許」「医 ・薬学/バ イオ/化 学」 の順 となっている。図表2-

14で 見 られるように,オ ンライ ンサー ビスではそれほど利用率の高 くない 「辞(事)

典/百 科/デ ィ レク トリー」 あるいは 「書誌/図 書 ・刊行物情報」が,CD-ROM,

DVDに おいて多 く利用されているところはオフライ ン媒体の特質をよく表 している

といえる。逆に,オ ンライ ンサー ビスでの利用が高い 「企業財務/企 業情報」や 「新

聞/雑 誌/ニ ュース」などは速報性が重視されるため,記 録性 に重点をお くCD-ROM,

DVDで の利用はそれほど高くない。

また,利 用 しているCD・ROM,DVDの データベース数(タ イ トル数)で は,前 回

と同 じく 「辞(事)典/百 科/デ ィ レク トリー」が延べ114タ イ トル(利 用企業1社 当

た り7.0タ イ トル)で 最 も多 く,次 いで,「 書誌/図 書 ・刊行物情報」が延べ95タ イ

トル(同6.7タ イ トル),「 新聞/雑 誌/ニ ュース」が延べ87タ イ トル(同6.1タ イ ト

ル),「 医 ・薬学/バ イオ/化 学」が延べ77タ イ トル(同4.9タ イ トル)な どとな っ

ている。
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1社 当た りの平均利用CD・ROM,DVDタ イ トル数は全体で4.4タ イ トル と,前 回

調査 に比べ若干減少 している。 これを企業規模別 に見ると,前 回調査では大企 業が中

小企業 を平均で1.7タ イ トル上回ってお り,今 回調査でも中小企業の1.6タ イ トル に

対 し大企業は3.9タ イ トル と平均で2.3タ イ トルの差がついている。 また,公 共サー

ビスでは前回調査で の平均10.6タ イ トルか ら今回調査では平均5.1タ イ トル と約2分

の1に 減少している。

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー

科学技術/特 許

医・薬学/バ イオ/化 学

書誌/図 書・刊行物情報

地図・マッピング/電 話番号/住 所コード

新聞/雑 誌/ニ ュース

企業・財務情報

法律・法規、判例/税 ・税務情報

統計・人 口

その他

人物情報(Who'sWho)

金融/証 券/為 替/市 況情報

コンピュータ/ソフトウエア

商品・製品情報

0

4.9

4.2

4.2

4.2

10 20 30(%)

図表2-28現 在 よ く利用 して い るCD-ROM,DVDデ ータベースの分野
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(2)利 用 に関 して不便な点

CD・ROM,DVDを 利用する際 に不便だと感 じる点にっいて は,「情報の更新頻度に

問題がある」が52.6%で,前 回調査 と同様 に最 も多 くな っている(図 表2-29)。

CD・ROM,DVDデ ータベースには編集などの制作工程や流通工程の期間があるため

オ ンライ ンサー ビス と比較 して更新頻度に難があるのはや むを得ない面もあるが,鮮

度 の高い情報を必要 とす るユーザーにとっては,依然 として大きな問題 とな って いる。

このほか,「ソフ トウエ アに割高感が ある」「検索ソフ トウエアが統一 されていない」

も依然 として回答率が高 くなって いるが,今 後 さらにCD・ROMやDVDの 普及が進

展す ることによ り,こ れ らの問題 は徐 々に緩和 されるものと思われる。

前回調査 と比較す ると,「ハー ドウエアの規格が統一されていない」が4.4ポ イ ン ト

増 えてお り,今 後 も製作者側の努 力が引き続き望まれ る。

また,今 回調査か ら新たに項 目として追加 した 「OSの バー ジョンア ップに対応 し

て くれない」は17.0%で,こ れ につ いても製作者側の努力が必要 だといえよう。

逆に 「ハー ドウエア(CD・ROM,DVDド ライブ)の 価 格が高 い」 は前回調査に比

べて3.1ポ イン ト減ってお り,こ れはCD・ROM,DVDの 普及が進展 してきた結果で

ある と考え られる。

そ の他 の回答 としては,件 数 は少ないが,「LAN利 用 による複数人での利用環境の

整備が大変」 「複雑な検索ができない」 「イ ンス トールや更新時の操作が面倒」な どが

挙げ られている。

情報の更新頻度に問題がある

ソフトウエア(CD-ROM、DVD化 された情報)に

割高感がある

検索用ソフトウエアが統一されていない

検索スピードが遅い

操作が面倒である

必 要 な情 報 がCD-ROM,DVD化 され て いない

ハ ー ドウエ ア(CD-ROM、DVDド ライブ)の 価 格 が高 い

ハードウエアの規格が統一されていない

OSの バージョンアップに対応してくれない

(今回調査から)

その他

02040

図表2-29CD-ROM,DVDを 利用 して いて不 便な点

60(%)
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2.9今 後 の利 用予定

(1)今 後の利用の方向

商用データベースの利用方法につ いて今後 どのよ うな方向に進 めた いかについて

調査 をした(図 表2-30)。 その結果,大 企 業,中 小企業 ともに 「イ ンターネ ッ ト

の無料コンテ ンツやよ り低料金 のサー ビスを探 して経費削減を図る」が前回調査に引

き続いて最 も多 く,大 企業,中 小企業ともに4割 程度(全 体 で36.2%)の 回答があっ

た。次いで,「使用方法 を工夫 して,経 費節減を図る」(全体で26.0%)と なってお り,

長引く不況の影響か ら依然 として企業においてはコス ト削減が重要な課題であること

は間違いない。

前回調査 と比較す ると,「イ ンターネ ット対応のサー ビスに順次切 り替えてい く」が,

前回調査で は全体 で22.4%で あったが,今 回は16.9%に 減 ってお り,イ ンターネ ッ ト

対応のサー ビスへの切 り替 えが終了しつつあることが うかがえる。

規模別 に見 ると,「 使用方法 を工夫 して,経 費節減 を図る」が大企業では31.4%に

対 し,中 小企業では182%と なってお り,大 企業ではよ りコス トパ フォーマンスを追

及す る姿勢が強 いことが うかがえる。一方で,「利用できるデータベースを増やす」が

大企業では16.6%で あるのに対 し,中 小企業では24.2%と なってお り,中 小企業では

経費削減を図る一方で,ま だ外部情報の有効 な活用の余地がある と見ている企業が多

いものと考 え られる。

公的サー ビスでは,「 利用できるデータベース を増やす」 「インターネ ット対応のサ

ー ビスを順次切 り替えて いく」 に対す る回答が ,中 小企業や大企業に比べて多 く,こ

れ らの点では公 的サー ビスに比べて企業の方が進んでいる ことが うかがえる。
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インターネットの無料コンテンツや,よ り低料金

サービスを探 して経費削減を図る

使 用方法を工夫して,経 費節減を図る

利用 しているDBを 見 直す

利用できるDBを 増 や す

現 状程 度

社 内システム(社 内LANな ど)に接 続し,

社 員誰もが使 えるようにする

利用の高度化を図る

(データをダウンロードして加 工処理するなど)

インターネット対応 のサービスに順次切り替えていく

22.1

24.2

9

2

1

1

・

,

2

1

1

り
'

2

9.1

30.1

■ 全 体(N=384)

1園 中 小企業(N=66)

ロ 大企 業(N=175)

ロ 公 共サービス(N=143)

02040

図表2-30今 後進めたいデータベースの利用方法

60(%)
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(2)今 後 の利 用可 能 性

現 在 商用デ ー タベ ー ス を利 用 して いな い企 業237社 に対 して,今 後 の利 用 の可 能性

を調査 した ところ,「 利 用 を復活 す る」は0.8%,「1年 以 内 に利 用予 定」は3.4%,「2,

3年 以 内に利 用す る 可能 性 が 高 い」 は16.9%と な って お り,合 わせ る と21.1%と 現 在

未 利 用ユー ザー の2割 程度 は デ ー タベー スの 利用 に前 向 きで あ る と考 え られ る。 これ

は前 回の26.6%と 比較 して み る と,5.5ポ イ ン ト減 で ある が,前 出 のよ う に現 在利 用

ユー ザーが7割 を切 って い る 中で,今 後 は利用 ユ ーザ ー が 増加 す る可 能性 が あ る こと

を示 して い る。

(3)今 後利用 したいデータベース

今後利用 したいデータベースの分野について,日 本,ア メリカ,EU諸 国な どの収

録地域別に調査 した。現在すで に利用 している企 業289社,現 在は利用 していないが

利用意向のある企業47社 に分けて示 したのが図表2-31で ある。

現在利用 している企業 における今後の利用ニーズのランキ ングは 「企業財務/企 業

情報」の55.0%,「 新聞/雑 誌/ニ ュース」の41.9%,「 特許」の39.1%の 順である。

前回調査 と比較 して,上 位2位 については順位 に変動がなく,そ れ以外についても,

「特許」 「マクロ経済」 を除き順位 に大きな変動はない。 「データベースを今後利用 し

たい」グループでは,「利用中」のグループと同様に 「企業財務/企 業情報」「新聞/雑

誌/ニ ュース」が上位2位 を占めている。 また 「特許」や 「市場/商 品」も上位 にラ

ンクされるなど,経 済 ・社会 関係のデータベースに利用の期待がかけられているよ う

だ。

図表2-31今 後利用 したい商用データベース分野

(%)

デ ータベ ースを データベースを

利 用 中 今後利用したい

(N=289) (N=47)

企業財務/企 業情報 55.0 61.7

新聞/雑 誌/ニ ュース 41.9 46.8

特許 39.1 40.4

人物/機 関情報 31.1 21.3

行政/法 律/政 治 31.1 31.9

全般(百科辞典/書 誌情報/書 籍案内) 28.7 44.7

市場/商 品 24.2 34.0

化学 24.2 12.8

医学/薬 学/生 命学/生 物 23.2 19.1

電気/電 子/情 報 22.8 19.1

エネルギー/資 源 17.3 10.6

マクロ経済(国 民所得統計/通 関統計等) 13.8 17.0

金融/証 券/為 替 13.1 19.1

生活関連情報 10.7 23.4

社会科学・人文科学 7.6 6.4
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収録情報の対象地域別 に見ると,当 然 日本を対象 としたデー タベースを利用 したい

とする回答が全分野にわた って多 く(96.4%),次 いでアメ リカ地域(42.3%)の デー

タベースがややEU諸 国(ヨ ーロッパ地域)(38.4%)の デー タベースを上回っている

という傾向は前回調査 と変わ らず,日 本を対象としたデータベースの利用希望が9割

を超えて いる。 また 「アジア諸国」対象の利用希望(36.9%)に ついては,EU諸 国

の利用希望 と大きな差 はない。

図表2-32は,収 録地域別 に利用希望の高 いデータベー スを示 している。 日本を

対象 としているデータベースの希望にっいてみると,「企業財務/企 業情報」 「新聞/

雑誌/ニ ュース」「特許」が多 くなっている。アメリカ,EU諸 国,ア ジア諸国を対象

としたものでは 「特許」が最 も多 く,「化学」も比較 的多 くなって いる。総 じて 日本地

域では,ビ ジネス,経 済関係のデータベースの情報利用ニーズが高 く,ア メリカ,E

U諸 国を対象 にした ものでは 「特許」 「化学」 「医学/薬 学/生 命学/生 物」が上位 に

入ってきているように,技 術や 自然化学系データベースの利 用のニーズがビジネス,

経済分野よ りも高いことが分かる。
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図表2-32収 録地域別利用希望の高いデ ータベース
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次 に,今 後 商 用デ ー タベ ー ス の利 用 を予定 して いる企 業(47社)の,日 本 地域 を対

象 とした デ ータベ ー ス につ い て 分野 別 の ニ ーズ を見 る と,「 企 業 財務/企 業 情報 」 の

61.7%(前 回調 査57.1%),「 新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」の46.8%(同50.8%),「 全般(百

科事 典/書 誌情 報/書 籍 案 内)」 の44.7%(同46.0%),「 特許 」の40.4%(同30.2%),

「市 場/商 品」の34.0%(同42.9%)が 上位 を 占めて い るが,上 位 の ニー ズ の順位 変

動 は小 さ く,こ れ らのニ ー ズ は継 続 して安 定 して い る と思 われ る。

また,今 後 どのようなデータベースサー ビスが利用できればよいと考 えているかに

ついて記述 して もらったところ,42社 か ら具体的な希望 ・意見な どが42件 寄せ られ

た。その内訳は,「デー タベースの分野および コンテンツに関す るもの」19件,「 検索

手法,機 能に関するもの」12件,「 データベースサー ビスの料金,制 度等に関するも

の」11件 であった。そ のうち主なものを紹介すると,「データベースの分野およびコ

ンテ ンツに関するもの」では新聞や和雑誌の記事 を検索できるデータベースや,公 式

資料,学 術論文,動 画 ・写真,世 界各国のデータベースがサー ビスされる ことを要望

する記述が 目立った。 「検 索手法,機 能に関するもの」につ いては,「 海外製データベ

ースにおいて 日本語検索が可能 になること」を期待する声が最 も多 く,そ のほかにも

「検索手順 の簡便化」「検索方法の統一化」「イ ンターネッ ト上での統合検索 システム」

「電子メールを利用 したデータ検 索サー ビスの実施」等の要望 を得ている。「データベ

ースサービスの料金
,制 度等」 に関す る意見では,「低料金サー ビス」 をは じめ,「 著

作権 フリーのデータベースの提供」 「教育機関か らのアクセス使用料 の無料化」 「図書

館利用者に提供す ることを前提 としたサー ビス」などが挙げ られている。
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2.10イ ンハ ウス デ ー タ ベ ー ス の 動 向

(1)イ ンハ ウスデータベースの保有状況

回答数575件 のうち,何 らかのインハウスデータベース を保有 して いるのは415件,

保有率に して72.2%だ った(図 表2-33)。2001年,2002年 の調査では75.6%,

77.0%で あ り,昨 年度までの増加傾向か ら一転 して減少 してお り,イ ンハウスデータ

ベースの普及 も頭打 ちになっている。

企業規模や属性別 に見 ると,大 企業が80.7%と,前 年調査の82.8%に 比べ減少 した

のをはじめ,中 小企業は55.5%(前 年は63.7%),公 共サー ビス(政 府 ・地方公共団

体,学 校そ の他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,組 合 ・諸団体)も

72.9%(同76.3%)と 前年調査よ り減少 して いる。

企業規模で見る と,中 小企業の減少幅が大きい。 これは大企業 と比較 して昨年度か

ら回答企業 の入替わ りが多かった ことが要因として考 えられ る。 しか し,依 然 として

約6割 程度の会社が保有 していると回答 してお り,イ ンハウスデータベースが 中小企

業においても定着 して いることがわかる。

大企業

中小企業

公共サービス

全体

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■保有している 口保有していない

図表2-33イ ンハ ウスデ ータベースの保有状況

オンライ ン化,情 報化が進展する社会環境下では,大 企業や公共サー ビスはもちろ

んのこと,中 小企業 といえども何 らかのインハ ウスデータベースを構築する必要 に迫

られている。

ここ数年でイ ンハ ウスデータベー ス構築に必要な機器や ソフ トウェアの価格が急

激に低下 してお り,ま た,IDC(イ ンターネッ トデータセ ンター)と 呼ばれ るシステ

ム運営事業者やASP(ア プ リケーションサービスプロバイダー)と いうオンライ ン
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によるシステムの提供事業者の参入な ど,IT環 境が急激 に変化 してお り,中 小企業の

イ ンハウスデータベースの構築はまだ進んでいく可能性が高い。

また,業 種別に見ると,今 回調査では金融 ・保険業が85.7%と 最 も高 く,こ れに新

聞 ・出版業(83.3%),機 械器具製造業(82.5%),石 油 ・化学 工業(82.1%)と 続 く。

保有率が最 も低いのは,建 設業で63.9%だ った。

金融 ・保険業における保有率の高さは,業 務上,顧 客管理や取 引管 理が重要項 目で

あ り,こ れ らの膨大な情報 の管理 にデータベースの利用が欠かせな いためと考えられ

る。ただ し,こ れ らの業種で はデータベースの構築,運 営 を外部 にアウ トソーシング

する傾向が強 くなってお り,保 有 していな いと回答する企業 の中でも,外 部 に運用を

委託 している企業 も含まれている と思われ る。

なお,今 回の調査では,す べての業種で約6～9割 の企業がイ ンハ ウスデータベー

スを保有 していることが明 らかになった(図 表2-34)。

金融・保険業21件

新聞・出版業12件

機械器具製造業40件

石油・化学工業28件

運 輸 ・倉 庫 、電 力 ・ガス15件

その他製造業55件

鉄鋼・非鉄・金属製品製造業20件

その他 サーーービス業43件

情報処理・情報提供業42件

商業14件

建設業36件

O% 20%

■ 保 有している

40% 60% 80%

ロ 保 有して いない

100%

図表2-34主 要業種のインハウスデータベース保有状況
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さ らに 内容別 に保有 率 を見 る と,経 理 ・財務 管理が49.6%,顧 客 管 理 が49.1%,人

事 管理 が42.3%,販 売管 理が38.6%と 続 く(図 表2-35)。 これ らを企 業 規模 別 に

見 て み る と,民 間企業 と公 共サ ー ビス とでは大 き く性 格 が 異 な って い る。 民間 企業 で

は 中小企 業 の人事 管 理が40.8%と やや 低 い点 を除 けば,こ れ ら4つ のデ ー タベ ー ス の

保 有 率 はす べ て50%を 超 えて いる 。

逆 に,公 共サ ー ビス は経理 ・財務 管 理が32.9%,顧 客 管理 は30.3%,人 事 管理 が

23.0%,販 売 管理 に至 っては3.9%に と どまっ てい る。そ の一方 で,図 書 ・資 料情 報

デー タ ベ ー スの 保有 率が56.6%と 高 くな って お り,大 企 業 の26.1%,中 小企業 の14.1%

と比 べ て 突 出 して い る。 これ は,民 間企 業 と公共 サー ビスで は,イ ンハ ウスデ ー タベ

ー ス の保 有 率 に大差 はな くて も
,主 た る業務 が 異な って い るた め,そ の 内容 は大 き く

異 な るか らで あ る。

民 間企 業 を業種 別 に見 る と,突 出 して多 か ったのが,経 理 ・財務 管 理で は 不動 産業

の100%,顧 客 管 理 では金 融 ・保 険 業 の94.4%,人 事管 理 で は商 業 と運 輸 ・倉庫,電

力 ・ガ ス の75.0%,販 売管 理で は 商業 の87.5%で あ る。

図表2-35主 要業種 ・団体が保有する主なインハウスデータベースの内容

保有率(%)

業種 経理・財務管理 顧客管理 人事管理 販売(営業)管理 図書・資料情報 在庫管理

建設業 82.6 65.2 73.9 60.9 30.4 26.1

石油・化学工業 52.4 52.4 47.6 76.2 33.3 71.4

鉄鋼 ・非鉄 ・金属製造業 57.1 42.9 50.0 64.3 14.3 64.3

機械器具製造業 60.6 45.5 48.5 54.5 21.2 60.6

その他製造業 61.9 59.5 54.8 71.4 26.2 59.5

商業 62.5 62.5 75.0 87.5 0.0 62.5

金融 ・保険業 55.6 94.4 55.6 44.4 5.6 16.7

情報処理・情報提供業 46.4 71.4 53.6 57.1 21.4 10.7

新聞 ・出版業 30.0 40.0 30.0 10.0 0.0 20.0

放送 ・通信業 80.0 80.0 40.0 40.0 40.0 20.0

不動産業 100.0 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス 75.0 66.7 75.0 50.0 16.7 58.3

その他サービス業 60.0 70.0 53.3 66.7 40.0 20.0

大企業 60.9 61.4 58.7 56.0 26.1 37.0

中小企業 56.3 57.7 40.8 67.6 14.1 49.3

公共サービス 32.9 30.3 23.0 3.9 56.6 3.3

全体 49.6 49.1 42.3 38.6 35.4 26.5
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(2)イ ンハ ウスデ ー タベ ースの 構築 時 期

イ ンハ ウスデ ー タベー ス の内容 ご とに構 築 年度 の分 布 を見 る と,構 築時 期 は1990

年以 前 と,1996～2000年 に約70%が 集 中 して お り,2001年 以降 は16.5%に な って い

る(図 表2-36)。

2001年 以 降,構 築率 が高 か った もの で は,顧 客 管 理が20.3%(前 回調査 で は8.6%),

経 理 ・財 務管 理 は16.2%(同10.8%),人 事 管 理 は12.8%(同9.3%)と いず れ も前 回

よ りも大 幅 に高 くな って い る(図 表2-37)。
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図表2-36イ ンハウスデータベースの構築年度別割合とその合計

一44一



回

答

率

0

0

⑲

5

40

30

20

10

0

34.5

36.5

R2.9

31

372

522

31.0

27.

37.237.2

18.3

1990年 以 前

17.1:15
.6
iil17.5

1991-1995年

32

■経理 ・財務管理'

圏 顧客管理

図人事管理

'ロ 販売(営 業)管 理

,ロ 図書 ・資料情報

16.2

1996-2000年

20.3

2.813・9

8.0

2001年 以 降

図表2-37イ ンハ ウスデータベースの内容別の構築時期
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(3)イ ンハ ウスデータベースの利用部門

民間企業や各種団体の総務や企画な ど様 々な部 門の うち,イ ンハウスデータベース

を最 も利用 している部門は営業部門である(図 表2-38)。

民間企業 に限ってみ ると,営 業部門は突出 して多い。中小企業で82.6%,大 企業で

は76.5%に 達する。次 いで多い経理 ・財務部門がそれぞれ60.9%,64.8%だ か ら,前

回に比べて10～20ポ イ ン ト程度 も高 くなって いる。

企画部門や研究部門などは少な く,こ れ らの部門の中で最 も多かった大企業の企画

部 門でさえ40.2%し かない。ただ し前述 したように,顧 客管理や販売管理,経 理 ・財

務管理などのイ ンハ ウスデータベースの保有率が高い ことを考えると,順 当な結果 と

いえる。

公共サー ビスについて見ると,民 間企業で突出して多かった営業部門が9.4%し か利

用 していな い一方,総 務部門が43.2%,研 究部門が38.1%に なっている。構築 して い

るデータベースの種類や主たる業務が異なって いるため,民 間企業と公共サー ビスの

部門別のデー タベース利用率は大 きく異なっている。

図表2-38主 要業種 ・団体におけるインハウスデータベースの主な利用部門

利 用率(%)

業種 営業部門 経理・財務部門 総務部門 企画部門 研究部門

建設業 86.4 81.8 72.7 40.9 22.7

石油・化学工業 85.7 61.9 47.6 38.1 76.2

鉄鋼 ・非鉄 ・金属製 造業 64.3 57.1 35.7 42.9 21.4

機械器具製造業 78.8 69.7 45.5 27.3 45.5

その他製造業 82.1 64.1 51.3 35.9 41.0

商業 100.0 62.5 62.5 25.0 0.0

金融 ・保険業 94.4 44.4 61.1 55.6 0.0

情報処理・情報提供業 71.4 60.7 50.0 14.3 10.7

新聞 ・出版業 55.6 33.3 33.3 55.6 33.3

放送 ・通信業 60.0 80.0 80.0 20.0 0.0

不動産業 33.3 100.0 33.3 0.0 0.0

運 輸 ・倉庫,電 力 ・ガス 75.0 75.0 66.7 33.3 16.7

その他サービス業 79.3 65.5 58.6 44.8 17.2

大企業 76.5 64.8 52.0 40.2 30.7

中小企業 82.6 60.9 56.5 21.7 21.7

公 共サービス 9.4 33.1 43.2 26.6 38.1

全体 53.5 52.7 49.6 32.0 31.8
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(4)イ ンハ ウス デ ータベ ース の 構 築,格 納 環境

イ ンハ ウス デー タベ ース を構 築,格 納 す る環境 ・ツール と して 何 を利 用 して いるか

を調 査 した。選択 肢 は,リ レー シ ョナ ルデー タ ベー ス管理 シス テ ム(RDBMS),オ ブジ

ェ ク トリ レー シ ョナル デ ー タベ ー ス管 理 シス テ ム(ORDBMS),デ ー タ ウエ アハ ウス,

グル ー プ ウエ ア,お よび イ ン トラネ ッ トで あ る(図 表2-39)。

イントラネット(NXへ～Wサ ーバー)(333件)
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デ ー タウエアハ ウス(227件)
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1■ 導入済み 口導入予定あり ロ導入予定なし1

図表2-39イ ンハ ウスデ ータベース構築用 ツール の利用状 況
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① イントラネット

イ ンター ネ ッ ト技 術 に基づ く企 業 内ネ ッ トワー クで あ るイ ン トラネ ッ トの 導入 済 み

比率 は80.5%。 未 導 入 の民 間企業 ・各 種 団体 の うち6.0%は 「導入 予 定 あ り」 と回答

してお り,今 後,更 に導 入 が進 む可能 性が 高 い 。

企 業規 模 別 で見 る と,大 企 業 は86.2%。 「導入 予 定 あ り」の5.0%を 加 え る と,91.2%

にな る(図 表2-40)。 大 企業 で イ ン トラネ ッ トを構 築 して いな い企 業 は か な り珍

しいとい え る ほ ど,少 数派 になった 。公共 サ ー ビス も導 入済 み の と ころは81.8%と か

な り多 い。

これ に対 して 中 小企 業 は,導 入 済み が60.4%,「 導 入 予定 あ り」(13.2%)を 加 えて

も73.6%に と どま った 。イ ン トラネ ッ トを構 築 し,情 報 や デー タ を共有 す るニ ー ズや

メ リッ トは社 員 数 に 比例す る もの と思わ れ る。

大企業

中小企業

公共サービス

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■導入済み ロ導入予定あり ロ導入予定なし

図表2-40企 業規模別に見たイン トラネ ットの構築状況
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②RDBMS

イ ンハ ウ スデー タ ベー ス を構 築す る ときの"定 番 ツー ル"と い え るRDBMSは,導

入 済 み の比率 が81.0%だ った 。財 務デ ー タや人事 デー タな どの定 型的,あ るい は定 量

デー タ には欠 かせ な い ツー ル にな って い る。企 業規模 別 に見 る と,「 導入 済 み」は大企

業 が89.4%,中 小企 業 が77.2%,公 共サ ー ビスが72.6%と い う結 果 に な った(図 表

2-41)。

大企業

中小企業

公共サービス

0 20 40 60 80 100(%)

く62

89.4

84.2

i■ イントラネット
1囚 グルー プウエア

iロORDBMSま た はODBMS

自RDBMS

団 デ ータウエアハウス

図表2-41企 業規模別の構築ツール導入状況

③ グループウエア

イン トラネッ トと同様 の情報共有ツールであるグループウエアに関しては,導 入済

みの比率は73.3%だ った。ただ し 「導入予定な し」が19.3%あ り,イ ン トラネ ッ トほ

どの支持は得ていな い。企業規模別に見ると,「導入済み」 は大企業が84.2%,中 小

企業が60.7%,公 共サー ビスが64.3%と いう結果にな った(図 表2-41)。 イン ト

ラネ ッ トと同様,大 企業 と中小企業では導入率に大きな差が ある。

近年ではイ ンターネ ッ トや イン トラネ ットの普及 に伴い,ウ ェブブラウザを通 して

グループウエアを利用できるように した製品が主流にな りつつある。そのため,利 用

す る側の認識 として,イ ン トラネ ッ トとグループウエアの違 いはな くな りつつあ り,

今後の調査では,両 者の区分 を再考する必要があると思われる。
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④ データウエアハウス

データウエアハ ウスの導入済みの比率は25.1%(前 回調査25.1%)で,イ ン トラネ

ット,RDBMS,グ ループウエア と異な り導入が進んでいな い。企業規模別で見ても,

大企業が35.5%,中 小企業は19.0%,公 共サー ビスにいたっては14.1%で あり,大

企業でさえも積極的 に導入 して いる とはいえな い。 「導入 予定 な し」 は,大 企業が

43.9%,中 小企業は69.0%,公 共サー ビスは79.5%と かな り高 く,全 体で も60.8%に

達 している。

蓄積したデータの分析や活用 という観点か らは,デ ータ ウエアハウスがあま り導

入 されてお らず,導 入予定 も少ないのは,問 題があるだろう。RDBMS上 で直接,分

析するよ りも,デ ー タウエアハ ウスを使 う方がデータ管理 の安全性や処理性能面で有

利である。多 くのデー タウエアハ ウスは,分 析機能も豊富である。にもかかわ らず導

入が少ないのは,デ ータを分析 した り活用 した りする民間企 業 ・各種団体が少ない,

ということを意味 している。

背景にはいくつかの理由が考え られる。データ分析 をす る担当者がいない,分 析す

るに足 るリアルタイムかつ詳細なデータを蓄積 して いる企業が少ない,な どである。

しか し,経 営環境の激変が続 く現在 においては,デ ータを生か した業務運営は民間企

業,公 共サービスを問わず必須のはずであ り,自前で の構築や運営は困難であって も,

近年 はアウ トソー シングも定着 しつつあるため,今 後 の推移 に注 目する必要があるだ

ろう。
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(5)イ ンハ ウスデ ー タベ ー スの アク セス環境

イ ンハ ウスデ ー タベ ー スへ の ア クセス手段 は,通 信 サ ー ビス の 多様 化 に伴 って,様 々

な タイ プが 使わ れ る よ う にな ってお り,社 内LAN,VAN(付 加価 値 通 信網),イ ン タ

ー ネ ッ ト,エ クス トラネ ッ ト,モ バ イル/リ モー トコ ン ピュー テ ィ ング につ いて調 べ

た(図 表2-42)。
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図表2-42イ ンハウスデータベースにアクセスする通信システムの導入状況

① 社内LAN

アクセス手段 としての社内LANを 利用している民間企業 ・各種 団体は98.2%。 普

及率は飽和点に達 した といえる。今後,進 むとすれば社内(団体内)で の普及率向上 と

高速化だろう。

企業 ・団体の規模別や業種別で見 ると,大 企業が100.0%,中 小企業が98.5%,公

共サー ビスが95.8%で ある。

②VAN

過去 の調 査 で,VANは 導 入 率 が低 下 し続 けて きた 。1997年 調 査 の35.0%か ら下 げ

基 調 にあ り,2001年25.5%,2002年21.5%で 今 回調 査 で は19.4%と な り,導 入率

の低下 に歯 止 めがか か らな い状 況 で ある。

VANは,セ キ ュ リテ ィーや デ ー タ送信 の信頼 性の 高 さが イ ンター ネ ッ トよ りも優 位
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であ る特 長 を持 って いた が,ネ ッ トワー ク構 築 コス トの高 さや イ ンタ ー ネ ッ ト技 術 の

向上 によ り,企 業 に と って の導 入 メ リッ トは低 下 して い る と考 え られ る。

民間企 業 ・各種 団体 の規 模 別で 見 る と,大 企業 が27.4%,中 小 企 業 は18.2%,公

共 サ ー ビス は9.8%に な って い る。

③ インターネット

インハ ウスデータベースへのアクセスにイ ンターネ ッ ト(イン トラネ ッ トを含 む)を

利用している民間企 業 ・各種団体は79.9%で 前回調査の78.6%よ りも増加 しているも

のの,社 内LANと 同様,イ ンターネッ トも普及は飽和点に達 しつつある といえそ う

だ。

民間企業 ・各種 団体 の規模別で見 ると,大 企業が85.6%,中 小企業は79.7%,公 共

サービスは72.7%に なってお り,規 模 による普及率の差はほとん どな く,こ とにイ ン

ターネットに関 しては中小企業も意欲的に利用 している姿が うかがえる。

④ エクストラネット

エクス トラネ ッ トは,イ ンターネッ トの利用範囲を限定 された外部企業や個人にと

どめることで,金 銭 のや り取 りを含む取 引を可能にした り,不 正なアクセスや情報の

悪用を防 ぐものである。その利用率は,全体では17.5%だ った。

規模別で見ると,大 企 業が28.6%,中 小企業が7.1%,公 共サービスが7.5%と,イ

ンターネ ットと異な り,大 企業が熱心な反面(導 入予定あ り14.3%),中 小企業はそ

うではな く(同7.1%),か な りの温度差がある。

エクス トラネッ トは,利 用する社員や社外ネ ッ トワークの規模 によって,導 入メ リ

ッ トに差があるため,今 後 も大企業主導で普及が進みそ うである。ただ し,競 争力向

上のために,技 術に秀 でた中小企業相互の連携が進 む中で,今 後 は中小企業 における

エクス トラネ ッ トの導入場面 も増えると考え られる。

⑤ モバイル/リ モー トコンピュー ティング

外 出先や乗 り物 の 中 か ら,携 帯 電話 やPHS経 由で社 内 の情 報 シス テ ム にア クセ ス

す る こ とを,「 モバ イ ル コ ンピュ ーテ ィ ング」と い う。ア クセス 端 末 に は,ノ ー トパ ソ

コ ンやPDA(携 帯 情 報 端 末),イ ンター ネ ッ ト対 応 携帯 電話 を利 用す る。

「導入済 み」と回 答 した 企 業 ・団体 は33 .6%で 前回調 査 の36.5%,前 々 回の37.5%

よ り減 少 して お り,普 及 率 は低下 傾 向 にあ る。

規 模で見 る と大 企業 は49.2%と 半数 近 くに迫 って い る。中 小企 業 も 「導 入 済み」 が

28.8%。 そ の 一方 で,公 共 サ ー ビスは 「導 入済 み」 が14.0%で,「 導 入 予定 な し」 も

74.0%と 導 入 に積 極 的で はな い。

従 来 よ り,モ バ イ ル コ ン ピューテ ィ ング の活用 事 例 は多 く見 られ る よ うにな って き
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たが,企 業側 にとって通信コス トの負担が小 さくな く,そ れが普及の阻害要因にもな

っていた。 しか し,最 近の通信コス トの低下や,通 信速度や向上や大容量化 によ り,

活用場面の多様化が さらに進めば,ま だ普及す る可能性はあると考 えられ る。

業種別で見 ると,建 設業,石 油 ・化学工業,そ の他製造業,商 業,放 送 ・通信業が

50%を 越えているのに対 して,不 動産業が0.0%,新 聞 ・出版業が20.0%,金 融 ・保険

業が30.8%と 低 い(図 表2-43)。

建設業

石油・化学工業

鉄鋼・非鉄・金属製造業

機械器具製造業

その他製造業

金融・保険業

情報処理・情報提供業

新聞・出版業

放送・通信業

不動産業

運輸 ・倉庫,電 力 ・ガス

その他サービス業

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

図2-43業 種別に見たモバイル/リ モー トコンピューティングの導入状況
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3.デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス の 現 状

要約

本章では,デ ータベースサー ビス に関連 した事業者 を対象 とした 「デー タベースサー

ビス実態調査(ベ ンダー編)」 の集計結果を もとに,デ ータベースサー ビスの提供状況

と今後の動向について概説 した。

回答企業の約半数は現在主力業務 ではないとしなが らも,将 来 は主力業務 としてい く

意向の方がやや多 くなっている。データベースの売上高 を生産国別 にみる と,売 上高の

約86%は 国産,約14%は 海外製のデー タベースであり,前 年調査 と比べて,構 成に変化

は見 られない。売上高の伸びを見 ると,業 界全体では,前 年調査よ りも売上高 を増や し

ている と回答した事業者が多 くな った。データベースの提供を媒体別 に見ると国産デー

タベースでは前年 に引き続き 「イ ンターネッ ト」が 「オンライン」を上回 って首位 に立

ってお り,海 外製では両者の差が拡大 して いる。期待 され るメデ ィアではDVDが 前年

に比べ大きく上昇し,コ ンテ ンツもビジネス関連 に交 じって,生 活,レ ジャー,娯 楽面

の内容が増えてきてお り,成 長性 は高 いとみ られる。デフ レ経済の厳 しい低成長下で信

頼性 の高い,安 価な公的デー タを活 用し,コ ス ト削減を図 り,ま た 「文字(テ キス ト),

数値」に加 え,「画像,映 像」等 の新たなデータベースの提供 に期待 をかける事業者の

経営姿勢が表れている。

3.1デ ータベースサ ー ビス事業 者の属性

(1)業 種

(財)デ ー タベー ス振 興 セ ンター が実 施 した 調査(2003年10月)に よれ ば,デ ー

タベ ー スサ ー ビス事 業者 の 一 般 的業 種 は,「 情 報 処理 ・情 報 提供 業 」 が38.1%,次 い

で 「新 聞 ・出版業」 が21.0%,「 公 共 サー ビス」 は19.0%で あ った 。 「公共 サ ー ビス」

には,調 査 ・研 究機 関等 も含 まれ る。ほか には、飲食 業,宿 泊業,対 事 業所 サ ー ビス,

シ ンクタ ンクや広 告業 な どの 「そ の 他 サー ビス業」9.5%が 続 いて い る。数 値 的 には 少

な いが,商 業,そ の他 製 造業 な どの企 業 か ら回答が 得 られ た こ とか らも,さ ま ざまな

業 種が デ ータベ ース サー ビス業 に参入 して い る ことが わ か る(図 表3-1)。

「デー タベー ス台 帳総 覧」(2002年 度)に よれ ば,わ が 国 のデ ー タベ ー スサ ー ビス

業 の 業態 は プロデ ューサ ー 単独 企 業が34.1%(前 年 度32.3%),プ ロデ ュー サー とデ ィ

ス トリビュー ター を兼ね て い る企 業 が28.5%(同25.8%)で,こ の2つ の 業態 の企 業

で62.6%(同58.1%)と 過 半 を 占めて い る。 また,代 行 検 索 を専 業 と して サー ビス を
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提供す る企業が10.1%で3位 に続いている。多 くのデータベースの中か ら的確 にユー

ザーのニーズにこたえる情報 を抽 出して有意な検索結果を提示す る代行検索専業者は,

当初検索料や通信料金が高額な こともあって増加していたが,こ こ数年は毎年減少 し

続けて いる。その理 由は,検 索機能の向上やネ ットワークの整備 によ りエ ン ドユーザ

ーが直接検索する機会が増え,ま た,景 気低迷の折か ら外部への依頼 をできるだけ抑

制 し経費の節減 に努めるな どの結果 と考え られる。

石油・化学工業 運輸・倉庫,電力・ガス その他

その他

商業

6件(5

(注1):「 その 他 製 造 業 」は,食 品 工 業,繊 維 ・紙 ・パ ル プ 業,ガ ラス・土 石 製 品,印 刷 業,そ の他 製 造 業 を含 む

(注2):「 商 業 」は,卸 業,小 売 業 を含 む

(注3):「 その 他 サー ビス業 」は,飲 食 業,宿 泊 業,対 事 業 所 サー ビス,シ ンクタンク,広 告,そ の 他 サー ビス業 を含 む

図表3-1回 答企業の業種分布
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(2)サ ービス業態

デー タベースの業態には,以 下のよ うな様々な業態がある。

① データベースを作成するプロデ ューサー

② データベースの流通を担うディス トリビューター

③ 顧客の要請 に応 じてデータベースを検索 し,情 報を提供する代行検索業者

(インフォメーシ ョンブローカー)

④ プロデ ューサーやデ ィス トリビューターの権 利業務や販売業務を代行する代理店

⑤ 他のデ ィス トリビューターのホ ス トに接続 して広範なデータベースへのアクセス

を提供するゲー トウェイ

⑥ イ ンターネ ッ ト接続業者であるイ ンターネ ッ トプロバイダー

デ ー タベ ー スサ ー ビス企 業 には,こ う した多 用 な業 態 の1つ を専 門 的 に行 う専業 社

と複 数 の業 態 を行 う兼 業社 が ある。

回答105社 の業態 分 布 を見 る と,最 も多 いの は 「プロデ ューサ ー」で37.1%,次 い

で 「プ ロデ ュー サー 兼デ ィス トリビュー タ ー」で21.0%と な って い る(図 表3-2)。

「プ ロデ ュー サー 兼 デ ィス トリビュー ター 」 は前 回調 査(21 .0%)と 同 じ割 合 だが,

代わ りに 「プ ロデ ュ ーサー 」 の専業 社 が 前 回調 査(29.4%)よ り7.7ポ イ ン ト増加 し

て い る。次 いで 「代行検 索 業」 の8.6%と な って い る。

なお,専 業/兼 業 を含 め て重 複カ ウ ン トす る と,① プ ロデ ュー サ ー78社,② デ ィス

トリ ビュー ター45社,③ 代行検 索 業21社,④ 代 理店12社,⑤ ゲー トウェ イ5社,

⑥ イ ンター ネ ッ トプ ロバイ ダ ー3社 とな る。

プ ロデューサー兼 代 理 店 そ の 他

ディストリビューター兼3件(2.9%)6件(5.7%)

インター

プロバイ

3件(2

フ。ロデューサー兼

代行検索業 兼

3件(29%)

デ ィストリビューター兼

代 理 店

4件(3.8%)

プロデューサー兼

ディストリビューター兼

代 行検索業

6件(5.7%)

テ'イストリビュー

7件(67%

図表3-2回 答企業のサー ビス業態分布
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一
(3)そ の 他(資 本 金,年 商,従 業 員)

回答 企 業 の資本 金分 布 は,最 も多 いのが 「5,000万 円以上5億 円未満 」 の44.8%で

あ る。次 いで 「5,000万 円未 満」 の22.9%で あ り,両 者 を合 わせ る と約3分 の2に 達

す る(図 表3-3)。

回答 企 業 の年商 規模 で は,「10億 円以 上50億 円未 満 」が21.9%,以 下,「100億 円

以 上500億 円未 満」(19.0%),「1億 円以 上5億 円未 満」(12.4%)と 続 き,50億 円未

満 の企 業 は全 体 の47.6%と 約 半 数 を 占めて い る(図 表3-4)。 な お,こ こで い う年

商規 模 とは,回 答 企 業 の主業 務 を含 む 総 売上高 で あ り,デ ー タベー ス そ の もの の売 上

高 で はな い。

回答 企 業 の従業 員規 模 分布 を見 る と 「50人 以上100人 未 満」 が18.1%,「1000人

以 上5千 人 未満 」が152%,「100人 以上300人 未満 」が14.3%と 続 いて いるが,「5

千 人以 上1万 人未満 」,「5人 未 満 」 の構 成 比が 一桁で あ る以 外 は10%台 で,従 業 員規

模 によ る構 成 比分 布 は 均一 的 で あ る と いえ る(図 表3-5)。 す な わ ち,大 企 業 や 中

小企 業 な ど多 様 な従 業員規 模 の企 業 が デー タベ ース業 に参 入 して いる ことが わか る。

50億 円 以

100{阜F1]オく

5件(48%

20億 円 以 上

50億 円 未 満

5イ牛(4,8りも)

5億 円 以 上

20億 円 未満

7イ'←(6,7%)

(注)非 営利法人 においては,基 金,出 資 金等

図表3-3回 答企業の資本金分布
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5000億

3件(

500億 円以上

1000億 円未満

4件(3.8%)

50億 円以上

100億 円未満

4件(3.8%)

1000億 円

5000億 円

6件(57

1億 円未満

7件(6.7%)

(注)銀 行 ・証 券は営業収益,保 険は正 味保険料収 入,

非営利 法人にお いては年 間事業費,歳 入 額等

図表3-4回 答企業の年間規模分布

(注)学 校の場合 は

5000人 以上 無回答
3件(29%)

官庁の場合は関係庁部署の定員数

図表3-5回 答企業の従業員数分布
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3.2デ ータベースサー ビスの位 置づ け

兼業が多 いデー タベースサー ビス業者に自社におけ るデー タベー スサー ビス業務の

位置づ けを質問した。 「現在主力 ビジネスと考えている」 と回答 したベ ンダーは40.4%

である(図 表3-6)。 一方,「 将来主力ビジネスと考 えている」 と回答 したベンダーは

46.5%と,現 在に比べて上昇が見込 まれている。 しか し,前 回調査(2002年10月)と

比較す ると,「現在主力ビジネス」5.7ポ イン ト減,「将来主力ビジネス」0.5ポ イ ン ト減

と,ど ち らも前回調査の割合 を下 回っている。これ らの要因 としては,社 会 ・経済的に

明るい見通 しが立て にくい状況によるものか,あ るいはデータベースサー ビス業そのも

のに起 因す るかは判断 し難 いが,近 年の無料のデータベースが増 えて いる ことやセキュ

リティーへの懸念か ら見て,デ ータベースサービスのみの専業 を掲げては経営が厳 しく

な ったとの見方が広がった ことは確かであろう。

亙
今回調査(N=99)

前 回 調査(N=115)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■主力ビジネスと考えている ロ主力ビジネスとは考えていない 百そ碗 「

国
今回調査(Nlニ99)

前 回調 査(N=115)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表3-6デ ータベースサー ビスの位置 づ け
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業態 別 にデー タベ ー スサ ー ビス の位 置 付 けの意 識 を見 て み る と,「 現 在 主力 ビジネ ス」

とい う回答 は,「 プ ロデ ュー サ ー 兼 デ ィス トリ ビュー ター 」 が トップで38.1%で ある。

た だ し,前 回調査 の48.0%か らポイ ン トを下 げ てお り,「 将 来主 力 ビジネ ス」 と い う回

答 につ いて も38.1%(前 回調 査48.0%)と,同 様 にポイ ン トを下 げて いる(図 表3-7)。

一方 ,プ ロデュー サ ー にお いて は現 在が33.3%(同39.4%),将 来 が44.4%(同42.4%)

と現 状 に対 す る見 方 は厳 しいが,将 来 に対 す る期 待 感 は 若 干高 ま って い るよ うで あ る。

また,代 行検 索業 にお い て は,現 在25.0%(同33.3%),将 来25.0%(同26.7%)と 厳

しい見通 しで,情 報 ソー ス を確 保 してい る事 業者 と利便 性 の 供給 を主 眼 とす る事 業 者 の ノ

差 が表れ て いる。

また,業 態 系統別(あ る 特定 の業 態 を持 つす べ て の事 業 者 を対象 と した分 類)に つ い

て 見て み る と,「 主 力 ビ ジ ネス」 と考 え る回答 はプ ロデ ューサ ー 系(現 在35.1%→ 将 来

41.9%),デ ィス トリビ ュー タ ー系(現 在41.9%→ 将 来46.5%),代 行検 索業 系(現 在35.0%

→ 将来40 .0%)と,将 来 に期 待す る見 通 しが 専業 業者 よ りも高 く,こ れ か らのデ ー タベ ー

スサ ー ビス事 業者 の 業 態 は,プ ロデ ューサ ー がデ ィス トリ ビュー ター を兼ね るよ うな,

兼業 が ます ます主 力 とな って い く とみ られ る。

国 プ ロデ ュー サ ー(N=36)

プロデ ューサー兼 デ ィストリビューター(Nニ21)

唖
代行検索業(N=8)

プ ロデ ュ ー サ ー(Nニ36)

プ ロデ ューサー兼 デ ィストリビューター(N=21)

代行検索業(N=8)

(注)業 態別上位3種 のみ図示 0% 20% 40% 60% 80% 100%

[三 一 国力ビジネスとは考えていな・・ ロその他

図表3-7現 在 ・将来のデー タベ ースサー ビスの位置づ け
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3.3デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス の 売 上 高

データベースサ ー ビス業の売上高に関する公式統計資料 としては,「 特サ ビ実態調査」

報告書の中に区分表記 されている。それによると2002年 のわが国のデータベースサー

ビス業の売上高は2730億 円(前 年比8.4%減)で あった。

ここでは,上 記統計による実数の売上高とは別の観点か ら,デ ータベースサー ビス業

の動向と今後3年 間 の展望 とを分析 してみたい。視点としては,次 に挙げる6項 目で あ

る。

①回答企業 の総売上高に占めるデータベースサー ビス売上高の割合

②データベース売上高の国産データベース と海外データベースの売上高比率

③デー タベース提供方法別 の売上高比率(オ ンライ ン,イ ンターネ ッ ト,CD・ROM,

DVD,MT,そ の他)

④データベース売上高の対前年比伸び率

⑤今後3年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(企 業 レベル)

⑥今後3年 間のデータベース売上高年間平均伸び率予測(業 界 レベル)

(1)総 売上 高 に 占め るデ ータ ベ ース売上 高

前 項 の 主 力 ビ ジ ネ ス か ど うか を 問 う設 問が デ ータ ベ ー ス サ ー ビス事 業 者 に とって

の主 観的 な事 業 性 ・将 来性 を測 る指 標 とすれ ば,こ の売 上高 比 率 はよ りそ の客 観 的 な

現状 を示 す 重要 な 指 標 となる。

図表3-8に 示 す とお り,総 売 上 高 に対 す る デ ー タ ベ ー ス 売 上 高 の 割 合 平 均 は

28.0%で あ り,前 回 調査 よ り0.8ポ イ ン ト減 とな った。 売 上高 比率 の社 数 の分 布 を見

る と,最 も多 いの は 「1%未 満」 の34.1%,以 下 「90%以 上 」の14.1%,「5～10%」 と

「15～50%」 の11.8%,「10～15%」 と 「50～70%」 の8.2%と 続 いて い る。10%未 満

の合 計 は,51.8%と な り前 回調査 よ り2.4ポ イ ン ト増 加 した。 売 上高 比率 の 面か ら見

る とデー タベー スサ ー ビス事 業の割 合が 若干 減 少 し,売 上 高比 率 の低 い10%未 満 の 回

答 が若干 増 加 して い るが,ほ ぼ横 ば いの傾 向 とな って い る。

業 態別 に社数 の構 成比 を見 る と,プ ロデ ュー サ ー の売 上高 比率 の うち,10%未 満 の

構成 比が 前 回 よ りもそ の 比率 を上 げてお り,53.6%(前 回調査46.1%)と ほぼ過 半 を

占めて い る。 ま た,プ ロデ ューサ ー兼 デ ィス トリビュー ター にお いて も,10%未 満 の

構成 比が 前 回 の57.1%か ら63.2%に 増加 して い る。前 回調 査 同様,売 上 高比 率 の低 い

事業 者が 増 え る傾 向が 続 いて い る。
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全 体(N=85)

(平 均 値:28.0%)

プ ロデ ュ ー サ ー(N=28)

(平 均 値:19.9%)

プロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=19)

(平 均 値:26.4%)

代 行 検 索 業(N=8)

(平 均 値:9.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■1%未 満 題1%～5%園5%～10%口10%～15%口15%～50%圏50%～70%El70%～90% ロ90%以 上i

1

図表3-8総 売上高に占めるデータベースの売上高比率分布
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(2)デ ー タ ベー ス売 上 高の 国産 と海 外 製の比 率

デー タ ベー ス 売上 高 に 占め る国産 デー タベ ー スの売 上 高比 率 は85.6%と,前 回調査

(84.8%)と 比 べ て ほ ぼ横 ばいで ある(図 表3-9)。 海外 製 デ ー タベ ース の 売上 高 平

均 は14,4%で あ るが,そ の提供 事業 者 を見 る と,総 売 上 高 に 占め るデ ー タベ ー ス売 上

高 比率 が10%未 満 のベ ンダーが76.7%と 偏 りが 大 き く,限 られ た ベ ンダー にお け る売

り上 げが 多 い と いえ る。1988年 に調査 を開始 して以 来,国 産 の売 上高 比率 はほ とん ど

85%以 上 を維 持 して お り,「 デー タ ベー ス台 帳総 覧」の収録 企 業 各社 に とって,依 然 と

して,国 産 デー タ ベ ースが 売 上高 の主 力で あ る といえ る。

また,業 態 別 に 国産 デー タベ ー スの売 上高 の割 合 を見 る と,プ ロデ ュー サー は91.3%

(前 回調 査95.6%),プ ロデ ューサ ー兼 デ ィス トリビュー ター で80.6%(同83.2%),

代 行検 索 業 で84.4%(同82.8%)と な って いる。

全体(N=86)

プ ロデ ュ ー サ ー(Nニ29)

プロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=18)

イ斗こそ了検索業(N=8)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■ 国産データベース ロ海 外製 データベ ース

図表3-9デ ータベースサー ビスの売上高構成 比(国 産 ・海外)
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(3)デ ー タベ ース の提 供方 法別 売 上 高比 率

こ こで は,デ ー タベ ース の提 供 方法 別 に売 上 高 の割 合 につ いて見 て み る。

図表3-10に 示す とお り,国 産 デ ー タベ ー ス にっ いて は,前 回調 査 に 引 き続 き 「パ

ソコ ン向 け のイ ンター ネ ッ ト」 が トップ に立 ち,「 携帯 電話,PDA向 け」 と合 わせ た

比 率 で は前 回の41.7%か ら1.3ポ イ ン ト増 の43.0%と な り,「 イ ンタ ーネ ッ ト」によ る

デ ー タベ ー スの提 供 が ほぼ主 流 にな った ことを裏 付 けて い る。オ ンライ ンは数 年 前 ま

で50%前 後で 推移 して いたが 「イ ンター ネ ッ ト」 の 出現 によ り,今 回 は10.0%(前 回

調査16.8%)と な って お り,衰 退 傾 向が ます ます強 まって い る。 一方,「CD-ROM」

は前 回調 査 よ り4.8ポ イ ン ト増 の29.2%で,提 供方 法別 の2位 をキ ー プ して い る。 ま

た,DVDと 合 わせ れ ば約3割 に達 し,「 イ ンター ネ ッ ト」 と並 んで オ フ ライ ンで は主

要 提 供 媒体 と いえ よ う。 海 外 製 デ ー タ ベ ー ス にお い て は,オ ン ライ ン 比 率 が 今 回

11.7%と 前 回(25.0%)よ り も大 き く減 少 して お り,国 産 と 同様 に イ ンタ ー ネ ッ ト

(49.3%)と の差 が さ らに広 が って い る。 それ に比べCD・ROMは 前 回の5.8%か ら

14.7%へ と増加 して いる。

国産データベース(Nニ62)

海 外 製 データベ ース(N=20)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

[〔=一 －l
l囚DVD
皿CD-ROM

ロ その他

圓インターネット(携帯電話 、PDA向 け)

ロ インターネット(ハ.ソコン向け)

圏MT

図表3-10提 供方法別のデータベース売上高比率
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(4)デ ー タ ベー スサ ー ビス売 上高 の 対前 年比 伸 び率

今 回 調 査 の 回 答78社 にお け るデ ー タ ベ ー ス 売 上 高 の 対 前 年 比 伸 び 率 の 平 均 は

17.1%と 前 回調 査 の12.7%よ りも増 加 して い る(図 表3-11)。

業態 別 に伸 び率 を見 ると,プ ロデ ューサ ーが21.0%(前 回 調査27.5%),プ ロデ ュ

ー サ ー兼 デ ィス トリビュー ター が15 .3%(同11.7%),代 行検 索 業 は 一23.3%(同 一

5.4%)と な り,プ ロデ ュ ーサ ーが前 回調 査 同様 に大 き く伸 ば して い る一方 で,企 業 内

の 経 費削 減 の影 響 を受 けて か,代 行 検 索業 の マイ ナス幅 は さ らに大 き くな って いる。

全 体(N=78)

(平 均 値:17.1%)

プ ロデ ュー サ ー(N=28)

(平 均 値:21.0%)

プ ロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=16)

(平 均 値:15.3%)

代 行 検 索 業(N=6)

(平 均 値:-23.3%)

一■

亜
1

一

砲

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■ 減 少 顔変化なし 囚10%未 満 ロ20%未 満 囲30%未 満 日40%未 満 ■50%未 満 ロ50%以 上
一

図表3-11デ ータベースサー ビス売上高の対前年比伸び率分布
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(5)今 後3年 間 のデ ータベ ース サー ビス売 上 高 年 間平 均伸 び率予 測(自 社 レベル)

自社 にお け る今 後3年 間 の デー タ ベー ス の 売 上 高 が どの く らい伸 び る か を予 測 し

て も らった と ころ(図 表3-12),回 答企 業89社 の うち売上 高が 増 え る と答 え た企

業 は61.8%,年 率20%以 上 の伸 び を見 込 ん だ企 業 は19.1%で あ った 。前 回,売 上高

が増 え る と答 えた 企 業が59.2%,年 率20%以 上 の 売上 高増 を見込 んだ企 業 が10.7%

で あ った ことを考 慮 す る と,今 後 の見 通 しに,や や 期待 を抱 かせ る ベ ンダ ー も 出て き

た といえ よ う。

業態 別 に見 る と,プ ロデ ューサ ー は 「成長 」が61.3%(前 回 調査67.9%),プ ロデ ュー

サ ー 兼デ ィス トリ ビュー ター は68.4%(同60.9%),代 行検 索業 で は37.5%(同50.0%)
む 　 や

と,プ ロデ ューサー兼ディス トリビューター は前回よ り増えているの に対 し,フ ロァ

ユーサーとの代行検 索行の予測はやや厳 しい見通 しである。

全 体(N=89)

プ ロデ ュー サ ー(Nニ31)

プロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=19)

代行検索業(N=8)

0% 20% 40% 60% 80%

3.2

100%

一 える(・・%未配 ・堅 い ・やや還る(・・%未満)・ 減る(・・麩 上)

図表3-12今 後3年 間のデータベースサービス売上高の年間平均伸び率予測分布

(自社 レベル)
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(6)今 後3年 間 のデ ー タベ ース サ ー ビス 売上高 年 間平 均伸 び率 予 測(業 界 レベル)

ここで は,業 界 全体 の売 上高 の予 測 を回答 して も らった 。 回答 企 業87社 の うち売

上 高 が増 え る と答 えた企 業 は72.4%(前 回調 査69.6%),年 率20%以 上 の伸 び を見込

んだ 企業 は21.8%(同7.8%)で あ り,デ ー タベー スサー ビス業 界全 体 と して の売 上

高 は伸 び る見通 しとな って い る(図 表3-13)。

業 態別 に見 る と,プ ロデ ュー サ ー は 「成長 」が77.4%(前 回調 査85.7%),プ ロデ ュー

サ ー兼 デ ィス トリ ビュー ター は66.7%(同59.0%),代 行検 索 業 で は71.5%(同81.8%)

とな って い る。 これ を見 る と,代 行検 索 業 は 自社 の予測 には厳 しいが,業 界 全体 に対

して は楽観 した見 通 しを持 って い るよ うで ある。

全 体(N=87)

プ ロデ ュ ー サ ー(N二31)

プ ロデ ューサー兼

デ ィストリビューター(N=18)

代行 検索業(N=7)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

`■増える(20%以 上)題 やや増える(20%未 満)団 横ばい ロやや減る(20%未 満)ロ 減る(20%以 上)…

図表3-13 今後3年 間のデータベースサービス売上高の年間平均伸び率予測分布

(業界 レベル)
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3.4期 待 するメデ ィア とデー タタイ プ

(1)提 供 メデ ィア

今 後最 も成長 が 見込 まれ るデ ータベ ー スの提 供 メデ ィ ア は,普 及期 が過 ぎ た 「イ ン

ターネ ッ ト」 で あ る 。今 回調 査 で は約5ポ イ ン ト伸 ば して93.2%と な って お り,2位

以 下 を大 き く離 して の トップで あ り,依 然 と して高 い期待 が 寄せ られ て いる(図 表3

-14) 。 また,「 携帯 電 話」 は 前回調 査 と同様2位 とな って お り,成 長 へ の期 待 は大

きい。一 方,「 モ バ イル コ ンピ ュー ター,PDA」(前 回31.0%か ら今 回27.2%),「 カー

ナ ビゲー シ ョン利 用 のサ ー ビス」(前 回13.8%か ら今 回8.7%)は,前 回調査 と比べ 共

に減 少 して いる。 これ らにつ いて は,一 般 利用 者 へ の普 及 が進 ん だ ものの,デ ー タベ

ース の媒 体 として の将 来性 に対す る期待 は弱 ま った といえ よ う。

オ フライ ン系 メデ ィ アの 「CD・ROM」 は横 ば いで あ るが,「DVD」 につ いて は,前

回 の25.0%か ら今 回 は32.0%と,マ ル チ メデ ィ ア に対応 した 新た な メデ ィア と い う意

味 で将来 へ の期 待 が ます ます 大 き くな って いる よ うで あ る。

インターネット

携帯電話

DVD

モバイルコンピュ一夕ー,PDA

デ ジタル放送

CD-ROM

現 行 のオンラインDBサービス

カーナビゲーション利用のサービス

通信衛星利用のサービス

CATV利 用 のサービス

FAXサ ー ビス

0 20 40 60 80 100(%)

図表3-14今 後最 も成長が期待されるメデ ィア(複 数回答)
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(2)提 供データタイプ

今後 のデータベースサー ビスで有望 と思われ るサー ビス内容 については,回 答が28

社あ り,具 体的なデータのタイプとコンテンツの記述が寄せ られた。データタイプと

しては延べ57件 挙が ってお り,多 か った順に挙げると1位 が 「文字データ」(60.7%)

で,以 下 「マルチ メディア」(53.6%),「 画像」(46.4%),「 数値データ」(42.9%)と

なっている。

データタイプ別 にそれぞれ具体的な内容を見 ると,テ キス トデー タでは 「企業情報」

「求人情報」 「文献情報」 「社会,経 済情報」 「判例情報」 「教育関連情報」な どが挙が

り,画 像データとしては 「地図情報」「図面」 「広告(印刷媒体)」 「新聞紙面」 「身近な

生活情報」「余暇情報」,マ ル チメディアデータとしては 「映画 ・TV番 組 ・CM」 「教

育情報」「ナ ビゲーシ ョン」「ニュース配信」「生活情報」などが挙 げ られている。数値

データとしては 「地図座標」「企業情報」「政府,民 間各種統計データ」「有価証券報告

書情報」「安全情報」に関するコンテ ンツな ど複数挙げ られ,そ れぞれのメディアの特

性を生か した情報内容が挙 げられ る傾向にある。

一69一



3.5デ ータ ベ ー ス の 流 通

デー タベー スの 流通(デ ィス トリビュー シ ョン)方 法 は,プ ロデ ューサ ーが 構 築 ・流

通 を一貫 して行 う場合 と,流 通 を他 社 に依 頼す る場 合 とが あ る。前 者 の場 合が 業態 で い

う 「プ ロデ ューサ ー 兼デ ィス トリビュー ター」 で あ る。

今 回,回 答 のあ った プ ロデ ュー サ ー73社 の うち,91.8%が 「自社 でサ ー ビス(提 供)

して いる」 企業 で,残 りの8.2%は 自分 の と ころで はサ ー ビス せず,「 他 社 に依 頼 」 して

いる ことにな る。 また 「自社 でサ ー ビス し,他 社 に も依 頼」 す る企 業 の比率 は31.5%で

あった。 この数 値か らもわか る とお り,わ が国 で は多 くの プ ロデ ュー サーが デ ィス トリ

ビュー ター も兼ねて い る。

他 社 に依 頼 して い る場 合 の平 均提 供 依頼 社数 は8.6社 で,前 回 調査(5.6社)よ りも

増 加 して いる。 これ を分 布 で見 て み る と,「2社 」 と 「5～9社 」 が 同率1位 で22.2%,

次 に 「1社」(14.8%)が 続 いて い る(図 表3-15)。

1社 2社

.ち 彩

陶 灘曝}霧 二]

(提供 依頼社数平均:8.6社)

3社 4社 5～9社

10～15～

14社19社
20

社

以

上

/
]

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表3-15プ ロデ ュ ーサ ーが依頼 しているデ ィス トリビュータ ー数(N=27)
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3.6デ ータベース構築上 の問題

プロデ ューサーに対 してデー タベースを構築す る上 での問題点につ いて回答 して も

らったところ,図 表3-16に 示す とお り,「データの収集,入 力な どの構築作業 にコ

ス トと時間がかかる」 「構築後のメンテナ ンスコス トが負担になる」など,コ ス トにか

かわる問題意識が依 然として高 く,景 気低迷の中,プ ロデ ューサー にとってサー ビス コ

ス トにかか る経営体 質の改善が必須の課題であるといえる。一方で 「プログラマーな ど

システム開発担 当者が不足」 との回答が増えてお り,専 門的技術を持った人的資源 の確

保 もまたベ ンダー企業 にとっては 「コス ト」 とともに重要な課題 といえる。 また,「 セ

キュリティー対策への不安」が今回30.3%と 前回の23.1%か ら増加 している。セキュ リ

ティー対策 を万全 にするためには,人 的資源の確保 とコス ト増が避 けられないため,こ

の問題もベンダー企 業に とって頭 を悩 ます課題で あるといえる。

入力コスト高

維持コスト高

初期投資の回収が困難

セキュリティ対策への不安

収支が見通せない

プログラマーの不 足

良いソフトの不足

国の助成が不足

標準化の検討が不足

インデクサー不足

その他

0 20 40 60 80 100(%)

図表3-16デ ータベース構築上の問題意識
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3.7公 的 デ ー タ の活 用

政府な どの公的機関が作成,公 表 している統計情報および文献資料(白 書,審 議会答

申,法 令集な ど)は,信 頼性 も高 く,重 要な情報源 となって いる。 これ ら公的データを

ソースデータとして 「利用 している」 プロデューサーは,回 答 のあった77社 の うち38

社,49.4%で あった。 これ を業態別 に見ると,プ ロデ ューサー兼ディス トリビュー ター

では22社 の回答のうち,「 利用 して いる」が45.5%,プ ロデ ューサー専業38社 の回答

は52.6%で 両者 とも約半数の企業 の利用がある。

利用 している理由の分布 を見 ると,ト ップの 「データに信頼性がある」(52.6%)は 前

回に比べポイン トを下げた ものの,依 然 として5割 を超えて いる。2位 以下の 「独 自調

査では把握できない」「定期更新 される」 「使用料金が安 い」 も前回調査 を下回っている

が,3位 の 「ニーズが高い」は前回調査 と同様39.5%と,公 的データのニーズは高い状

況にある(図 表3-17)。

信頼性がある

独自把握が困難

定期更新

ニーズが高い

使用料金が安い

その他

0 20 40 60 80(%)

図表3-17公 的データを利用する理由(複 数回答)
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どの よ うな公 的 デ ー タ を利用 して い るか にっ いて は,文 字 デ ー タで は 「官 報 」が41.7%

(前 回調 査35.1%)で1位 で ある。 また,「 地 方 公共 団体 資料 」 が41.7%(同162%)

と前 回 の回 答 を大 き く上 回 り,同 率1位 とな って お り,政 府 機 関 のみ な らず,地 方 公共

団体 の情 報 に対 す るニ ー ズが高 まって いる。3位 の 「政府 白書,委 員 会,審 議 会 資料 」

は 前回32.4%か ら今 回30.6%と 減 少 した ものの,政 府 関係 のデ ー タの ニー ズ の高 さは依

然変 わ らな い状 況 で あ る(図 表3-18)。 また,数 値 デ ー タ と して は,図 表3-19

に示 す よ うに 「産 業 一般 」(36.1%)が 今 回 も1位 で,「 人 口 ・雇 用 ・労働 」(30.6%)が

2位,以 下 「国 民経 済 ・景気 ・金融 」(27.8%),「 企 業関 連」(27.8%),「 国 際収 支 ・貿 易」

(22.2%)と 続 いて い る。 こ こ数年,数 値デ ー タ の利 用 につ いて は 「産 業 一般 」 が トッ

プで あ り,5位 まで は経済 ・産業 関係 を 中心 と した分野 にな って い る。

官報

地方公共団体資料

政府 白書、委員会、審議会資料

政府記者発表資料

都市計画データ(地図情報含む)

特許情報

判例集など

その他

010'20304050(%)

図 表3-18現 在 利 用 して いる公 的デ ー タ[文 字 デー タ](N=36,複 数 回 答)

産業一般

人 口・雇用 ・労働

国民経 済・景気 ・金融

企業関連

国際収支・貿易

その他

0 10 20

遵27.8

30 40 50(%)

図表3-19現 在利用している公的データ[数値データ](N=36,複 数 回答)
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ちなみに現在は利用していないが,今 後利用 したいというベンダー13社 の回答 につい

ては,文 字データでは 「政府 白書 ・委員会審議会資料」 「判例集など」 「都市計画データ

(地図情報含む)」 「特許情報」 「地方公共団体資料」な どが2件 ずつの回答 となってい

る。また,数 値データでは,「企業関連」が7件53.8%と1位 で,以 下 「産業一般」5

件38.5%,「 国際収支 ・貿易」が4件30.8%と 続 いている。

公的データを 「利用する上での問題 点」,ま た 「利用 しない理 由」として同 じ質問をそれ

ぞれのグループに問いかけたところ,利 用 しているベ ンダーのグループでは 「公開 ・提

供され る時期が遅い(デ ータが古 い)」(37.1%)が 前回同様,ト ップに立 って いる。以

下4位 の 「提供窓 口が複雑」(20.0%)ま で,や は り利用ベ ンダーの経験上か らの実感 と

してと らえ られている項 目が多く出ているといえる。 また,イ ンターネ ッ トでのデータ

ベース利用が もた らす影響を見る 「官公庁のホームページで既 に公 開済み」の回答状況

は前回の15.6%か ら増え,25.7%の ベ ンダーが問題点として挙 げている。 これは,公 的

データの作成者である官公庁か らの無料提供が広が り,デ ータベースサー ビス専業者が

加工 し,有 料 のデータベースとして提供す る余地がない,ま たは少な くな っているとの

認識の表れ といえ,今 後 もこの問題 は電子 政府,公 的データベースの充実 とともに拡大

して いくことが予想される。

また,「希望データが少ない」とい う不満は,前 回の6.3%か ら8.6%と 増えている。未

利用グループの最大の理由は,前 回調査に引き続き51.5%と 唯一半数以上の回答を示 し

た 「希 望データが少ない」 に集 中 し,利 用 を試 みるが,「 いいもの」が見つか らない と

いう状 況 とみ られ,2番 目に挙 げ られ た 「官 公庁 のホー ムペー ジで既 に公 開済み」

(39.4%)と ともにデータの内容,質 の面の不満が強調 されて いる ことがわかる(図 表

3-20)。 官公庁か らの情報公 開の範囲が広がれば,参 入する事業者が増加 していく

可能性 もある。
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データが古い

デジタル化されていない

官公庁のHPで 公開済み

提供窓口が複雑

手続きが面倒

料金が高い

データが少ない

窓口が不明

その他

02040

図表3-20公 的デ ータの利用上の問題点,理 由

(利用ベ ンダーN=35,未 利用ベ ンダ ーN=33,複 数 回答)

60(%)
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3.8提 供デ ータの種類

(1)提 供 中 のデ ータ

現 在,イ ン ター ネ ッ トを含 む オ ン ライ ンで提 供 して いるデ ー タは,図 表3-21に

示 す とお り,「 文字(テ キ ス ト)」(94.4%)が 断然 多 く,次 いで 「画像(静 止 画 ・イ メ

ー ジ:写 真 な ど)」(54 .9%),「 数 値 デ ー タ」(46.5%)の 順で 挙 げ られ て いる。 「ソ フ

トウエ ア」(18.3%)は 前 回 と同 じ く4位 で,全 体 と して 前年 と同 じ傾 向 が続 いて い る。

オ フ ライ ンで 提供 して いるデー タ も同様 に,「 文字(テ キス ト)」(73.7%),「 数値 デ ー

タ」(52.6%),「 画像(静 止画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(50.9%)の 順 位 とな って い る。

「映 像」(7.0%),「 音 声」(5.3%),「 マ ル チ メデ ィア」(10.5%)は 低 く,こ の3種 の媒体 の提

供 状況 を見 る とCD・ROM,DVDな ど大容 量 媒体 が 出 回 って い る最近 の す う勢 に そ ぐ

わ な い結 果 が続 いて い る。 この か い離 は これ ら大容 量 媒体 を扱 って い る事 業者 が,本

調 査 の対 象 で あ るデ ー タベ ース 事 業者 と異 な って い る ことを示 して い る。 今後 は各事

業者 の相 互 参 入で これ らの媒体 が デ ー タベ ー ス と して と らえ られ る可能 性 も出て く る。

オ ン ライ ン とオ フライ ンを比 較 す る と,提 供 比 率 のか い離 が 大 きか っ た もの と して

は,「 ソ フ トウエ ア」 で18.5ポ イ ン トもの差 が生 じて いる。 も と もと一般 のソ フ トウ

エ ア の流 通 自体 オ フ ライ ンが 一般 的で あ り,最 近 で こそ オ ン ライ ン流 通 が 増 えて い る

が,今 回の調 査 で は前 回 とほぼ 同 じ傾 向が 見 られ る。 しか しなが ら,2.7(1)の 図 表

2-25「 イ ンター ネ ッ トとデー タベー ス 利 用」 にお いて,ユ ー ザー がASP(ア プ リ

ケー シ ョンサー ビス プ ロバ イ ダー)の 利 用 に期 待す る声 もあ る ことか ら,今 後 はオ ン

ライ ンで の ソフ トウエ ア の提 供 が 伸 びて い くこ とは十 分予想 され る と ころで あ ろ う。

文 字(テ キスト)

画像

数値データ

ソフトウエア

映像

マルチメディア

音声

0 20 4e 60 80 100(%)

図表3-21現 在提供 して いるデータの種類(複 数回答)
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(2)提 供 予 定 のデ ー タ

今後,提 供 した いデ ータ あ る いは提 供 を増や した いデ ー タ と して は,オ ンライ ンで

は 「文 字(テ キス ト)」(58.5%),「 画 像(静 止 画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(50.9%),「 数

値 」(34.0%),「 映像」(26.4%)の 順 で 高 く,「 文字(テ キ ス ト)」 と 「画 像(静 止 画 ・

イ メー ジ:写 真 な ど)」 の川頁位 が 前 回調 査 と入 れ替わ って い る。

これ に対 しオ フ ライ ンで は,「 文字(テ キ ス ト)」 「数値 」(47.4%)が 同率1位 で,

「画 像(静 止 画 ・イ メー ジ:写 真 な ど)」(42.1%)「 ソ フ トウ エ ア」(26.3%)の 順 で期

待 が集 まっ て いる。(図 表3-22)。

文 字(テ キスト)

画像

数値

映像

マルチメデ ィア

ソフトウェア

音声

58.5

47.4

50.9

47.4

42.1

34.0

26.4

26.3

21.1

21.1

17.0

9.4

墨9孟5
■ オンライン(Nニ53)

ロ オフライン(N=19)

0 10 20 30 40 50 60 70(%)

図表3-22今 後提供 したい(提 供を増大 したい)デ ータの種類(複 数回答)
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(3)マ ルチメデ ィアサー ビス

マルチメディアサー ビスの位置づけについては,前 回調査では8社,今 回も前回同

様8社 と回答が極端 に少ないので,ベ ンダー全体 の意向 としてはつかめない。また8

件の回答のなかで もマルチ メデ ィアサー ビスを 「中心的なサー ビス」 とする回答 は今

回は2件 であ り,こ の結果のみで判断す る ことはで きない。

一方
,現 在マルチ メディアデータを提供 していないベンダー60社 が今後を どの よう

に考えて いるかにつ いて は,前 回調査 と同様,「 当面,考 えられない」が半数以上の

66。7%を 占め,「わか らない」も加えると8割 以上がマルチ メディアサービスに否定的

か,あ るいは関心がないとみ られる(図 表3-23)。 また,今 回 「3年以内 に開発 ・

提供 を検討 して いる」と回答 したベンダー は9件(前 回調査7件),「1年 以内 に開発 ・

・ 提供 を予定 して いる」 と回答 したベンダーが1件(同4件)と 前回同様低調な結果 と

なっている。

総 じて,マ ルチ メディアサー ビスの提供に関 しては,前 回調査よ りもさ らに消極的

な結果が示 されて いる ことか ら,ベ ンダーにお いてなお厳 しい見方が続いているとみ

てよい。

マルチメディアサービス1
.未提 供企業(N =60) .暫 笥i66., 16.7

0% 20%40% 60% 80% 100%

■1年 以内に開発 ・提供を予定

日当面、考えられない一
曲3年 以内ぐらいには、開発・提供を検討

ロわからない

図表3-23マ ルチメディアサー ビスに対する今後の意向
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3.9イ ンタ ーネ ッ トとデ ー タ ベ ー ス サ ー ビス

(1)サ ー ビス 実施状 況

図表3-24に 示す とお り,イ ンタ ー ネ ッ トによ るサー ビス を 「実 施 して いる」 ベ

ンダ ーは 回答89社 中74社 の83.1%(前 回調査76.3%)と8割 を超 え,ベ ンダ ーが イ

ン ターネ ッ トでの デー タ ベー ス サ ー ビス関連事 業 に本格 的 に参入 して きて い る ことが

分 か る。 「計画 中」 は3.4%と 前 回よ り減 少 して い るが,そ れ で も この2つ を合 わせ れ

ば大 部分 のベ ンダー はイ ンター ネ ッ トを利用 した サー ビス に意欲 的で ある とみ て よ い。

前 回調 査(N=97)

今 回 調査(N=89)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■実施している 圏計画している ロ将来検討したい ロ考えていない 」

図表3-24イ ンターネ ッ トを介 したデータベ ース サー ビスの実施 状況

(2)サ ー ビス しているデータベースの種類

イ ンターネ ットでサー ビス しているデータベース名 を見 ると,有 料,無 料 を問わず,

一般では
,新 聞 ・新聞記事,写 真データベース,書 誌 ・図書の検索,人 物検索,暮 ら

しの統計,旅 ・レジャー情報,食 物な どが提供 され,産 業 ・経済 ・ビジネスの分野で

は,企 業 ・経営情報,人 材情報,不 動産情報,地 図サー ビス,製 品PR,景 気動向,

消費動向,市 場予測,判 例/法 令,経 営者情報などが挙げ られ,自 然科学 ・技術分野

では,特 許 ・実用新案,科 学技術文献,化 学 ・医学 ・薬学,工 学,建 築,災 害情報,

海外規格,省 エネルギーデー タベース,研 究者情報な どのデータベースがあ り,そ の

他では,文 化,科 学技術分野 に関す るものや多領域 にわた る複合的なデータベース も

数多 く見 られた。

イ ンターネ ッ トを介 したデータベースサー ビスが増加 し,企 業 関係のみな らず個人

や家庭 を対象 とする,い わゆるオープンな形のサービスが台頭 して くることは,ITの

流れか らして も必然で あ り,イ ンターネッ トの特性 を生か したサー ビス内容 と提供形

態の優劣が今後の市場競争にお いて優位 に立つ決め手 とな る状況は当面変わ らないで

あろ う。
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(3)料 金徴収体制

図表3-25は イ ンターネ ットを介 した料金徴収体制 として,「対象者」「課金方式」

「徴収 ・決済方式」の3項 目に分け,「実施あるいは計画 している」ものを示 して いる。

料金徴収の対象者については,前 回調査 と比べて大きな変化はな く,最 も回答が多か

ったのが 「ユーザーを特定す る」で84.7%に 上 り,こ れ に対 し 「ユーザー を特定 しな

い」は23.6%で あった。課金方式については,前 回と同 じく 「広告で まかな う」 「広

告料 とそれ 以外 の組 み合 わせ」な どは いずれ も低 か った。 今回調 査で は 「定額 制」

(50.0%)が 前回よ り0.6ポ イ ン ト伸ば しているものの,「固定 ・従量制併用」(41.4%)

は2.9ポ イン ト,「従量制」(34.3%)は3.7ポ イ ン ト前回よ り減少 している。また,「無

料」(21.4%)と いう回答 は前回(21.5%)と ほぼ変化がない。料金の設定については,

サー ビスを受ける対 象者,ベ ンダー企業 の事情,ま た提供す るサー ビスの内容 によっ

てもいろいろな方式が とられるのは当然なが ら,今 回 も前回調査同様,「 定額制」 「固

定 ・従量制併用」 「従量制」という回答 に多 くの支持が集まっているため,デ ー タベー

スサービスでの課金方式の方向性が定ま りつつ ある状態 と予想できる。

料金の徴収 ・決済方式で も 「請求書 ・振 り込み」が群 を抜いて高 く,2位 以下の 「ク レ

ジッ トカー ド」,「プロバイダーの決済 システムを利用」 との差は依然 として大きい。

また,SET(SecureElectronicTransaction)な どのイ ンターネッ ト上での決済 の技

術標準が確立されは じめているが,「電子決済」が前回よ りもポイン トを減 らしている

のは,イ ンターネ ッ トのオープンな特性は料金 の決済にはな じまず,信 頼性にはまだ

問題あ りとみている,あ るいは従来の方式のほうが便利で確実 だと考えているな どが

想定 される。 また課金方式の場合 と同じくサー ビスの種類,内 容,対 象者の規模や層

によって複数の方式 を採る とも考 えられよう。総 じて,イ ンターネ ッ トによるサー ビ

スを開始は した ものの,徴 収方式の体制確立 には多 くのベ ンダーが模索 して いる とい

うのが実情のようである。
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方
法

徴

収

・
決

済

方

式

ユーサニを特 定する

(会員制など)

ユーザーを特定しない

1.4未 定 ・不 明

2.5

従量制

定額制

固定・従量制併用

広告料でまかなう

広告料とそれ以外の

組み合わせ

無料

具体的な方式は未定

請求書・振込

クレジットカー ド

電子決済

プロハ"イダーの決 済

システムを利用

具体的な方法は未定

0

9

8

2

3

8.1

10.3
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23.6

25.9
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に
」

1

1

2

∩
乙

21.0

23.5

40

41.4

44.3

60

7

0

84

斑

複数 回答

今回調査N=72

前 回 調査N=81

複数回答

今回調査N=70

前回調査N=79

複数回答

今回調査N=62

前回調査N=68

■今回調査

目前回調査

80 100

(%)

図表3-25イ ンターネッ トを介 したデータベースサービスの料金徴収体制
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(4)実 施上の問題点

前出の通 り,イ ンターネ ッ トを介 したサー ビスの実施企業が8割 以上に達 している

現在,ベ ンダー企業(イ ンターネ ッ トおよび専用回線でデータベースサー ビスを実施

している事業者 も含 めて)に とって抱える不安や問題点 も多い。 これ らの不安や問題

点について103社 か らの回答状況 を図表3-26で 示 している。全体 で最 も多かった

回答 は 「HPな ど,デ ータベースそのものの無料化が進み,有 料データベース利用の

伸びに影響が出ている」の50.5%で,「 外部か らの不正 アクセスや ウイルスによる被

害な ど,セ キュリテ ィー上の不安がある」が45.6%で2位,「 データベースの著作権

(知的財産権)が どう保護され るか心配」が44.7%で3位 に挙がっている。また,4位

で 「公的機関(政 府 など)が,自 ら収集 したデータ ・情報 を原則無料でサー ビスする

など,民 業圧迫の恐れが ある」が40.8%と なっている ことを合わせ ると,イ ンターネ

ッ トを利用してデータベースサー ビス事業を推 し進めるベ ンダー にとって,逆 に 「イ

ンターネッ トでの無料HPな ど,デ ータベースの無料化」 によって経営的な影響 を受

けるのではないか とい う懸念が見える。また昨今,ウ イルスや システムへの不正侵入,

攻撃がマスコミに大き く取 り上げ られていることな どが回答状況 にも反映 していると

み られる。
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HPな ど,データベースそのものの無料化が進み,

有料データベース利用の伸びに影響が出ている

外部からの不正アクセスやウイルスによる被害など、
セキュリティー上の不安がある

データベースの著作権(知 的財産権)が

どう保護されるか心配

公的機関(政府など)が,自 ら収集したデータ・情報を

原則無料でサービスするなど,民 業圧迫の恐れがある

サービスの充実を図ろうとするが,設 備投資や

サービス要因にかかるコスト負担が大きい

個人情報・機密情報など,漏 えいの恐れがある

参入企業が増え,これまで以上に競争が激化している

変化が速すぎてサービス立ち上げタイミングが難しい

料金の徴収方法(課 金)が面倒である

ユーザー企業が内部でデータベースを構築して,

外部サービスの利用を減らす恐れがある

インターネットが今後どう発展していくか見通せない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

認証手続きなどが確 立されていない

従来の提供チャンネル(オ ンラインサービスなど)

との調 整力三難iしし・

0 20 40 60 80 100(%)

図表3-26イ ンターネッ トを介 したデータベースサー ビスなどの不安と問題
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インターネットでデータベースサー ビスを 「実施 している」ベ ンダー と 「未実施」

ベ ンダーとの回答を比較 してみ ると,「外部か らの不正 アクセ スや ウイルスによる被害

な ど,セ キュ リティー上の不安が ある」は実施ベ ンダーでは3位 と高い。やは りサービ

ス経験か らくる回答で,サ ー ビス中の企業にとっては敏感にな らざるを得ない。 さら

に 「サー ビスの充実を図ろうとす るが,設 備投資やサービス要員 にかかるコス ト負担

が大きい」 も実施ベ ンダーで41.1%と 高 く,当 然のことなが らサー ビスの経験 を踏ま

えた,コ ス トや資金面の解決が 当面の課題であることが切実 に表れている。

一方未実施ベンダーに とって は 「HPな ど,デ ータベースその ものの無料化がすす

み,有 料データベース利用の伸び に影響が出ている」が最大 の懸案事項であるとみ ら

れ,次 いで,「データベースの著作権(知 的財産権)が どう保護 されるか心配」が挙げ

られている。つまり,言 い換 えれ ば,こ れ らの問題点が新たなサー ビスへの進出をた

めらわせているともみ られる。

また,特 に 「変化が速す ぎてサー ビス を立ち上げタイミ ングが難 しい」 「料金 の徴

収方法(課 金)が 面倒である」な どはいずれも実施ベ ンダー との差が大 きく,シ ステ

ム立 ち上げの時期,課 金 の面で,な かなか提供サー ビス事業 に踏み出せないでいる と

み られる。
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最 後 に,2.7(2)で のデー タベ ース ユ ーザ ー か

らの利 用 上 の問題 点(図 表2-26)と,図 表3-26の ベ ンダー が 抱 え るデ ー タ

ベ ース 提 供 に際 して の問題 点 にお いて,共 通す る項 目を抜 き 出 し,比 較 した も のが図

表3-27で あ る。

不正アクセスやウイルスによる被害など,

セキュリティー上の不安がある

(ウイルスによる侵入汚染,デ ータ破壊の恐れがある)

データベースの著作権(知 的財産権)が

どう保護されるか心配

(著作権が確立していないので、不安だ)

個人情報・機密情報など、漏えいの恐れがある

インターネットが今後どう発展していくか見通せない

(変化が速すぎて今後どうなるのか見通せない)

認証手続きなどが確立されていない

プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

()内 はユーザーへの設 問項 目の表現 0 20 40 60 80 100(%)

図表3-27イ ンターネットを介 したデータベースサービスなどの問題意識の比較

この図表での特徴は 「イ ンターネ ットが今後 どう発展 してい くか見通せな い」 の項

目を除きいずれ もベ ンダー側 とユーザー側とでは回答率に大 きな差があ り,特 に 「外

部か らの不正アクセスや ウイルスによる被害な ど,セ キュ リティー上の不安がある」

では,8割 以上のユーザーが回答 しているのに対 し,ベ ンダーでは約4割 に とどま り,

逆 に,ベ ンダー として商品の 「品質,内 容」 にかかわる基本的な事項である 「データ

ベースの著作権(知 的財産権)保護」では;ベ ンダーが4割 以上心配 しているが,ユ ー

ザーでは3割 弱 といった状況である。.また,「データベースの著作権(知 的財産権)保護」

の問題以外 はユーザー側 の懸念が圧倒的 に高 いという結果か らベ ンダー側では,利 用

者(顧 客)の 立場に立 ってセキュ リティー対策,サ ー ビス体制な どを確立す る ことが

不可欠で あることは言 うまでもないであろう。 ・パ
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3.10CD-ROM,DVDに よ るデ ー タ ベ ー ス提 供

(1)提 供の有無

図表3-28に 示す とお り,現 在,CD-ROM,DVD化 されたデータベースを提供

して いるベンダーは59.8%で,前 回調査 よ りやや増え,約6割 の提供率を示 し,傾 向

として はほぼ横ばいである。

業態別で見てみると,プ ロデューサー兼デ ィス トリビューターは回答20社 の うち

55.0%が,ま た,プ ロデューサー企業 は回答37社 のうち62.2%がCD-ROM,DVD化

されたデータベースを提供 している。

膨大な情報量をコンパク トな形で提供で きるCD・ROM,DVDは マルチ メディアに

適 した記憶媒体 である。ただ,前 項設問にお けるマルチ メディアサー ビスに対するベ

ンダー の意向はまだ未成熟であ り,CD・ROMやDVDの 急な増大が見込 まれ るわ け

ではない。ただ し,図 表3-10に も示 され るよ うに,オ フライ ン,特 に国産データ

ベースの売 り上 げに対 して3割 近いウェイ トがあ り,大 容量の情報 を簡便かつ安全に

提供できる手段 として、ベ ンダー,ユ ーザーの双方に価値が見出されて いる。

0%20%40%60%80%100%

1992年(Nニ99)

1993年(N=91)

1994年(N=104)

1995年(N=93)

1996年(N=79)

1997年(Nニ74)

1998年(N=82)

1999年(Nニ95)

2000年(N=82)

2001年(N=77)

2002年(N=95)

2003年(N=87)

■提供している ロ提供していない

図表3-28CD-ROM,OVO化 され たデータベース提供 の有 無
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(2)デ ー タベ ー スの 分野

CD・ROM,DVD化 された デー タベー ス の提 供ベ ンダ ー数 を図表3-29の 大 分 類

で見 る と,「 ビジネ ス」 で39社,次 い で 「一般 」の20社,「 自然科 学 ・技 術 」 の17

社,「 そ の 他」 の1社,「 人文 ・社 会 科学 」 の0社 とな って いる 。前 回調 査 と比 較す る

と,「 ビ ジネ ス」-4社,「 一般」-1社,「 自然 科 学 ・技術 」-2社,「 そ の他 」-1社,

「人文 ・社会 科 学」-5社 と全 般 的 に減 少傾 向 にある。

詳細 分 類 で前 年 よ り増加 した種 類 を見て み る と,「 規 格」+2社,「 地 図 ・マ ッピ ング

/電 話番 号/住 所 コー ド」+2社 が 目につ くと ころで ある 。また 減少 した 種類 を見 る と

「統 計 ・人 口」-3社,「 法律 ・法規,判 例/税 ・税務 情報 」-3社 が挙 げ られ る。

今 後 の提 供 予定 を見 る と,前 回 と同 じく回答社 数 は17社 と横 ば い傾 向 で,大 分類

で は 「ビジネ ス」 「一般」 「自然科 学 ・技 術」 の順で あ り,詳 細 分類 で は 「地 図 ・マ ッ

ピング/電 話番 号/住 所 コー ド」 の4社,「 新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」 の3社,「 法 律 ・

法規,判 例/税 ・税 務情 報」 の3社 以 外 は きわ めて低調 な 結果 に終 わ って い る。

提 供 して い るタイ トル 数 の延 べ数 は659タ イ トル(前 回調 査541タ イ トル)で,前

回 の279タ イ トル 増 に続 き,今 回 も118タ イ トル増 加 した(図 表3--30)。 これ は

「ビジネ ス」 で 「地 図 ・マ ッ ピング/電 話番 号/住 所 コー ド」,「 自然科 学 ・技 術」 で

「科 学 技 術 ・特 許」 な どが 前 回調査 時 の倍 近 くのタイ トル を回答 したベ ンダー が あ っ

た た めで,こ の項 目につ いて は調査 年 によ って大 き く変 動 して いる。

詳細 分 類 で見 て み る と,「 科 学技 術 ・特 許」の133,「 地 図 ・マ ッピ ング/電 話 番 号/

住 所 コー ド」 の127,「 医 学 ・薬学/バ イ オ/化 学」 の68,「 新 聞/雑 誌/ニ ュー ス」

の54,「 統 計 ・人 口」の38タ イ トル な どが 上位 に挙 げ られ て お り,次 いで 「書誌/図 書 ・

刊 行物 情 報 」と 「人 物情 報(Who'sWho)」 の37タ イ トルが 続 いて いる 。

今後 の提 供 予定 で10タ イ トル 以上 の詳細 分類 を挙 げ る と,「新 聞/雑 誌/ニ ュース 」

の32,「 地 図 ・マ ッピン グ/電 話番 号/住 所 コー ド」 の22,「 統 計 ・人 口」の10タ イ

トル で 大 きな 伸 びが み られ,現 在 提 供 中 のデー タベー ス をよ り強化 す る傾 向 とな って

い る。
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図表3-29CD-ROM,DVD化 された データベ ースの提供状況(企 業数)

現在提供 中

(N=52)

今 後 の予 定

(N=17)

〔一般 〕 20

オ ー ディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯 楽 1 0

サービスガイド・案内情報 O 0

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 4 1

学習教材 0 0

書誌/図 書・刊行物情報 4 1

人 物情 報(Who'sVVho) 2 1

新聞/雑 誌/ニ ュース 9 3

政治 ・行政 0 1

健 康 ・スポー ツ 0 0

39 13

金融/証 券/為 替/市 況情報 2 0

規格 2 0

企業 ・財務情報 6 2

経済/ビ ジネス 3 2

商品・製 品情報 3 0

パ ー ツカタログ 0 0

地図・マッピング/電 話番 号/住 所コード 13 4

統 計 ・人 口 6 2

不動産 0 0

法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報 4 3

〔自然科 学 ・技術〕 1

医学 ・薬学/バ イオ/化 学 8 1

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0 0

エネルギー/資 源/環 境 0 0

気象 ・気候 0 0

科学技術/特 許 5 0

コンピューター/ソ フトウエア 3 0

建築 ・建設 0 0

数学/農 業・農学 0 0

材料 ・素材 1 0

欧 文・社会科学〕 0 o

教育/宗 教 0 0

芸術 ・文化/文 学 ・歴 史 0 0

言語 ・用語 0 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館 ・情報科学 0 0

地図・地理 0 0

合計

1 0
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図表3-30CD-ROM,DVD化 されたデ ータベースのタ イ トル数(延 べ件数)

現 在提 供 中

(Nニ60)

今 後 の 予 定

(Nニ14)

164 33

オ ー ディオ ・ビジュアル/ゲ ーム ・娯 楽 0 0

サービスガイド・案内情報 0 0

辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 36 1

学習教材 0 0

書誌/図 書・刊行物情報 37 0

人 物 情報(Who'sWho) 37 0

新聞/雑 誌/ニ ュース 54 32

政治 ・行政 0 0

健 康 ・スポー ツ 0 0

〔已ジネス〕 256 46

金融/証 券/為 替/市 況情報 8 0

規格 8 0

企 業・財務情報 26 5

経済/ビ ジネス 13 4

商品・製品情報 24 0

パ ー ツカタログ 0 0

地図・マッピング/電 話番 号/住 所コード 127 22

統 計 ・人 口 38 10

不動産 0 0

法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報 12 5

〔自然科学・技術〕 237 0

医学 ・薬学/バ イオ/化 学 68 0

宇宙/地 球/海 洋/水 産 0 0

エネルギー/資 源/環 境 0 0

気象 ・気候 0 0

科学技術/特 許 133 0

コンピューター/ソ フトウエア 35 0

建築 ・建設 0 0

数学/農 業・農学 0 0

材料 ・素材 1 0

〔人文・社会科学〕 0 0

教育/宗 教 0 0

芸術 ・文化/文 学・歴史 0 0

言語 ・用語 0 0

社会科学/心 理学 0 0

図書館 ・情報科学 0 0

地 図・地理 0 0

〔その他〕 2

合計 659

(L 問`
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(1)「 デ ータ ベー スサ ー ビス実態 調査(ユ ーザ ー編)」 調査 票

(2)「 デ ータ ベ ースサ ー ビス実態調査(ベ ンダ ー編)」 調査 票





2004年 版 データベース白書資料

デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス 実 態 調 査

(2003年10月)

ユ ー ザ ー 編

貴 社 名

(ま た は 団 体 名)

円

円

人

所 在 地 〒

ご 回 答 書 役 職 名 ご芳名

ご回答者連絡先電話番号 内線

資本金(非 営利法人においては、基金、出資金等)
兆 千億 百僚 十徳 億 千万 百万

最近1年 の年商(売 上高)

〔鞠≧ 撒:灘 娑 竃叉劉

十兆1兆

i
:

千億 百僚 十億 億 千万 百万

従撒 〔㌶ 《二欝 繰 官庁の場合は関㈱ ヲ 十万 万 千 百 十 一

本調査は(財)デ ータベース振興センターが、パシフィックコンサルタンツ株式会社に委託して実施 しているものです。
・ 本調査におきましては、完全に機密を厳守し、個別データは絶対に公表いたしません。
・ ご回答を賜りました方へは、後日、本調査の分析結果(大 要)を ご送付申し上げます(2004年5月 頃)。
・ 本調査に関するお問い合わせ先

パシフィックコンサルタンツ株式会社 総合計画本部 電話03・3344・8406EAX.03・3344・1549

(データベースサービス実態調査 担当 竹之内)

繭
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号でご回答下さい。

貴社の主力難 口

No. 業種 グループ 含 ま れ る 業 種

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

建 設 業

石 油 ・ 化 学 工 業

鉄鋼 ・非鉄 ・金属製品製造業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 製 造 業

商 業

金 融 ・ 保 険 業

情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

新 聞 ・ 出 版 業

放 送 ・ 通 信 業

不 動 産 業

運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス

そ の 他 サ ー ビ ス 業

公 共 サ ー ビ ス

そ の 他

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属 ・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷業,

そ の他製造業

卸業,小 売業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフトウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産業

運輸 ・倉庫,電 力 ・ガス

飲食業,宿 泊業,対 事業所サービス,シ ンクタンク,広 告,

そ の他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他
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注)以 下の設問は可能な限り全社的な利用の実態にっいてご回答をお願いするものですが、設問の内容によ り、貴社全

体の状況を把握することが難しい場合には、ご回答者が把握し得る部門のみを対象としてお答え下さっても結構です。

問2.貴 社では商用データベース(MT、CD-R㎝ な どの 使っている

オフラインデータベースを含む)を 使っていま 現在は使っていないが、以前使っていた 一⇒ 問9へ お進み下さい。

すか。該当する番号に○印をおつけ下さい。 使ったことがなVl --c>問20へ お進み下さい。

利 用 状 況 と今 後 の 見通 し

問3.貴 社 における商用データベースの利用状況と今後の利用についてご回答下さい。

(1)2002年 度 の商用データベースの年間利用金額は前年度(2001年 度)に 比べ(番 号に○印をつけて下さい)、

⇒ 増えた(1)、 あ るいは減った(3)、 と回答ざれた方は下欄の該当する 「理由」の番号liO印 をつ目=てお答え下さい。

(いくつでも)

パ ソコン、端末機が増えて検索が容易 にな

った

新しい業務が始まり、検索量が拡大 した。

利用でき る商用データベースサー ビスの

契約を増や した

剛 』 ・

"でいく
.⊇でも)

業 務が縮小され利用が減少 した

無料のHPを 多 く利用するようになった

;う よく利用するHP名

.窮利用 している商用データベースサー ビス契約

数を整理した

剛 巨体的・

(2)今 年度(2003年 度)の 商用データベース利用の見込みは前年度(2002年 度)に 比べ(番 号に○印をつけて下さい)、

増える

永

、

前年度並み 2 減る 3

⇒ 増える(1)、 あ るいは減る(3)、 と回答された方は下欄の該当する 「理由」の番号にδ印をつはてお答え下さい。

(いくつで董))＼ 礼S<?で も)

パ ソコン、端末機を増や し、検索が増加す

る

新規業務を開始するので、利用は拡大す る

利用 できる商用データベースサー ビスの

契約を増やす

碗 巨体的に

業務を縮小する予定なので、利用が減る

無料のHPを 多 く利用する

.る

、理il利 用 している商用データベースサ ービスの契

約数を整理する

・碗 巨体的・

(3)貴 社において商用データベースをよく利用する部門を上位3つ まで選び、下の該当する番号に○印をつけてお答え下さい。

法 務
経 理
財 務

その他

部 門
利 用

部 門
企 画 調 査 研 究 特 許

システム

開 発
生 産 環 境 営 業 総 務

上位3つ まで選択 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll 12

(4)貴 社 における2002年 度での利用頻度の高かった上位5種 のオンラインデータベースサービスについて、そのサービスシ

ステム名とデータベース名(フ ァイル名)を 、次頁の表1,2よ り選び、番号でお答え下さい。ただし、「その他」のとき

は具体名をご記入下さい。

⑭ ⑭

順 位 データベース名(フ ァイル名)
^△c1∫A「

麟 ぶ.、

獄膨1 、-「
7si「

∨ ミぷ減 、 趣9瞭 ξきば難 名)鑓

1

2

3

4

5
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表1サ ービスシステム名一覧
T♂ 〈 孔ρ .ぷrぺ 』 ∨

、,る

2 BlGLOBE (NEC)
βM宏 こ

人『.㌘

4 COSMOSNET (帝国データバンク)
ξ:'警"

6 DlALOG (ジ ー ・サ ー チ)
・〈1」・蝋 ミ毒,

8 ELNET (エ レク トロニ ック ・ラ イ ブ ラ リー)

10 JAClCNET (日本建設情報総合センター)

⊥^壕 ン ＼ぷ/ "甲 ・..、"..、 己 丁せ 巳 、撚 》 撚_㍊'

12 JOlN (時事通信社)

13㌘ ,、

z'ω1・

14 LEX/DB (TKC)
1門=トビ

・とぼ 濠 ぷ ・

診饗
一 時1㍉'㌦ 、 、'丁ぺ明科 丁ドダ㍉丁丁㍉「"'^〆

16 NACSlS-lR (国立情報学研究所)
　

「 、zx皿'ン

　 、へpxヒ

18 NlCHlGAl/WEB(NlCHlGAl-ASSlST} (日外アソシエーツ)

20

A'F× 、無 ∨' ,,'ヒ 占 ■L

(日本電子計算)Queste卜Orbit

、ぺ 、、《 、 ㍉ ＼∨P'一 」

22 REUTERSBusinessBriefing (Factiva)

23一
』ST桐

nte1涌aセionat:,
'タ 』'1㍊ ∴

囁1、
き'、 〉・咋 ヒ

}、 、x、 ㍉ ∀

24 TSR-VAN (東京商工 リサーチ)
`「')

A、 、-

99 その他

表2デ ータベース(フ ァイル)名 一覧

1 BlOSIS(DataStar,DIALOG,STNlnternationaL@niftyな ど)

:ζBOOK9[USI豪 饗 ▽ 編 ㌔《 ㌘.、:三:、z『 ㌦ ・∵㌦

3 BRANDY(BRANDY)

r、 〉 1舗/C真 円Us/CA≡SEAR(出 雲☆ぷ1∪・☆ぷ 蕊 液態(STN籏1戦 端 脱n冨1箋D雛0〔X…QUestel※0沁ilt・ な ど懸 ミ籔

5 CLAIMS/IFIPAT(STNlnternational,DIALOGQuestel・Orbitな ど)

貌OMPENDεX'㌘ 懇鷲9灘;:6念 態 憾 氾蒸篭≡灘 ㍍鐙(DataStar識1継0(§SWくilnt亘 ξna且o微1ξ:@∬i、f醜な1&聡 ぼ

7 COSMOS(帝 国デ ー タバ ン ク企 業 情 報)(COSMOSNET,G-Search,日 経 テ レ⊇ ン な ど)

貨8影㌘1 ∬E甜OR'彩 沃EヒNET)灘 丘,、,膏"バ ㍉

9 EMBASE(DataStar,DIALOG,STNlnternationaL@niftyな ど)
、w

11 lNSPEC(DataStar,DIALOG,STNlnternational,@niftyな ど)
・ 翻 熟w＼ ・1ろ蘂

ご守∪日 ・ 熟

13 JSTPIus(JOIS,日 経 テ レ コ ン,G-Search)

"シ 丁、丁 、 ぐ

15 NTIS(DIALOG,STNlnternationaL@niftyな ど)

ヨ6芸
'
.PATO麟S商 標 フ アイソ脇 … 欝1濠iii濠 緊蘂 〔PATOLIS,臼 経義 じ コ 溺 ∋　 岸

17 PATOLIS特 ・実 用 新 案 フ ァイ ル(PATOLIS,日 経 テ レコ ン)

斧'

'1
、}＼:

19 QUlCK-lS(QUlCK)

21 TKC法 律 情 報(TKC,日 経 テ レ コン,G-Search,@niftyな ど)

汀SR活 東京商工.リ'サ←法企業情報》渓※熟(TSRきVA醸 日経ラ影鷺コ灘 艇S6戦h‖ など)鰐ll這鷲X癒 鶯 』

23 WHO(NICHIGAI/WEB,G-Searchな ど)

.24' WPf練 熟 溺:ぶ 、,.、w.,パ 只 ぺ

25 朝 日 新 聞 記 事 デ ータ ベ ー ス(asahi,co仇perfect,日 経 テ レコ ン,G-Searchな ど)

26・ 二
一'○ 寮 ごぷ ぼ ・::ミ"

27 日経BP社 雑 誌 記 事 デ ー タベ ー ス(日 経 テ レ コ ン、G-Search,@niftyな ど)

ぺ

29 日経WHO'SWHO(NEEDS,日 経 テ レコ ン)

31 日経 新 聞 記 事 デ ータ ベ ー ス(日 経 テ レ コ ン,G-SearCh,@niftyな ど)

.32 ▼

33 毎 日新 聞 記 事 デ ータ ベ ー ス(日 経 テ レ コ ン,G-Search,@niftyな ど)
・34"

99 その他
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(5)貴 社 または貴部門におけるデータベースサービスの契約システム数についてご回答下さい。

[==]契 約

問4.商 用データベースの利用形態の割合にっいて、2002年 度実績と2003年 度予定を利用金額ベースでご記入下さい。

2002年 度 実績 2003年 度 予定

国産DB 海外製DB 国産DB 海外製DB

商用 オ ンライ ンデー タベ ースサー ビス

(イ ンターネ ッ トによるものを除 く) % % % %

イ ンターネ ッ トによる

商用デ ータベー ス利用 % % % %

商用オ フライ ンサ ービス:

(CD-ROM、DVD) % % % %

商用 オフ ライ ンサー ビス ニそ の他
% % % %

合 計 1 0 0 % 1 0 0 % 1 0 0 % 1 0 0 %

商用デ ータベースのデータのタイプと種類

問5.現 在 は、商用データベースでどのようなデータを利用していますか。また今後利用 したい、あるいは利

用を増や したいデータはどれですか。該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

現 在利 用 して い る
今 後 利 用 し た い

利用 を増 や した い

オンライン
オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)
オンライン

オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)

文字データ(テ キス ト) 1 2 3 4

数値データ 1 2 3 4

画像(動 画含む) 1 2 3 4

マルチメディア 倒 1 2 3 4

その他 1 2 3 4

(つ マルチ メデ ィアデータとは文字 ・数値 ・画像 ・映像 ・音声等 を複数組み合わせ たものを指 します 。

問6.商 用 デ ー タ ベ ー ス につ いて 、今 後 利 用 した い コ ンテ ン ツ が あ れ ば 、デ ー タの タ イ プ ご と に そ の 具 体 例 を 、

ご記入下さい(例:官 公庁/企 業などの発表資料、政府の各種統計資料、レジャー、生活情報など)。

データタイプ コ ン テ ン ツ の 具 体 例

文字データ(テ キスト)

数値データ

画像(動 画含む)

マルチメディア

その他

一4一
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問7.公 的データ(*)を 扱 うデータベースの利用についておたずねします。該当する欄の番号に○印をおつけ

下さい(公 的データの種類ごとに択一回答)。

(‡)ここでの公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料

(白書、'審議会答申、法令集など)を 意味します。

利 用 の 有 無

公的データの種類

利用

している

現在利用して

いないが、今

後利用したい

利用していな

い/利 用する

予定なし

A.文 字 デ ー タ

(テ キ ス ト)

L政 府白書、委員会、審議会資料 1 2 3

2,政 府記者発表資料 1 2 3

3,官 報 1 2 3

4.判 例 集 な ど 1 2 3

5.都 市計画データ(地 図情報含む) 1 2 3

6.特 許 情 報 1 2 3

7。地方公共団体資料 1 2 3

・その他 〔 〕 1 2 3

B.数 値 デ ー タ

1,人 口 ・雇 用 ・労 働 1 2 3

2.国 民 経 済 ・景 気 ・金 融 1 2 3

3.国 際 収 支 ・貿 易 1 2 3

4.産 業 一 般 1 2 3

5.企 業 関 連 1 2 3

・ その他〔 〕 1 2 3

データ ベースの利用者

問8.社 内では主にどのようにデータベースを利用していますか。該当する欄の番号に○印をおつけ下さい

(いくつでも)。

1 情報を必要としている人が自分で検索する

2 同じ部門内の担当者に依頼する

3 データベース検索担当部門に依頼する

4 専門的な検索は社内のサーチャーに依頼し、簡単な検索は自分で行う

5 以上の組み合わせで、どれが主とはいえない

6 外部の代行検索業者に依頼する

7 その他 〔 〕
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利用上の問題点

問9,商 用データベースの情報利用料金(通 信料金を

除く)に ついて、全体的にどのように感じてい

ますか。国産、海外製の別に 「高い、妥当、安

い」のいずれかひとつに○をつけてお答え下さ

い。

国産データベース 1,高 い 2.妥 当 3.安 い

海外製データベース 1,高 い 2,妥 当 3,安 い

問10,よ く利用する分野のデータベースとその情報利用料金に対する感想について、該当する番号に○印を

おつけ下さい(い くつでも)。

(国産、海外製データベースごとに択一回答)

(例)

国産/海 外製

対 象 分 野

国産データベース 海外製データベース

よく利用
利用料金

よく利用
利用料金

高い 妥当i安 い 高いi妥 当 安い
当 購 ・ 　 　

∀'L: 、
べ

/メF、 ぺ 、

ぷ ・

1・⑳ 「 、 、、

㌘〇三
ジ ビ

、↓'
㌧ ∋ 云③ 二

一

般

全般
(百科辞典/書 誌情報/書 籍案内)

1 2 3 1 2 3
,

新聞/雑 誌/ニ ュース 1 2 3 1 2 3
`
人物/機 関情報 1 2 3 1 2 3

行政/法 律/政 治 1 2 3 1 2 3

生活関連情報 1 2 3 1 2 3

その他 1 2 3 1 2 3

自

然

科

学
・

技

術

特許 1 2 3 1 2 3

医学/薬 学/生 命学/生 物 1 2 3 1 2 3

化学 1 2 3 1 2 3

電気/電 子/情 報 1 2 3 1 2 3

エネルギー/資 源 1 2 3 1 2 3

その他 1 2 3 1 2 3

社会 科学 ・人文科学 1 2 3 1 2 3

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報 1 2 3 1 2 3

マ クロ経済

(国民所得統計/通 関統計等)
1 2 3 1 2 3

市場/商 品 1 2 3 1 2 3

金融/証 券/為 替 1 2 3 1 2 3

そ の他 1 2 3 1 2 3

その他〔 〕 1 2 3 1 2 3

問11.貴 社 にとって望ましい情報利用料金の課金体系は次のどれですか。該当する欄の番号に○印をおつけ下

さい(い くつでも)。

情報利用料金
の課金体系

定額制 従量制
固定料金
+従 量制

最低料金制
大口利用者

割 引
その他

1 2 3 4 5 6
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問12.デ ータベースに収録されている情報の内容に対する感想について、該当する欄の番号に○印をおつけ下

さい(い くっでも)。

国産/海 外製 国 産
データベース

海 外 製
データベース

特に不満はない 1 2

情報が不正確なことがある 1 2

情報の更新頻度が少ない 1 2

元情報の発表からデータベースの更新まで時間がかかりすぎる 1 2

情報の遡及期間が短い 1 2

情報の件数が少ない 1 2

出力項目のパターンが不満 1 2

フル テキスト(全 文)で 収録されていない 1 2

求めている情報の存在が不明確 1 2

ヒッ ト件数が少ない 1 2

利用 したい情報がない 1 2

その昨 体的に・ 〕 1 2

問13.商 用データベースサービスのコマン ドあるいは機能 ・操作性に関する問題点についておたずね します。

該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

⊂⇒ 現在利用していない方は問14へ お進み下さい。

1 コマンドが不統一なので使いにくい 12 キー ワー ドが不足している

2 統一シソーラスが欲 しい 13 自然語(フ リーターム)を 検索言語として使いたい

3 接続手順がわずらわしい 14
検索速度が遅い(検 索 している時間がかか りす
ぎる)

4
通信速度が遅い(結 果の表示,画 面の切換え

など操作全般に時間がかかる)
15 ダウンロー ドができない

5 Gateway(*1)機 能 が 欲 し い 16 特 定 キーワード のファイル別 、 も し くは テ㌧ タへ㌧ ス別 の 出

現 頻 度 が 参 照 で き る機 能(*3)が 欲 しい

6 一次情報の入手が困難 17
あらかじめ出力内容の見当がつけられる機能が

欲しい

7 全文検索の機能がない 18 Webで の検索システムがない

8 HTML形 式での出力ができない 19 検索結果のメール配信ができない

9 概念検索(*2)が できない 20 図面や商標の表示ができない

10 複数 ファイルの横断検索ができない 21 PDFフ ァイル化されていない

ll アブス トラク ト(抄 録)が 表示できない 22 その他〔 〕

(‡1)ここでは、例えば、データベースシステム同士がネットワークで接続され、一方のシステムと契約すれば、

他のシステムのデータベースも利用できるような機能を指します。

(‡2)検索 したい内容を文章として入力すると、その文章に近い内容の情報を探す機能を指します。

(*3)DIALOGのDIALIM)EXの ようなクロスファイルインデックスを指します。
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インターネ ッ トについて

問14.「 イ ンターネット」を利用した情報サービスなどのうち、次のどれが有望だとお考えですか。該当する欄の

番号に○印をおつけ下さい(い くっでも)。,

1 電子 メールを利用したニュース配信サービス

2 Webを 利用 した文字 ・数値 ・音声 ・動画 ・静止画等の情報サービス

3 Webを 利用 した情報検索サービス

4 携帯電話やPDA向 け情報サービス

5 FTP(フ ァイ ル 転 送)、Webな ど に よ る ソ フ トウェ ア の提 供 サ ー ビ ス

6 電子 モールなどによる商品やサー ビスのオンラインショッピング

7 音楽のネット配信サー ビス

8 ホームページの評価サービス

9 宿 泊先、交通機関等の予約サービス

10 中古 車買い取り、自動車保険等の見積もりサービス

ll イ ンターネット電話サービス

12 ASP(ApplicationServiceProvider)

13 Web上 での金融取引サービス

14 ネ ッ トオ ー ク シ ョン

15 イ ンターネット広告

16 データベースな どのコンテンツ利用料課金代行サービス

17 ホームページ制作代行サービス

18 その他 〔 〕

問15.「 イ ンターネット」を利用する上での問題点について、該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつで

も)。

1 外部からの侵入など、セキュリティー上の心配がある

2 ウイルスの侵入、データ破壊の恐れがある

3 著作権が確立していないので、不安だ

4 プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

5 個 人情報 ・機密情報など、漏えいの恐れがある

6 認 証手続きなどが確立されていない

7 物 品購入などの際、料金の支払い方法によってはセキュリティー1この心配がある

8 ひぼう・中傷 ・暴言などに利用される恐れがある

9 有 害なコンテンツや情報の排除が難しい

10 社員の私的な利用をチェックするのが難 しい

ll 欲 しい情報を容易に見つけられない

12 公開されている情報の信頼性に疑わしいものがある

13 変化が速すぎて今後 どうなるのか見通せない

14 その他 〔 〕

問16.現 在まで 「インターネッ ト」を利用していて、実際何らかの被害に遭われた経験がありますか。該当する

欄の番号に○印をおっけ下さい(い くっでも)。

1 ウイルスの侵入があった

2 ハ ッカーによる不正アクセスがあった

3 迷惑メール(ス パムメール)が 送 られてきた

4 自社のデータベースが破壊された/ネ ット上でデータ漏えいがあった

5 自社のHPが 書 き換えられた

6 自社データを不正コピーされた/著 作権侵害

7 不当な接続料、回線使用料などを請求された

8 物品購入時の代金決済でのトラブル

9 外部からの侵入があったが実害はなかった
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CD-ROM、DVDに つ い て

問17.貴 社ではCD-ROM、DVD化 された商用データベースを使っていますか。番号でお答え下さい。

〔L◎る2茸 ㌘ ㌶ 二 ぎ ∴"o

問18.CD-ROM、DVD化 されたデータベースをどの分野でいくつご利用になっていますか。下記の

表3を 参照 してコー ドでご記入下さい。ただし、その他該 当する分野がない場合}の ときは具体例をご

記入下さい。

CD-ROM、DVDの 分 野 コ ー ド
データベース数

(タイトル数)

口 捌 ≧三1.〆 パ 山 、ρ

芦『
ゾ,ぽ ⑲9⑳ ときは具体例)、ii・難 ぼ ぺ ば 膨 ンら蟻Mヂ杉

,§','・ ジ2:∵

1 〔 〕

2 〔 ・ 〕

3 〔 〕

4 〔 〕

5 〔 〕

合 計

表3.CD-ROM、DVD分 野 コ ー ド一 覧

〔一 般 〕 〔自然科学 ・技術〕

1 オー デ ィ オ ・ビジ ュ ア ル/ゲ ー ム ・娯 楽 20 医 ・薬学/バ イオ/化 学

2 サービスガイ ド・案内情報 21 宇宙/地 球/海 洋/水 産

3 辞(事)典/百 科/デ ィレクトリー 22 エネルギー/資 源/環 境

4 学習教材 23 気象 ・気候

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 24 科学技術/特 許

6 人物 情 報(Who'sWho) 25 コ ン ピュ ー タ ー/ソ フ トウ ェ ア

7 新 聞/雑 誌/ニ ュース 26 建築 ・建設

8 政治/行 政 27 数学/農 業 ・農学

9 健康/ス ポーツ 28 材 料 ・素材

〔ビジネス〕 〔人文 ・社会科学〕

10 金融/証 券/為 替/市 況情報 29 教育/宗 教

ll 規 格 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

12 企業 ・財務情報 31 言語 ・用語

13 経済/ビ ジネス 32 社会 科学 ・心理学

14 商品 ・製品情報 33 図書 館 ・情報科学

15 パー ツカタログ 34 地理

16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コー ド

7

811

統計 ・人口

不動産
99 そ の 他

19 法律 ・法規 ・判例/税 ・税務情報

問19.CD-ROM、DVDの 利用に関して特に不便とお考えの点がありましたら、該当する欄の番号に○印をお

つけ下さい(い くつでも)。

1 検索スピー ドが遅い

2 ハ ー ドウェ ア(CD-ROM、DVDド ライ ブ)の 価 格 が 高 い

3 ソフ トウェア(CD-ROM、DVD化 された情報)に 割高感がある

4 情報の更新頻度に問題がある

5 検索 用ソフトウェアが統一されていない

6 ハー ドウェアの規格が統一されていない

7 必要な情報がCD-ROM、DVD化 されていない

8 操作が面倒である

9 OSの バ ージョンアップに対応 して くれない

10 その他〔 〕
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今 後 の 利用 予定

問20.今 後 の商用データベースの利用について番号でお答え下さい(い ずれかひとつ)。

〔

1,継続 して利用する2.利 用を復活する

3.近々(1年 以内)利 用する予定である

4.将来(2、3年 以内)利 用する可能性が高い

5.利用する予定は全くない

1〔二 ⇒5と お答えの方は問24へ お進み下さい
.

〕一 ・一 … … □

問21.商 用データベースの利用方法について、今後どのような方向に進めたいとお考えですか。該当する欄の

番号に○印をおつけ下さい(い くつで も)。

1 利 用できるデータベースを増やす

2 利 用しているデータベースを見直す

3 社内システム(社 内LANな ど)に 接続して、社員だれもが使えるようにする

4 利 用の高度化を図る(デ ータをダウンロードして加工処理するなど)

5 インターネットの無料コンテンツや、より低料金のサービスを探 して経費削減を図る

6 イ ンターネット対応のサービスに順次切 り換えていく

7 使用方法を工夫して、経費節減を図る

8 現状程度

9

'、

その他 具体的に:

s」 ノ

問22.今 後利用したいデータベースはどのようなものか、分野と対象とするデータの収録地域 について該当す

る欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

(例)

収 録 地 域
対 象 分 野

日 本
ア メ リ カ

合 衆 国

EU

諸 国

ア ジ ア

諸 国
そ の 他

絃 ぎ 鱗'　 ぼ
"・ 神 曲'誰 、雲 ・

¶'「 1・・@ぺ パ3・ ・、 .三④ ぷ 1・'バ ∵

一

般

全般(百 科辞典/書 誌情報/書 籍案内) 1 2 3 4 5

新 聞/雑 誌/ニ ュース 1 2 3 4 5

人物/機 関情報 1 2 3 4 5

行政/法 律/政 治 1 2 3 4 5

生活関連情報 1 2 3 4 5

その他 1 2 3 4 5

自
然
科
学
・

技
術

特許 1 2 3 4 5

医学/薬 学/生 命学/生 物 1 2 3 4 5

化学 1 2 3 4 5

電気/電 子/情 報 ・1 2 3 4 5

エネルギー/資 源 1 2 3 4 5

その他 1 2 3 4 5

社会科学 ・人文科学 1 2 3 4 5

ビ

ジ

ネ

ス

企業財務/企 業情報 1 2 3 4 5

マク ロ経済(国 民所得統計/通 関統計等) 1 2 3 4 5

市場/商 品 1 2 3 4 5

金融/証 券/為 替 1 2 3 4 5

その他 1 2 3 4 5

碗 〔 〕 1 2 3 4 5
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問23.今 後 どのようなデータベースサービスができれば良いとお考えですか。 ご自由にご記入下さい。

インハ ウスデータベース と社内情報 システム

問24.貴 社 ではインハウスデータベース(企 業内データベース)を お持ちですか。番号でお答え下さい。

〔Lある ば 〕;:酋;;
、三;∴ ㌫∴み』三 三… □

問25.貴 社でお持ちのインハウスデータベースはどのような内容でしょうか。該当する業務内容を選び(い く

つでも)業 務内容の欄に○印をつけ、そのインハウスデータベースが構築された年の区分の該当欄(1

～4)に ○ 印をつけてお答え下さい。また、各々のデータベースを主に利用 している部門はどこですか。

利用部門の番号で多い順に3つ までご記入下さい。

*「インハ ウスデータベース構築年」は最初に構築された年とします(い ずれかひとつ)。

↓

業務内容
*イ ンハウスデータベース構築年

利用部門
1990年以前 91～95年 96～2000年 2001年 ～

1 顧 客 管 理 1 2 3 4 0 企 画 部 門

2 販売(営 業)管 理 1 2 3 4 1 調 査 部 門

3 物 流 管 理 1 2 3 4 2 研 究 部 門

4 在 庫 管 理 1 2 3 4 3 特 許 部 門

5 生産 ・資材管理 1 2 3 4 4 システム開 発 部 門

6 マーケティング 情 報 1 2 3 4 5 生 産 部 門

7 新聞/雑誌記事(索 引) 1 2 3 4 6 環 境 部 門

8 製 品 情 報 1 2 3 4 7 営 業 部 門

9 人 事 管 理 1 2 3 4 8 総 務 部 門

10 経理 ・財務管理 1 2 3 4 9 法 務 部 門

ll 特 許 情 報 1 2 3 4 10 経理 ・財産部門

12 技 術 情 報 1 2 3 4 ll その他の部門

13 図書 ・資料情報 1 2 3 4 (多い順に3つ までの選択)

14 社 内 の 動 き 1 2 3 4

15 取 引 先 情 報 1 2 3 4

16 そ の 他 1 2 3 4

〆

＼

、

ノ
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問26.イ ンハウスデータベースの構築、格納状況についておたずねします。該当する欄の番号に○印をおっけ下さ

い。

対 象 ツ ー ル 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

RDBMS(*1) 1 2 3

ORDBMSま たはODBMS(‡2) 1 2 3

データウエアハウス 1 2 3

グループウェア 1 2 3

イ ン トラネ ッ ト(‖酬 サ ーバ ー) 1 2
1

3

(‡1)RDBMS:リ レー シ ョナル デ ー タベー ス管理 システ ム

(‡2)ORDBMS:オ ブジ ェク トリレー シ ョナル デー タ ベー ス管理 シス テ ム

ODBMS:オ ブジ ェ ク ト指 向 デー タ ベー ス管 理 シ ステ ム

問27.イ ンハウスデータベースへのアクセス環境 についておたずね します。以下の通信システム(機 能)に ついて

該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(ア クセス環境 ごとに択一回答)。

ア ク セ ス環境 導入済み 導入予定あり 導入予定なし

社内LAN 1 2 3

VAN 1 2 3

イ ンタ ーネ ッ ト 1 2 3

エクストラネット 1 2 3

モ バイ ル/リ モ ー ト ・コン ピュー テ ィ ン グ 1 2 3

問28.イ ンハウスデータベースを構築 ・運営する上での現状の問題点、ならびに今後目指している方向性等がござい

ましたら、ご自由にご記入下さい。

・現状の問題点

・今後の方向性

ご協力ありがとうございました。
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2004年 版 データベース白書資料

デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス 実 態 調 査

(2003年10月)

ベンダー編

貴 社 名

(ま た は 団 体 名)

円

円

人

所 在 地
〒

ご 回 答 者 役 職 名 ご芳名

ご回答者連絡先電話番号 内線

資本金(非 営利法人においては、基金、出資金等)
兆 千億 百僚 十徳 億 千万 百万

最近1年 の年商(売 上高)

〔鞠濃 熱 讃:嬬霊 験‖劉

十兆1兆

i
:

千億 百僚 十徳 億 千万 百万

撫 数 〔㌶ ㌶ 《繰 ξ 官庁の場合は関係庁部署の〕十万 万 千 百 十 一

本調査は(財)デ ータベース振興センターが、パシフィックコンサルタンツ株式会社に委託して実施 しているものです。
・ 本調査におきましては、完全に機密を厳守し、個別データは絶対に公表いたしません。

・ ご回答を賜りました方へは、後 日、本調査の分析結果(大 要)を ご送付申し上げます(2004年5月 頃)。
・ 本調査に関するお問い合わせ先

パシフィックコンサルタンツ株式会社 総合計画本部 電話03-3344・8406EAXO3・3344・1549

(データベースサービス実態調査 担当 竹之内)

璽
問1.貴 社の業種グループを下記の表から選択 して番号で ご回答下さい。

鮒 の主力業種[コ

No. 業種グループ 含 ま れ る 業 種

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

建 設 業

石 油 ・ 化 学 工 業

鉄鋼 ・非鉄 ・金属製品製造業

機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 製 造 業

商 業

金 融 ・ 保 険 業

情 報 処 理 ・情 報 提 供 業

新 聞 ・ 出 版 業

放 送 ・ 通 信 業

不 動 産 業

運 輸 ・倉 庫,電 力 ・ガ ス

そ の 他 サ ー ビ ス 業

公 共 サ ー ビ ス

そ の 他

建設業

医薬品製造業,石 油業,化 学工業

鉄鋼業,非 鉄金属,・金属製品製造業

電気機器 ・輸送用機器 ・一般機器 ・精密機器製造業

食品工業,繊 維 ・紙 ・パルプ業,ガ ラス ・土石製品,印 刷業,

そ の他製造業

卸業,小 売業

金融業,証 券業,保 険業

情報処理サービス ・ソフ トウェア,情 報提供業

新聞業,出 版業

放送業,通 信業

不動産業

運輸 ・倉庫,電 力 ・ガス

飲食業,宿 泊業,対 事業所サービス,シ ンクタンク,広 告,

そ の他サービス業

学校その他教育機関,病 院その他医療機関,調 査 ・研究機関,

組合 ・諸団体,政 府 ・地方公共団体

農 ・林 ・水産業,鉱 業,そ の他
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問2.貴 社のサービス形態について、該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くっでも)。

サービス形態

サービス形態

プロデ ューサー
デ ィ ス トリ

ビ ュ ー タ ー

イ ンター ネ ッ ト

プ ロバ イダー
ゲ ー トウ エ ー 代行検索業 代理店

1 2 3 4 5 6

問3,貴 社 におけるデータベースサービスの位置付

けについてどのようにお考えですか。該当す

る欄の番号に○印をおつけ下さい(現 在、将

来についてそれぞれひとっずっ)。

疏 将来

主力ビジネスと考えている 1 1

主 力ビジネスとは考えていない 2 2

そ の 他 3 3

データベースサー ビスの売上高(2002年 度)

問5,貴 社 のデータベースサービスの売上高について国産データベ

ースと海外製データベースの構成比についてご回答下さい。

問6.提 供方法別のおおよその売上高比率をご回答下さい。

(「提供していない」場合は0を 、「提供しているが割合がわからない」

問4貴 社の総売上高(年 商)の うち、データベースサービスの占めii%

る割 合はおおよそ何%で しょうか。

国産データベース %

%

%

海外 製データベース

合 計 1 0 0

場合 は一をご記入'ドさい。)

%

%

%

%

%

%

%

%

年率ii%

お およそどのくらいに

国 産

データベース

海 外 製

テニタベース

オンライン(インターネットを除く)

イ ンターネ ット

パソコン向け

携帯電話、PDA向 け

CD-ROM

DVD

MT

剛

合 計 1 0 0 1 0 0

問7.2002年 度の貴社におけるデータベースサービス売上高の前年比伸び率はおお

よそどのくらいでしたか。

注)マ イナスの場合は数字の前にマイナス記号(一)を 付して下さい。

問8,

(D今 後3年 間に、貴社におけるデータベースサービスの年間売り上げの年平均伸び率は、
なるとお考えですか(番 号に○印をつけて下さい)。

増える

(20%以 上)

・r

.ぷ 、

やや増える

(20%未 満)
、:il
(1、芯

横ばい 3
やや減る

(20%未 満) ▼

減る
(20%以 上)

'51

(2)今 後3年 間に、データベ■スサービス業界全体の年間売 り上げの年平均伸び率は、おおよそどのくらいにな

るとお考えですか(番 号に○印をつけて下さい)。

増える

(20%以 上)

ぷ

観 、

やや増える

(20%未 満)

:.㌧

横ばい 3
やや減る

(20%未 満)
減 る
(20%以 上)

,＼ ・

>5 ・
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期待するメディアなど

問9.

(1)今 後 、最 も成長が期待されるデータベースの提供メディアを3つ まで選び、該当する欄の番号に○印をお

つけ下さい(3つ 以内で選択)。

成長が期待されるデータベースの提供メディア

1 イ ンタ ー ネ ッ ト 2 携帯電話

3 モ バ イ ル コ ン ピュ ー タ ー,PDA 4 CD-ROM

5 DVD 6 衛星通信利用のサービス

7 CATV利 用のサービス 8 現行のオンラインデータベースサービス

9 デジタル放送 10 カーナビゲーション利用のサービス

11 FAXサ ー ビス

12
その他

〔具体的に 〕

(2)今 後 、データベースサービスで有望と思われるコンテンツで、具体的例があれば、提供データのタイプ別

にご記入下さい(例:政 府の審議会報告書、新製品の紹介ビデオ、レジャー、生活情報など)。

データタイプ コ ン テ ン ツ の 具 体 例

文字データ(テ キス ト)

数 値データ

画像(動 画含む)

マ ルチメディア 閨

その他

(つ マルチ メデ ィアデータ とは文字 ・数値 ・画像 ・映像 ・音声等 を複数組み 合わせた もの を指 します 。

問10.今 後、データベースサービス事業(イ ンターネット関連の事業を含む)を 進めていく上で、不安 ・懸念される

ことは何ですか。該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

1 イ ンターネットが今後どう発展していくか見通せない

2 変 化が速すぎて、サービスの立ち上げタイミングが難 しい

3 参入企業が増え、これまで以上に競争が激化している

4 ユ ーザー企業が内部でデータベースを構築して、外部サービスの利用を減らす恐れがある

5 HPな ど、データベースそのものの無料化が進み、有料データベース利用の伸びに影響が出ている

6
公 的機関(政 府など)が 、自ら収集 したデータ ・情報を原則無料でサービスするなど、民業圧迫の恐
れがある

7 従来の提供チャンネル(オ ンラインサービスなど)と の調整が難しい

8 外部からの不正アクセスやウイルスによる被害などセキュリティー上の不安がある

9 個 人情報 ・機密情報など、漏えいの恐れがある

10 認 証手続きなどが確立されていない

ll デ ータベースの著作権(知 的財産権)が どう保護されるか心配

12 料金 の徴収方法(課 金)が 面倒である

13 プロバイダーなどに支払う回線料金が高い

14 サ ー ビスの充実を図ろうとするが、設備投資やサー ビス要員にかかるコスト負担が大きい

15 特 に不安 ・懸念される問題はない

16

'、

その他

、」 ノ
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問11～ 問16に ついては、貴社のサー ビス形態が該 当する箇所のみお答え下さい。

:誤 読 場 ニラ 三、ひ 二あ去::::瓢 ‖:li"4'i5'i6}に お答え下・い.
● そ の 他 の 企 業 の 方 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 質 問終 了(ご 協 力あ りが と うご ざ い ま した 。)

*複 数 の サ ー ビス 形 態 を 兼 任 され て いる 場 合(例:プ ロ デ ュ ー サ ー と デ ィス トリ ビ ュ ー タ ー)は そ れ ぞ れ 該 当 す る 設 問

に お 答 え 下 さ い。

貴社のサー ビス形態 にプロデューサーが含まれ ている場合 、問11～ 問13に お答 え下 さい。

問11.デ ータベースのディス トリビューションの方法 につい

て、該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

また、2に 該当する場合はその社数をお答え下さい。

他社にデータベースの提供を依頼 している

[エコ 社

問12.デ ータベースを構築する上で、問題と

な っている点について該当する欄の番号

に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

1 データの収集、入力などの構築作業にコス トと時間がかかる

2 構 築後のメンテナンスコス トが負担になる

3 初 期投資が大きく回収困難(ビ ジネスとしての リスク大)

4 標準化の検討が不足

5 データベース管理システムなど効率的ソフトウェアが不足

6 プ ログラマーなどのシステム開発担当者が不足

7 イ ンデクサーなどのデータ作成者が不足

8 構築に関しての国の助成が少ない

9 セキュリティー対策への不安

10 収支が見通せない

ll
その他

〔 〕

問13.公 的データ ω についてお聞きします。

(つ 公的データとは、行政機関などの公的機関が作成、公表している統計情報および文献資料(白 書、審議会答申、

法令集など)を 意味します。

(1)貴 社 では、公的データベースをデータベースのソースデータとして利用していますか。番号でお答え下さい。

〔1.利 用 して いる。 L利 用してし姻"… …'… 口

L⇒2と お答えの方は(4)へ お進み下さし、
.

(2)公 的データを利用 している理由について、該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

1 データに信頼性がある

2 毎年あるいは一定期間ごとに更新される

3 ニーズが高い

4 使用料金が安い

5 調査対象の規模など、独自調査ではとても把握できないデータである

6 その他 〔 〕

一4一

一106一



(3)現 在どんな公的データをソースデータとして利用していますか。該当する番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

利 用 の 有 無
データの種類

利用

している

現在利用して
いないが、今後

利用したい

利用 していな
い/利 用する

予定なし

A.文 字 デ ー タ

(テ キ ス ト)

L政 府白書、委員会、審議会資料 1 2 3

2.政 府記者発表資料 1 2 3

3.官 報 1 2 3

4.判 例集など 1 2 3

5.都 市 計画データ(地 図情報含む) 1 2 3

6.特 許情報 1 2 3

7.地 方 公共団体資料 1 2 3

8.そ の他

/、

＼.ノ

1 2 3

B,数 値 デ ー タ

1.人 口 ・雇 用 ・労 働 1 2 3

2.国 民 経 済 ・景 気 ・金 融 1 2 3

3.国 際 収 支 ・貿 易 1 2 3

4.産 業 一 般 1 2 3

5.企 業 関 連 1 2 3

6.そ の 他
/ρ 、

＼」 ノ

1 2 3

(4)公 的データを利用されている方は、利用上の問題点として、また利用されていない方は、利用しない理由

として、下記の該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

公的データ利用上の問題点/公 的データを利用しない理由

1 ニーズに合ったデータが少ない

2 どこが窓口かわか らない

3 提供窓口が省庁別になっており、一本化されていない

4 データ利用の手続きが面倒

5 料金が高い

6 デー タの提供形態が加工 しやすいデータ形式となっていない

7 公開 ・提供される時期が遅い(デ ータが古い)

8 既 に官公庁のホームページで公開されている

9

その他

r、

＼ ノ
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貴社のサー ビス形態にプロデ ューサー、ディス トリビューター、プロバイダーのいずれか一つ

以上が含 まれている場合、問14～ 問16に お答え下さい。

問14.文 字、数値、画像などデータのタイプについてお聞きします。

(1)貴 社の商用データベースでは、どのような種類のデータを提供していますか。現在提供 しているデータと今

後提供したい、あるいは拡充したいデータを選んで該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

現在提供している
今後提供したい
提供を増やしたい

オンライン
オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)
オンライン

オ フ ライ ン

(CD-ROMな ど)

文字データ(テ キスト) 1 2 3 4

数値データ 1 2 3 4

画像(静 止画 ・イメージ:写 真など) 1 2 3 4

映像(動 画) 1 2 3 4

音声 1 2 3 4

マルチメディア 1 2 3 4

ソ フ トウ ェ ア(検 索 ソフト、ビューワーな ど) 1 2 3 4

(2)(1)で マルチメディアデータを提供 している場

合、マルチメディアサービスは、貴社にとってど

のような位置づけにな りますか。該当する欄の番

号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

(3)(1)で マルチメディアデータを提供 して

いない場合、今後どのようにお考えです

か。該当する欄の番号に○印をおつけ下さ

い(ひ とつだけ)。

1 中心的なサービスである

2 部 分的なサービスである

3 ごく一部で提供 している

4 将来のため実験的に提供している

5 その他 〔 〕

3年 以内ぐらいには、'開発 ・提供が考えられる

問15,CD-ROM、 お よびDVD化 されたデータベースについてお聞きします。

(1)現 在CD-ROMお よびDVD化 されたデータベースを提供 していますか。番号でお答え下さい。

〔、 はいLい いえ〕… … ・・… ・… … … ・… … ・・ □

L⇒2と お答えの方は(4)へ お進み下さし・
.

(2)ど のような分野のデータベースをCD-ROM、DV

Dで 提供していますか。次頁の 「CD-ROM、DV

D分 野コードー覧」を参考にして主なものをコードで

ご記入下さい。また、そのタイトル数をお答え下さい。

その他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

〔　 　 〕

分野コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計 i
l

(3)貴 社が提供している代表的なCD-ROM、DVDに よるデータベース名(タ イ、トル名)を ご記入

下さい(5つ まで)。

1

2

3

4

5
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(4)今 後新たなCD-ROM、DVD化 されたデータベースを提供する予定があれば、そのデータ

ベースの分野を下記の 「CD-ROM、DVD分 野 コー ド一覧」を参考にして5つ までコー ドでご記

入下さい。また、そのタイ トル数をお答え下さい。その他のときのみ具体例を下欄にご記入下さい。

その他(分 野コー ド99の とき)

分野コー ド タイ トル数

1

2

3

4

5

合 計

CD-ROM、DVD分 野 コー ドー 覧

〔一 般 〕 〔自然科学 ・技術〕

1 オ ー デ ィ オ ・ビジ ュ ア ル/ゲ ー ム ・娯 楽 20 医 ・薬学/バ イオ/化 学

2 サービスガイ ド・案内情報 21 宇宙/地 球/海 洋/水 産
3 辞(事)典/百 科/デ ィレク トリー 22 エネルギー/資 源/環 境

4 学習教材 23 気象 ・気候

5 書誌/図 書 ・刊行物情報 24 科学技術/特 許
6 人 物 情 報(Who'sWho) 25 コ ン ピ ュー タ ー/ソ フ トウ ェ ア

7 新聞/雑 誌/ニ ュース 26 建築 ・建設

8 政治 ・行政 27 数学/農 業 ・農学

9 健 康 ・ス ポ ー ツ 28 材料 ・素材

〔ビジネス〕 〔人文 ・社会科学〕

10 金融/証 券/為 替/市 況情報 29 教育/宗 教
ll 規 格 30 芸術 ・文化/文 学 ・歴史

12 企業 ・財務情報 31 言語 ・用語

13 経済/ビ ジネス 32 社会科学 ・心理学

14 商品 ・製品情報 33 図書館 ・情報科学

15 パー ツカタログ 34 地理
16 地図 ・マッピング/電 話番号/住 所コード
7

811

統計 ・人口

不動産
99 そ の 他

19 法律 ・法規,判 例/税 ・税務情報

インターネッ トによるデータベースサービス

問16.イ ンターネットについてお聞きします。

(D貴 社 ではインターネッ トを介したデータベースサービスを実施していますか。番号でお答え下さい。

1

3

〔
実施している

将来検討したい 遮 蕊]… 一 ・・… ・・… □
L⇒4と お答えの方は質問終了です

.ご 協力あ りがとうございました.

(2)貴 社がインターネットで提供しているデータベースサービス名(タ イ トル名)を ご記入下さい

(5つ まで)。

1

2

3

4

5
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(3)イ ンターネットを介したデータベースサービスなどのうち、次のどれを実施(あ るいは計画)し ていますか。

該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

1 電子メールを利用したニュース配信サービス

2 Webを 利 用した文字 ・数値 ・音声 ・静止画 ・動画等の情報サービス

3 Webを 利 用した情報検索サービス

4 携帯電話やPDA向 け情報サー ビス

5 CATVを 利用 した情報サー ビス

6 商品やサービスのオンライン販売

7 FTP(フ ァイル転送)、Webな どによるソフトウェアの提供サービス

8 ホームページの評価サー ビス

9 音楽のネッ ト配信サービス

10 イ ンターネット電話サービス

11 Web上 での金融取引サービス

12 データベースなどのコンテンツ利用料課金代行サービス

13 ネ ッ トオ ー ク シ ョン

14 具体 的なイメージは固まっていない

15

その他
'、

＼ ノ

(4)イ ンターネットを介した、データベースサービスの料金徴収方式などは、次のどれを実施(あ るいは計画)し

ていますか。該当する欄の番号に○印をおつけ下さい(い くつでも)。

対象者

ユ→㌧を特定する(会 員制など) ユーザーを特定しない 未定 ・不明

1 2 3

・その他 〔 〕

利

用

料

金

課金方法

従量制 定額制 固定 ・従

量制併用

広告料で
まかなう

広告料とそれ

以外の組合せ
無料

具体的な方
式は未定

12i 3 45 6 7

・その他 〔 〕

徴収 ・

決済方式

請求書 ・振込
ク レ ジ ッ ト

カ ー ド
電子決済

プロバイダーの決

済システムを利用
具体的な方式は未定

1 2 3 4 5

・その他 〔 〕

ご協力ありがとうございました。

一

.8一
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